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第１章 責任論 

第１ 本件事故当時における原子力発電事業に関する規制法令の概要 

   後述する「長期評価」が公表された２００２（平成１４）年当時における

原子力発電事業に関する規制法令の概要は次のとおりである。 

１ 原子力基本法 

原子力基本法（平成１６年法律第１５５号による改正前の昭和３０年法律第

１８６号及び平成２４年法律第４７号による改正前の昭和３０年法律第１８６

号）は、１条において、「この法律は、原子力の研究、開発及び利用を推進する

ことによって、将来におけるエネルギー資源を確保し、学術の進歩と産業の振興

とを計り、もって人類社会の福祉と国民生活の水準向上とに寄与することを目的

とする。」と規定し、２条において、「原子力の研究、開発及び利用は、平和利

用の目的に限り、安全確保を旨として、民主的な運営の下に、自主的にこれを行

うものとし、その成果を公開し、進んで国際協力に資するものとする。」と規定

していた。 

本件事故後、平成２４年法律第４７号による改正により、２条２項として「前

項の安全の確保については、確立された国際的な基準を踏まえ、国民の生命、

健康及び財産の保護、環境の保全並びに我が国の安全保障に資することを目的

として、行うものとする。」とする規定が追加されたが、同改正前においても、

原子力の利用は「安全の確保」を旨として行うこととされていたのであるから、

国民の生命、健康及び財産の保護は当然に同法の目的とされ、我が国における

原子力政策の基本とされていたことに変りはない。 

２ 炉規法 

原子力発電所の設置については、「核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規

制に関する法律」、平成１４年法律第１７８号による改正前の昭和３２年法律

第１６６号、平成１８年法律第５０号による改正前の昭和３２年法律第１６６

号及び平成２３年法律第７４号による改正前の昭和３２年法律第１６６号。以
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下「炉規法」という。）が制定され、１条において、「この法律は、原子力基

本法（昭和３０年法律第１８６号）の精神にのっとり、核原料物質、核燃料物

質及び原子炉の利用が平和目的に限られ、かつ、これらの利用が計画的に行わ

れることを確保するとともに、これらによる災害を防止し、及び核燃料物質を

防護して、公共の安全を図るために、精錬、加工、貯蔵、再処理及び廃棄の事

業並びに原子炉の設置及び運転等に関する必要な規制等を行うほか、原子力の

研究、開発及び利用に関する必要な規制を行うことを目的とする。」と規定し

ていた。  

本件事故後、平成２５年法律第８２号による改正により、炉規法の目的が「原

子炉施設において重大な事故が生じた場合に放射性物質が異常な水準で当該原

子炉施設を設置する工場又は事業所の外へ放出されることその他の核原料物質、

核燃料物質及び原子炉による災害を防止し、及び核燃料物質を防護して、公共

の安全を図るために、製錬、加工、貯蔵、再処理及び廃棄の事業並びに原子炉

の設置及び運転等に関し、大規模な自然災害及びテロリズムその他の犯罪行為

の発生も想定した必要な規制を行うほか、原子力の研究、開発及び利用に関す

る条約その他の国際約束を実施するために、国際規制物質の使用等に関する規

制を行い、もって国民の生命、健康及び財産の保護、環境の保全並びに我が国

の安全保障に資することを目的とする。」（１条）とされたが、同改正前にお

いても、「（原子力）災害を防止し、及び核燃料物質を防護して、公共の安全

を図る」こと、すなわち原子力災害から、国民の生命、健康及び財産の保護を

図ることが炉規法の目的とされていたことは明らかである。 

そして、実用発電用原子炉の設置には経済産業大臣の許可を必要とすること

（２３条１項１号）、経済産業大臣は、実用発電用原子炉施設の位置、構造及

び設備が核燃料物質、核燃料物質によって汚染された物又は同原子炉による災

害の防止上支障がないものであることが認められるときでなければ、上記許可

をしてはならないこと（２４条１項４号）、実用発電所用原子炉設置者は、保
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安規定を定め、同原子炉の運転開始前に、経済産業大臣の許可を受けなければ

ならず（３７条１項）、経済産業大臣は、保安規定が核燃料物質、核燃料物質

によって汚染された物又は同原子炉による災害の防止上十分でないと認めると

きは、上記許可をしてはならないこと（同条２項）などを定めていた。 

 

３ 電気事業法 

（１）２０１３（平成２５）年改正前の規制 

   設置許可がなされた後における電気事業の用に供する原子力発電所の運転

については、２０１３（平成２５）年改正前においては、炉規法（平成２５

年法律第８２号による改正前のもの）７３条により同法２７条から２９条ま

での適用が除外され、電気事業法（平成２４年法律第４７号による改正前の

昭和３９年法律第１７０号）による規制が行われていた。 

   電気事業法は、「電気事業の運営を適正かつ合理的ならしめることによっ

て、電気の使用者の利益を保護し、及び電気事業の健全な発達を図るととも

に、電気工作物の工事、維持及び運用を規制することによって、公共の安全

を確保し、及び環境の保全を図ることを目的とする。」ものであり（１条）、

原子力発電所の運転については、以下のような規制をしていた。 

ア 技術基準適合維持義務 

 事業用電気工作物を設置する者は、事業用電気工作物を経済産業省令（後

記省令６２号）で定める技術基準に適合するように維持しなければならない

こと（３９条１項）、その技術基準を定める経済産業省令においては、事業

用電気工作物は、人体に危害を及ぼし、又は物件に損傷を与えないようにす

ること（同条２項１号）。 

イ 技術基準適合命令 

経済産業大臣は、事業用工作物が同条１項の経済産業省令で定める技術基

準に適合していないと認めるときは、事業用電気工作物を設置する者に対し、
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その技術基準に適合するように事業用工作物を修理し、改造し、若しくは移

転し、若しくはその使用を一時停止すべきことを命じ、又はその使用を制限

することができること（技術基準適合命令、４０条）。 

ウ 認可、定期検査等の実施及び原子力安全委員会への報告等 

 経済産業大臣は、事業用電気工作物の設置又は変更の工事に係る認可、同

工事終了後使用前の検査、輸入した核燃料物質の検査、発電用ボイラー等公

共の安全の確保上特に重要なものについての定期検査等を実施し（４７条１

項及び２項、４９条１項、５０条の２第３項、５１条１項及び３項、５２条

３項、５４条１項並びに５５条４項）、四半期ごとにその実施状況等を原子

力安全委員会に報告し、必要があると認めるときは、その意見を聴いて、原

子力発電工作物に係る保安の確保のために必要な措置を講ずること（１０７

条の３、ただし、平成１４年法律第１７８号による改正後）。 

エ 報告徴収、立入検査等 

経済産業大臣は、技術基準適合命令を発するために必要な限度において、

政令で定めるところにより、原子力を原動力とする発電用の電気工作物（原

子力発電工作物）を設置する者に対し、同原子力発電工作物の保安に係る業

務の状況に関し報告又は資料の提出をさせたり、経済産業省の職員をして、

原子力発電工作物を設置する者等の事業所に立ち入り、原子力発電工作物等

の物件を検査させたりすることができること（１０６条、１０７条）。 

オ 罰則 

 技術基準適合命令等に違反した者は、３年以下の懲役若しくは３００万円

以下の罰金に処し、又はこれを併科すること（１１６条２号）、その場合、

法人には３億円以下の罰金に処すること（１２１条１号、ただし平成１４年

法律第１７８号による改正前は、技術基準適合命令等に違反した者は、３０

０万円以下の罰金（１１８条７号、法人にも罰金（１２１条）））。 

（２）２０１３（平成２５）年改正後の規制 
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本件事故後、平成２５年法律第８２号による改正により、炉規法の７３条

（適用除外規定）が削除される代わりに、同法内に新たに発電用原子炉の設

置、運転等に関する規制が設けられ（第四章第二節）、従前電気事業法によ

り定められていた上記規制のうち、①（技術基準適合維持義務）は炉規法４

３条の３の１４に（ただし、経済産業省令ではなく原子力規制委員会規則（平

成２５年原子力規制委員会規則第６号「実用発電用原子炉及びその附属施設

の技術基準に関する規則」）で定める技術基準とされた。）、②（技術基準

適合命令）は同法４３条の３の２３第１項に（ただし、経済産業大臣ではな

く原子力規制委員会の権限とされた上で、「発電用原子炉施設の位置、構造

及び設備が核燃料物質若しくは核燃料物質によって汚染された物又は発電用

原子炉による災害の防止上支障がないものとして原子力規制委員会規則で定

める基準に適合するものであること」との基本設計に係る安全性について定

めた設置許可基準（同法４３条の３の６第１項４号）に適合していないと認

めるときにも発電用原子炉の使用停止、改造、修理又は移転等の命令を発す

ることができることとされた。）、③（認可、定期検査等の実施及び原子力

安全委員会への報告等）は同法４３条の３の９等に（ただし、認可、定期検

査等は経済産業大臣ではなく原子力規制委員会の権限とされた。）、④（報

告徴収、立入検査等）は同法６７条、６８条に、⑤（罰則）は同法７８条８

号の２に（ただし、１年以下の懲役若しくは１００万円以下の罰金又は併科、

法人にも罰金（８１条２号）。）、それぞれほぼ同様の内容で引き継がれた。 

   以上の点から、発電用原子炉（原子力発電所）については本件事故の前後

（平成２５年法律第８２号による炉規法改正の前後）を通じて、原子力基本

法や炉規法が目的として掲げる「国民の生命、健康及び財産の保護を図る」

ために、経済産業大臣（上記改正後は原子力規制委員会）に対し大きな権限

を与えて、国民の生命、健康及び財産に対し危害が及ぶことなどがないよう

に厳重に規制するという法的構造にあった。 



11 

 

 

４ 省令６２号  

本件事故の前、電気事業法３９条１項による委任に基づき、省令６２号（昭

和４０年通商産業省令第６２号「発電用原子炉設備に関する技術基準を定める

省令」）４条１項は、技術基準として、２００２（平成１４）年頃においては、

「原子炉施設並びに一次冷却材又は二次冷却材により駆動される蒸気タービン

及びその附属設備が地すべり、断層、なだれ、洪水、津波又は高潮、基礎地盤

の不同沈下等により損傷を受けるおそれがある場合は、防護施設の設置、基礎

地盤の改良その他の適切な措置を講じなければならない。」と（平成１５年経

済産業省令第１０２号による改正前）、２００６（平成１８）年頃においては、

「原子炉施設並びに一次冷却材又は二次冷却材により駆動される蒸気タービン

及びその附属設備が想定される自然現象（地すべり、断層、なだれ、洪水、津

波、高潮、基礎地盤の不同沈下等をいう。ただし、地震を除く。）により原子

炉の安全性を損なうおそれがある場合は、防護措置、基礎地盤の改良その他の

適切な措置を講じなければならない。」と（平成２０年経済産業省令第１２号

による改正前）定めており、いずれも、発電用原子炉を含む事業用電気工作物

について、津波等による損傷によって安全性を損なうことがないよう技術基準

を設定していた。 

本件事故後、平成２３年経済産業省令第５３号による改正により、同省令５

条の２に「津波による損傷の防止」として、「原子炉施設並びに一次冷却材又

は二次冷却材により駆動される蒸気タービン及びその附属設備が、想定される

津波により原子炉の安全性を損なわないよう、防護措置その他の適切な措置を

講じなければならない。」及び「津波によって交流電源を供給するすべての設

備、海水を使用して原子炉施設を冷却する全ての設備及び使用済核燃料貯蔵槽

を冷却する全ての設備の機能が喪失した場合においても直ちにその機能を復旧

できるよう、その機能を代替する設備の確保その他の適切な措置を講じなけれ
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ばならない。」との基準が追加されるなどし、さらに２０１３（平成２５）年

６月２８日には、津波による損傷の防止のための基準も含んだ技術基準規則（平

成２５年原子力規制委員会規則第６号「実用発電用原子炉及びその附属施設の

技術基準に関する規則」）が制定され、前記の平成２５年法律第８２号による

炉規法改正により、以後は、発電用原子炉に適用すべき技術基準の内容は同規

則に引き継がれることとなった。 

以上の点から、本件事故の前後を通じて、発電用原子炉について適用される

べき技術基準には、供用中も含めて、津波による損傷を防止する措置を講じる

べきことを定めていた。 

 

５ 伊方原発最高裁判決 

原子炉の設置許可処分の適法性が争われた訴訟の最高裁判決である伊方原発

最高裁判決（平成４年９月２２日最高裁第一小法廷判決・民集４６巻６号５７

１頁）は、原子力関連法令の趣旨について、次のように判示している。 

「原子炉が、原子核分裂の過程において高エネルギーを放出するウラン等の

核燃料物質を燃料として使用する装置であり、その稼働により、内部に多量の

人体に有害な放射性物質を発生させるものであって、原子炉を設置しようとす

る者が原子炉の設置、運転につき所定の技術的能力を欠くとき、又は原子炉施

設の安全性が確保されないときは、当該原子炉施設の従業員やその周辺住民等

の生命、身体に重大な危害を及ぼし、周辺の環境を放射能によって汚染するな

ど、深刻な災害を引き起こすおそれがあることにかんがみ、右災害が万が一に

も起こらないようにするため、原子炉設置許可の段階で、原子炉を設置しよう

とする者の、右技術的能力並びに申請に係る原子炉施設の位置、構造及び設備

の安全性につき、科学的、専門技術的見地から、十分な審査を行わせることに

あるものと解される。」 

原発に対しては、「万が一にも」重大事故が発生しないように、極めて高度
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な安全性を要求しているのである。 

伊方原発最高裁判決は、原子炉の設置許可処分についての判決であり、本件

のように設置後の安全性問題に関する判決ではないが、原発の危険性に照らせ

ば、原発に対して求められる安全性については、設置時と設置後で違いがあっ

てはならないことは自明である。 

そして、法令を順守して、万が一にも原発事故が起こらないようにしなけれ

ばならないのは、直接的には、原発を運転している原子力事業者である。 

したがって、上記伊方原発最高裁判決が判示する、万が一にも原発事故が起

こらないようにする責務は、一審被告にはより一層当てはまるものである。 

また、伊方最高裁判決が「最新の科学的技術水準への即応性の観点からみて」、

「現在の科学技術水準に照らし」と判示しており、極めて高度な安全性の確保

のためには、常に最新の科学的知見及び技術を用いることが求められていると

いうべきである。 

 

６ 小括 

以上のような、原子力関連法令の趣旨及び、ひとたび原発において重大事故

が起これば、放射性物質の飛散により広範な地域環境が汚染破壊され、多数住

民の生命、健康、財産等にとりかえしのつかない甚大な被害が生じる原発事故

の特質に鑑み、原子力事業者には、原子力発電に関する万全の安全対策が求め

られており、万が一にも重大事故が発生しないよう、原発の施設の維持管理に

極めて高度な安全性が要求されている。 

そして、万が一に重大事故が発生しないようにするため、生成途上の科学的

知見であっても、相当程度の科学的信頼性があるものについては、その知見を

踏まえて、万全の対策を採ることが求められることになる。 

 



14 

 

第２ 原発の安全対策上対象とすべき津波 

１ ７省庁手引き（原判決１５７頁） 

当時の農林水産省構造改善局及び同省水産庁、運輸省港湾局並びに建設省河

川局は、１９９３（平成５）年７月の北海道南西沖地震津波や１９９５（平成

７）年１月の阪神・淡路大地震を受けて、総合的な津波防災対策計画を進める

ための手法を検討することを目的として、「太平洋沿岸部地震津波防災計画手

法調査」を実施し、１９９７（平成９）年３月、「太平洋沿岸部地震津波防災

計画手法調査報告書」（甲Ａ１５の１及び２）を公表した。また、上記４省庁

に国土庁、気象庁、消防庁を加えた７省庁により、我が国の沿岸域における津

波対策の推進及び強化に資するため、地域防災計画における津波対策の強化を

図る際の基本的な考え方、津波に対する防災計画の基本方針並びに策定手順等

について取りまとめた７省庁手引き（甲Ａ１３）公表された。 

４省庁報告及び７省庁手引は、防災計画策定の前提条件となる対象津波につ

いて、過去に当該沿岸域で発生し、痕跡高などの津波情報を比較的精度良く、

かつ、数多く得られている津波の中から、既往最大の津波を選定し、それを対

象とすることを基本としつつも、近年の地震観測研究結果等により津波を伴う

地震の発生の可能性が指摘されているような沿岸域については、別途現在の知

見により想定し得る最大規模の地震津波を検討し、既往最大津波との比較検討

を行った上で、常に安全側の発送から沿岸津波水位のより大きい方を対象津波

として設定するものとしている。 

 

２ 津波評価技術 

（１）津波評価技術作成の経緯 

   一審被告を含む電力会社１０社は、２００９（平成１１）年９月、社団法人

土木学会に対し、原子力施設の津波に対する安全性評価技術の体系化及び標準

化についての研究を委託した。 
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   土木学会は、原子力土木委員会に、首藤伸夫岩手県立大学教授（当時。以下

同じ。）を主査とし、阿部勝征東京大学教授、今村文彦東北大学助教授、佐竹

健治経済産業省工業技術員地質研究所主任研究員、などの地震、津波の理工学

の学識経験者のほか、財団法人電力中央研究所や電力会社の研究従事者から構

成される津波評価部会を設置し、同部会は同年１１月から２００１（平成１３）

年３月まで８回の部会を開催して検討を行った。 

   そして、同部会は、２００２（平成１４）年２月、研究の成果として、「津

波技術評価」（甲Ａ１７の１～３）を刊行した。 

（２）津波評価技術の概要 

津波評価技術は、プレート境界付近に将来発生することを否定できない地震

に伴う津波の評価を対象とし、津波をもたらす地震の発生の位置や発生様式を

踏まえたスケーリング則に基づき、基準断層モデルを設定し、想定津波の不確

実性を設計津波水位に反映させるために、パラメータスタディを実施し、評価

地点における影響が最も大きい津波を設計想定津波として選定するものであ

る。 

（３）津波評価技術の問題点 

ア 策定主体の問題点 

原子力安全・保安院は、２００２年７月２２日に「原子力発電施設の技術基

準の性能規定化と民間規格の活用に向けて」を取りまとめ、学会など民間団体

が作った技術基準を積極的に規制行政に取り入れていく方針を打ち出したが、

それには、①「公平なメンバー構成による公開された場での検討を前提とし、

公平性、公正性、公開性重視したプロセスで」策定された規格であることが必

要である（甲Ａ１８６の要旨-１）。 

しかし、「津波評価部会」は、一審被告を含めた電気事業連合会連が、「津

波評価に関する電力会社の共通の研究成果をオーソライズする場としてとして、

土木学会原子力土木委員会内に津波評価部会を設置」したものである。 
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津波評価技術策定時における津波評価部会の委員・幹事等３０人のうち、１

３人が電力会社、３人が電力中央研究所、１人が電力のグループ会社に所属し

ており、電力業界が１７人と過半数を占めており、地震、津波の専門家は、主

任の首藤伸夫岩手県立大学教授（当時、以下同じ。）の外には阿部勝征東京大

学教授、今村文彦東北大学助教授、佐竹健治経済産業省工業技術院地質研究所

だけであった（甲Ａ１７の１、甲Ａ１・９０～９１頁）。 

また、研究費（１億８３７８万円）の全額を電力会社が負担しており、策定

に関わる議事録は、議事要旨のみが、本件事故の８か月後の２０１１年１１月

に公開されただけであった（甲Ａ１・９０～９１頁）。 

イ 内容の問題点 

   「原子力発電施設の技術基準の性能規定化と民間規格の活用に向けて」では、

②「技術基準やそのほかの法令又はそれに基づく文書で要求される性能との項

目・範囲において対応がとれること」も必要とされていたが、津波評価技術は、

これによって算出される想定津波高さが、安全審査指針が求める性能に適合し、

この手法に従えば原発の安全は確保できるのか検証されていなかった（甲Ａ

１・９１頁）。 

また、津波評価技術は、原子力発電所における設計水位を求めるための評価

手法の検討、確立が目的であり、どこにどういう波源をおくかについて詳細に

検討していなかった。そして、明瞭な痕跡高を説明できる既往津波に基づいて

想定津波を考慮したため、福島県沖日本海溝沿いの津波地震による既往津波の

明瞭な痕跡高が確認されないとして、福島県～茨城県沖の海溝沿いの海域には

波源を設定しておらず、同海域を波源とする津波を評価できるようにはなって

いなかった。 

（４）小括 

したがって、「想定すべき津波の選定が地震、津波に関する適確な科学的知

見により行われている限りにおいて、津波評価技術に依拠し、津波からの安全
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性を評価することは合理的であるというべきである。」（原判決２１８頁）と

の原判決の判示は、福島県～茨城県沖の海溝沿いの海域を波源をとする津波に

ついては、妥当せず、別途、波源の検討を要することになる。 

この福島県～茨城県沖の海溝沿いの海域を波源をとする津波についての新た

な科学的知見が以下に述べる「長期評価」である。 

 

３ 長期評価について 

（１）推進本部による長期評価の公表 

地震調査研究推進本部（以下「推進本部」という。）は、２００２（平成１

４）年７月３１日、「三陸沖北部から房総沖の日本海溝寄りの領域において明

治三陸地震と同程度の地震がどこでも発生する可能性がある」とする「三陸沖

から房総沖にかけての地震活動の長期評価について」（以下「長期評価」とい

う。）を公表した（甲Ａ１４の２）。 

長期評価では、福島第一原発の沖合を含む三陸沖北部から房総沖の日本海溝

沿いにおいて、「Ｍ８クラスのプレート間の大地震は、過去４００年間に３回

発生していることから、この領域全体では約１３３年間に１回の割合でこのよ

うな大地震が発生すると推定される。ポアソン過程により……、今後３０年以

内の発生確率は２０％程度、今後５０年以内の発生確率は３０％程度と推定さ

れる」（甲Ａ１４の２・５頁）、「次の地震も津波地震であることを想定し、

その規模は、過去に発生した地震のＭｔ等を参考にして、Ｍｔ８．２前後と推

定される」（甲Ａ１４の２・６頁）とされた。 

長期評価は、津波評価技術では十分な検討が行われていなかった、津波の波

源モデルに関する新たな科学的知見であり、福島第一原発のある福島県沖を含

む三陸沖北部から房総沖の海溝寄りの領域においては、どこでも、Ｍ８クラス

のプレート間大地震が発生する可能性があり、その確率は、今後３０年以内で

２０％程度、今後５０年以内で３０％程度であるとされたのである。 
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（２）長期評価策定の経緯 

   １９９５（平成７）年１月１７日に生じた阪神淡路大震災を受けて、日本に

おける地震防災対策に関する課題が浮き彫りになったことをきっかけとして、

地震防災対策特別措置法が制定され、これに基づき推進本部が設置された。 

推進本部は、地震に関する調査研究の成果が国民や防災を担当する機関に十

分に伝達され活用される体制になっていなかったという課題意識の下に、行政

施策に直結すべき地震に関する調査研究の責任体制を明らかにし、これを政府

として一元的に推進するため、地震防災対策特別措置法に基づき総理府に設置

（現・文部科学省に設置）された政府の特別の機関である（甲Ａ１４の１）。 

推進本部は、単なる研究機関や私的な諮問機関とは全く性格を異にしており、

調査研究の成果を収集・整理・分析し、国の地震防災対策の強化に役立てるた

めの総合評価を行うことが目的とされており、公表された知見等は、「行政的

にも地震防災に生かされていくこと」が当然に予定されている。 

長期評価は、推進本部の下に設置された「地震調査委員会」、さらにその下

に内陸の活断層で発生する地震や海域に発生するプレート間地震（海溝型地震）

についての長期評価を検討するために設置された「長期評価部会」、海溝型地

震について審議するために同部会の下に設置された「海溝型地震分科会」にお

ける各審議を経て取りまとめられたものである。 

海溝型地震分科会は、主査の島崎邦彦東京大学教授はじめ地震学会のトップ

クラスの研究者１３名の委員で構成されていた。長期評価は、海溝型分科会で

多数回にわたり濃密な議論・検討を行い、その最大公約数の見解として取りま

とめたもの（甲Ａ１４の２・１頁）で、その見解は、その上位機関である長期

評価部会、そして地震調査委員会という、これまた地震学の専門家により構成

された会議体での議論を通じても検証がなされ、推進本部・地震調査委員会の

責任において公表されたものである。 

（３）長期評価の信頼性 
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以上のとおり、長期評価は、地震防災対策特別措置法に基づき、政府が設置

した機関である推進本部によって策定、公表されたものである。 

また、長期評価の見解は、第一線の専門家により、異論も含め十分な議論を

経て策定されたものであり、信頼性の極めて高い知見であった。 

このような長期評価を策定した主体、長期評価の見解が取りまとめられ公表

に至った経緯及び実際の検討結果等から、長期評価の見解は、単なる地震学者

や民間団体の一見解とは異なり、新たな客観的かつ合理的根拠を有する科学的

知見であり、被告が万が一にも事故が起きないように地震対策、津波対策を検

討するに当って、考慮しなければならないものであった。 

（４）長期評価の信頼性に対する原判決の判示の誤り 

 原判決は、「評価に示された見解の内容や信頼性に照らすと、被告におい

て、これを平成１４年又は平成１８年時点において長期評価の見解を踏まえた

具体的かつ物理的な対策に着手しなかったことが不合理とはいえない」（２３

６頁）とする。しかし、この判示に至った理由については、以下のとおりの誤

りがある。 

ア 最高裁判決の判旨に従えば、長期評価の知見を取り入れた地震対策、津波

対策をとることは、法的に義務付けられていたこと  

  原判決は、「地震防災対策特別措置法は、『地震による災害から国民の生命、

身体及び財産を保護するため、地震防災対策の実施に関する目標の設定』を」

目的とするものであり(同法１条)、当然、その研究成果等については積極的に

その普及に勤めるべきものであるが(同法１３条１項)、それが努力規定とされ

ていることからも明らかなとおり、その研究成果等を踏まえて、何らかの防災

対策を、その主体となるべき、国、地方自治体、関係諸機関や民間等に義務付

けるものではなく、そのような法令上の根拠は見当たらない。」（２２３頁）

と判示する。 

しかし、前記伊方最高裁判決の判旨に従えば、原子力発電については、「災
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害が万が一にも起こらないようにするため」に、極めて高度な安全性を確保す

べきことが求められ、そのために、常に最新の科学情報及び科学技術をもって、

安全対策を講じることが求められていたのであるから、長期評価が単なる地震

学者や民間団体の一見解などとは性質を異にする有力かつ重要な見解（知見）

である以上、この知見を取り入れた地震対策、津波対策をとることは、法的に

義務付けられたものというべきである。  

イ 科学的な見地から十分に説明されたと評価できない側面があるとの判断

は誤りであること  

（ア）具体的なエビデンスが示されていないわけではないこと 

原判決は、島崎教授の意見書及び別件訴訟での証人尋問の結果について、

次のように判示する。 

「長期評価の見解の根拠は、過去４００年間に発生した１６１１年の慶長

三陸地震、１６７７年の延宝房総沖地震、１８９６年の明治三陸地震であり、

３０年発生確確率はこれらの発生頻度によっており、津波マグニチュードは

明治三陸地震の値に基づいている。日本海溝付近の津波地震は、太平洋プレ

ートの沈み込みが引き起こすプレート境界地震であり、１６１１年と１８９

６年の津波は海溝の北部、１６７７年の津波は海溝の南部で発生したものと

推定されるところ、海溝の北部、中部、南部には、プレートの構造や地形等

に大きな違いは見られないため、津波地震は日本海溝付近のどこでも発生す

ると判断した。プレートの沈み込みにより、北部と南部だけは津波地震が発

生し、中部だけは起こらないとは考えにくく、偶然に過去４００年間に中部

では発生しなかっただけと推定するのが妥当である。中部が地震の空白域に

当たるとするのは、プレートテクトニクスに基づけば当然の結論である。海

溝型分科会においては、海溝より北部と南部の構造の違いや地形の違いにつ

いて述べられた論文は参照したが、特段取り上げての議論はしていない。長

期評価の見解は、多くの地震学者の見解を最大公約数的にまとめたものであ
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る。」（１７１頁） 

したがって、「具体的なエビデンスが示されているわけではない」との原

判決の判示は誤りである。 

（イ）比較沈み込み学の考え方等に基づいた異論について 

長期評価は、「最新の知見を用いて最善と思われる手法により」行われた

ものである（甲Ａ１４の２・１頁）。 

海溝型分科会の委員であった濱田信生気象庁気象研究所地震火山研究部

長によると、プレートの固着状況の違い、海底地形の違い、付加体の違いに

ついても、委員は認識していたが、そのことが津波地震の発生にどう結びつ

くかの検証はできておらず、検証されない限りは、長期的な観点での地震発

生の可能性等を評価する長期評価に取り入れる訳にはいかないので、議論し

てもしようがないと思った、今でも検証されていない、とのことである（甲

Ａ２２２・１８～２１頁）。 

原判決がいう異論が、プレートの固着状況の違い、海底地形の違い、付加

体の違いを指すのであれば、それらは、未検証の仮説に過ぎず、プレート間

地震の発生メカニズムを根拠とする長期評価の信頼度を否定できる代物では

ない。 

また、海溝型分科会の検討過程で問題点や異論が出されるのは当然のこと

で あり、その様な議論を経て出された結論だからこそ信頼性が認められるの

である。 

都司嘉宣意見書からもわかるように、海溝型分科会の検討過程で問題点や

異論があったものの、最終的な結論については特段の異論は出なかったので

ある（甲Ａ１４０・５７頁）。この点、佐竹健治意見書も「海溝型分科会に

おける検討過程では、結論として採用された見解についての問題点が指摘さ

れたり、異なる見解が示されたりしていた」とするも、結論については異論

を述べたとはしていない（甲Ａ１４８・２０頁）。 
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以上のとおりであるから、プレートの固着状況の違い、海底地形の違い、

付加体の違いや検討過程で問題点や異論が出されたことを根拠に長期評価の

信頼性に疑問を呈する原判決の判示は明らかな誤りである。 

なお、「比較沈み込み学に照らして考えると、東北地方太平洋沖地震・津

波が発生した領域での海のプレートの年代は１億２千万よりも古いため、Ｍ

９クラスの巨大地震が起きるほど海のプレートが新しくなく、年代に照らし

て、最大でもマグニチュード８前半クラスまでしか発生しないと考えられて

いた。」（１７８頁）との点も、２００４年１２月にプレートの年代が古い

スマトラ沖でＭ９．１の巨大地震が起きたことで改められざるを得なくなっ

たことはいうまでもない。 

（ウ）佐竹教授の回答等について 

一審被告の担当者が２００２年８月７日、佐竹教授に対して、「弊社では

土木学会の審議結果に基づいて津波の検討を実施しておりますが、推進本部

から異なる見解が示されたことから若干困惑しております。」などとするメ

ールを送ったのに対して、佐竹教授の回答メールは以下のようなものであっ

た。 

「谷岡・佐竹論文（１８９６）では、少なくとも日本海溝沿いでは１８９

６年タイプの津波地震が発生する場所と、通常のプレート間地震が発生する

場所とは異なる、と述べました。ただ、これがどこまで一般化できるかにつ

いては可能性を述べるにとどめ、今後の研究に待つ、と結論付けました。推

本の海溝型分科会では、１８９６年のほかに、１６１１（慶長津波）年、１

６７７年（房総沖）の地震を津波地震とみなし（これには私を含めて反対意

見もありましたが）、４００年に３回の津波地震が起きている、というデー

タから確率を推定しました。また、津波地震については、海溝よりの海底下

浅部で起きるという点では谷岡・佐竹を採用しましたが、海溝沿いにはどこ

でおきるかわからない、としました。これは、先の１６１１年、１６７７年
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の津波地震の波源がはっきりとしないためです。今後の津波地震の発生を考

えたとき、どちらが正しいのか、と聞かれた場合、よくわからない、という

のが正直な答えです。ただ、推本では少なくとも過去４００年間のデータを

考慮しているのに対して、谷岡・佐竹では、過去１００年間のデータのみ（と

海底地形）みを考慮した、という違いはあります。」というものである（甲

Ａ２２３・資料④）。 

佐竹教授は、海溝型分科会の検討過程では、慶長三陸地震（１６１１）、

延宝房総沖地震（１６７７）の津波地震を地震津波とみなすことについて反

対意見を述べたものの、これらについては波源がはっきりしないため、結局

「長期評価」では海溝沿いのどこで起きるかは分からないとの結論に与した

のである。 

また、佐竹教授は、「長期評価」が過去４００年のデータを考慮している

のに対し、谷岡・佐竹論文（１９９６）では過去１００年間のデータと海底

地形のみの考慮であることを認めている。 

前記(ｲ)のとおり、海底地形の違いが津波地震の発生にどう結びつくかの検

証はできていないことを考えれば、１００年間のデータに基づく谷岡・佐竹

論文（１９９６）を長期的な観点での地震発生の可能性等を評価する「長期

評価」に取り入れることができなかったことは当然のことであり、それ故、

佐竹教授も海溝沿いのどこで起きるかは分からないとの結論に与したのであ

る。 

また、土木学会津波評価部会が、２００４年５月に、津波評価部会委員及

び幹事に３１名及び外部専門家５人に対して、三陸沖から房総沖の日本海溝

寄りの津波地震活動域（ＪＴＴ１～ＪＴＴ３）で超長期（１万年オーダーの

地質学的時間）の間にＭｔ８級の津波地震が発生する可能性に関して、①「過

去に発生例があるＪＴＴ１（三陸沖海溝寄り津波地震）とＪＴＴ３（房総沖

海溝寄り津波地震）は活動的だが、発生例のないＪＴＴ２（日本海溝中部寄
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り津波地震）は活動的でない」とする見解と②「ＪＴＴ１～ＪＴＴ３は一体

の活動域で、活動域内のどこでも津波地震が発生する」という見解について

のアンケートを実施した結果は、地震学者の０．６５は②の見解であり（１

８０頁）、地震学者の３分の２が長期評価と同様の意見を持っていたことが

わかる。 

（エ）警鐘を鳴らす政策的意図について 

原判決が「警鐘を鳴らす政策的意図があったことをもうかがわせる。」も

のとして挙げる認定事実①⑹オ（エ）の記述は、「過去地震の数を減らし過

ぎると確率が小さくなり警告の意味がなくなってしまうとの指摘もあり」（１

７０頁）というものであり、このような指摘があったことを以て、海溝型分

科会、長期評価部会、地震調査委員会という段階的な審議を経た上で取りま

とめられた長期評価が「警鐘を鳴らす政策的意図があった」とするのは論理

の飛躍である。 

そもそも「長期評価」は、長期的な観点での地震発生の可能性等を評価す

るものであるから、最新の資料と知見に基づいて発生する可能性があり、そ

のことを否定できなければ評価に組み込まなければ、科学的評価とはいえな

い。 

また、規模が最も大きい明治三陸地震と同様の地震の発生する可能性を否

定できない以上、長期評価としてこれを想定するのは当然であり、このこと

を以て、科学的評価ではなく、政策的警告であるとするのは、長期評価の何

たるか、科学的評価とは何たるか、をわきまえない議論といわなければなら

ない。 

（オ）中央防災会議における日本海溝・千島海溝調査会等の津波想定について 

「平成１８年までの中央防災会議における日本海溝・千島海溝調査会や福

島県による津波想定調査においても、防災対策の検討対象とする地震として

長期評価の見解は採用されていない（認定事実①⑻イ～エ及び⑼ア参照）。」
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のは、原判決も認めるとおり、一般防災と原子力防災では求められる安全性

の程度が異なるからである。 

日本海溝・千島海溝調査会が「海溝沿いの津波地震」を検討対象から除外

したのは、地震学者の多くが反対しているにもかかわらず、事務局の「防災

対策の検討対象とする地震としては、過去に大きな地震（Ｍ７程度以上）の

発生が確認されているものを対象とし、大きな地震が発生しているが繰り返

しが確認されていないものについては、発生間隔が長いものと考え、近い将

来に発生する可能性が低いものとして対象から除外する」との方針によって

である（１８５～１８７頁）。 

原子力発電所については１万年から１０万年に１度の大津波に対しても

安全性を確保することが要求されており（甲Ａ２２５・５頁）、日本海溝・

千島海溝調査会の「繰り返しが確認されていないものについては、発生間隔

が長いものと考え、近い将来に発生する可能性が低いものとして対象から除

外する」との方針は、原子力防災に妥当しないことは明らかである。日本海

溝・千島海溝調査会の上記方針は、一般防災向けではあっても、格段に高次

元の安全性が要求される原子力防災向けでないことは明らかであるから、上

記方針によって長期評価の信頼性が損なわれることはない。 

むしろ、島崎邦彦意見書にあるとおり、「中央防災会議は、津波地震に関

する『長期評価』を受け入れず、主に明治三陸地震津波に備える体制を決定

したことが、今回の甚大な津波災害をもたらした」のである（甲Ａ１４４の

１・３２頁）。 

（カ）長期評価の信頼度について 

地震調査委員会は、２００３年３月４日に、想定地震の発生領域、規模、

発生確率のそれぞれについて、信頼度の公表をしている。それによると、三

陸沖北部から房総沖の海溝よりのプレート間地震（津波地震）については、

発生領域の評価の信頼度は「Ｃ（やや低い）」、規模の評価の信頼度はＡ（高
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い）」、発生確率の評価の信頼度は「Ｃ（やや低い）」とされた。 

発生領域の評価の信頼度は「Ｃ（やや低い）」とは、想定地震と同様な地

震が発生する地域を一つの領域とした場合に、想定地震と同様な地震が領域

内で１～３回しか発生していないものの、今後も領域内のどこかで発生する

と考えられるが、発生場所を特定できず、地震データも少ないためで、発生

領域の信頼性はやや低いことを意味する。規模の評価の信頼度がＡ（高い）」

とは、想定地震と同様な地震が３回以上発生しており、過去の地震から想定

規模を推定でき、地震データの数が比較的多く、規模の信頼性は高いことを

意味する。発生確率の評価の信頼度が「Ｃ（やや低い）」とは、想定地震と

同様な地震は２～４回と少ないが、地震回数をもとに地震の発生率から発生

確率を求めており、発生確率の値の信頼性はやや低いことを意味する（１６

８～１６９頁、乙Ａ１６０・１、３～８頁）。 

信頼度が低いとされる評価はデータが少ないからであり、検討がいい加減

であった訳ではない。この信頼度の評価についても合理的に行われており、

科学的な見地から十分に説明されたと評価できないとの原判決の判示は誤り

である。 

（５）房総沖での新たな津波地震の発見 

２０２１（令和３）年９月３日、「三陸沖北部から房総沖の日本海溝寄りの

領域において明治三陸地震と同程度の地震がどこでも発生する可能性がある」

とする長期評価の見解が正しいことを示す発見があったことが報告された。 

産業技術総合研究所などのチームが、８００～１３００年ころに房総半島沖

でＭ８．５程度とみられる未知の巨大地震が起き、千葉県・九十九里浜地域が

大津波に襲われた可能性を示す痕跡を確認したとの調査報告を、９月２日付け

の英科学雑誌ネイチャージオサイエンス（電子版）で公表した（甲Ａ１、２）。 

１６７７年の延宝房総沖地震の前にも、８００年～１３００年に、房総半島

沖でＭ８．５程度とみられる巨大地震が起き、千葉県・九十九里浜地域が大津
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波に襲われた可能性が示されたのである。 

この調査報告によって、「三陸沖北部から房総沖の日本海溝寄りの領域にお

いて明治三陸地震と同程度の地震がどこでも発生する可能性がある」とする長

期評価の見解の信頼性がさらに高まった。 

（６）小括 

以上のとおり、長期評価は、過去４００年間に発生した１６１１年の慶長三 

陸地震、１６７７年の延宝房総沖地震、１８９６年の明治三陸地震の３つを資

料として、「最新の知見を用いて最善と思われる手法により」行われたもので

あり、大半の地震学者が妥当なものとして受け入れているものである。 

そして、長期評価を策定した主体、長期評価の見解が取りまとめられ、その

公表に至った経緯、実際の検討過程等に鑑みると、長期評価で示された見解は、

単なる地震学者や民間団体の一見解などとは性質を異にする有力かつ重要な見

解（知見）であり、一審被告は、この知見を取り入れた、地震対策、津波対策

を実施することが法的義務として求められていたことは明らかである。 

 

第３ 本件における一審被告の予見義務の対象について 

１ 予見義務の内容 

原判決が判示するとおり、「過失の判断要素である予見義務は、権利・法益

侵害の発生を回避する作為又は不作為の行為義務である結果回避義務の前提と

なることから、予見の対象となるべき因果の経過は結果回避を可能とする程度

の因果の経過であれば足りる。すなわち、現実の結果発生に至る因果の経過を

逐一具体的に予見することまでは必要ではなく、ある程度抽象化された因果経

過であれば足りるというべきである。」（２０７頁） 

 

２ 本件事故の経過 

本件事故の経過及び結果回避の可能性については、原判決が判示するとおり
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である。 

「本件事故は、本件地震が発生し、これにより外部電源が途絶する中、本件

地震に伴う本件津波が福島第一原発の敷地高を超えて来襲したことによって原

子炉建屋等まで浸水させて、非常用ディーゼル発電機、金属閉鎖電源盤、パワ

ーセンターなどの原子炉を冷却するために必要不可欠な電源設備が被水してそ

の機能を喪失した結果として炉心損傷を招き、外部への大量の放射性物質の放

出、飛散に至ったことによって生じたもの」（原判決２０７頁）である。 

「しかも、福島第一原発１号機から４号機の電源設備の多くは敷地高よりも

低い地下に設置されていたところ、非常用ディーゼル発電機本体が被水・浸水

した場合にはその機能が停止するほか、非常用電源設備に電力を供給する配電

盤が被水すると非常用電源設備本体の機能が維持されてもそれを作動させるこ

とはできない仕組みとなっていた（前提事実２⑷参照）」 

したがって、「本件津波が襲来しても炉心を冷却する機能が維持されていた

ならば、すなわち、原子炉を冷却するために必要不可欠な電源設備の機能が維

持され全交流電源喪失又は直流電源喪失という事態に至らなければ本件事故に

よる法益侵害の結果を回避することができたと認められる。」（原判決２０７

頁） 

 

３ 本件における予見義務の対象 

以上から、原判決は、以下のように判示して、本件における予見義務の対象

は、「福島第一原発１号機から４号機の敷地高であるＯ．Ｐ．＋１０ｍを超え

る津波が到来すること」であると判示する。 

「そうすると、福島第一原発１号機から４号機について敷地高を超える津波

が到来することが予見可能であれば、そのような津波の到来により全交流電源

喪失に至ることが想定されるため、そのような状況を回避する措置を講ずるこ

とが可能となる。したがって、・・・本件事故による権利侵害という結果回避
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のための措置をとる義務を被告に課す前提としての予見の対象は、福島第一原

発において全交流電源喪失をもたらし得る程度の津波が発生すること、換言す

れば、福島第一原発１号機から４号機の敷地高であるＯ．Ｐ．＋１０ｍを超え

る津波が到来することと一応いうことができる。」（２０７～２０８頁）。 

このように、本件における予見義務の対象を、福島第一原発１号機から４号

機の敷地高であるＯ．Ｐ．＋１０ｍを超える津波が到来することとする点につ

いては、一審原告らにも異論はない。 

 

第４ 一審被告の予見可能性の存在 

１ 平成２０年試算による予見可能性の存在 

一審被告は、２００８（平成２０）年１月１１日、子会社の東電設計に対し、

新潟県中越沖地震を踏まえた福島第一、第二原子力発電所の津波評価委託」を

行った。「委託追加仕様書」の５、（３）の「ｂ．日本海溝寄りプレート間地

震津波に対する検討」は、地震本部の見解（長期評価）を取り入れて、福島第

一、第二の耐震バックチェックの報告書にその津波の評価結果を記載するため

の解析依頼であった（甲Ａ２４１の１・１４～５頁・指定弁護士資料１１）。 

一審被告は、同年３月１８日、東電設計から同日付け「新潟県中越沖地震を

踏まえた福島第一・第二原子力発電所の津波評価委託 第２回打合せ資料 資

料２ 福島第一発電所 日本海溝寄りの想定津波の検討」（平成２０年試算）

が提出された。 

これによると、福島第一原発の敷地南部では１５．７ｍになり、１号機から

４号機周辺が広範囲に水に浸かること、４号機では建屋が４ｍ以上も水に浸か

ること予測された（甲Ａ２３９の１・６９～７２頁・指定弁護士資料７５～７

９）。 

これは、福島第一原発１号機から４号機の敷地高であるＯ．Ｐ．＋１０ｍを

超える津波が到来することを示すものであり、この時点（２００８年３月１８
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日）で、一審被告には本件事故の予見可能性の存在することが明確になった。 

 

２ ２００２年時点における本件事故の予見可能性の存在 

前記第２、３、⑸のとおり、一審被告には、万が一にも原発事故を起こさな

いためにも、長期評価の見解を取り入れた津波対策を採るべき義務があったの

であるから、速やかに、長期評価に基づく津波が福島第一原発に及ぼす影響を

試算すべきであった。 

そして、一審被告が、東電設計に依頼して２か月余りで試算結果が得られた

ことに照らせば、遅くとも、長期評価が公表された２００２（平成１４）年７

月３１日から５か月後の同年１２月末には、平成２０年試算と同様の試算結果

が得られたことは確実である。 

この点について、原判決も、「平成１４年（２００２年）から平成２０年（２

００８年）までの間に、津波高の試算を実施する上で必要条件となるような知

見の発見や試算実施の障害となる事情が特段認められないことからすると、Ｏ．

Ｐ．＋１０ｍを超える津波という平成２０年の試算結果と同様の試算結果を、

平成１４年・・・時点において得ることが不可能であったということはできな

い。」（２０９頁）と判示している。 

 

３ ２００２年以降の一審被告の対応 

後記第６、２、⑷のとおり、２００２（平成１４）年７月３１日の長期評価

の公表後も、一審被告は、長期評価の知見を取り入れることを決断すべき機会

は多々あった。 

にもかかわらず、一審被告は、「災害が万が一にも起こらないようにする」

という原子力事業者としての責務を忘れ、企業としての利益追及のため、コス

トのかかる長期評価の知見を取り入れた地震対策、津波対策の実施を免れよう

と、様々な策謀を巡らし、十分な地震対策、津波対策を取ることなく、２０１
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１年３月１１日の大地震、大津波を迎えてしまったのである。 

 

第５ 結果回避の可能性について 

１ 全交流電源喪失又は直流電源喪失という事態に至らなければ結果を回避す

ることができたこと 

前記第３、２で述べたとおり、「本件事故は、本件地震が発生し、これによ

り外部電源が途絶する中、本件地震に伴う本件津波が福島第一原発の敷地高を

超えて来襲したことによって原子炉建屋等まで浸水させて、非常用ディーゼル

発電機、金属閉鎖電源盤、パワーセンターなどの原子炉を冷却するために必要

不可欠な電源設備が被水してその機能を喪失した結果として炉心損傷を招き、

外部への大量の放射性物質の放出、飛散に至ったことによって生じたもの」（原

判決２０７頁）である。 

したがって、「本件津波が襲来しても炉心を冷却する機能が維持されていた

ならば、すなわち、原子炉を冷却するために必要不可欠な電源設備の機能が維

持され全交流電源喪失又は直流電源喪失という事態に至らなければ本件事故に

よる法益侵害の結果を回避することができた」（原判決２０７頁）のである。 

 

２ 全交流電源喪失又は直流電源喪失を避けるための措置 

全交流電源喪失又は直流電源喪失を回避するための措置としては、概ね、以

下の４つの措置が考えられる（甲Ａ２６７・渡辺意見書１、甲Ａ２６８・渡辺

意見書２、甲Ａ２６９・渡辺証人調書（５７回）、甲Ａ２７０・渡辺証人調書

（５８回）、甲Ａ２７１・筒井哲朗意見書、甲Ａ２７２・佐藤暁意見書、甲Ａ

２７５～２７７・上津原勉検面調書）。 

   ① 防潮堤の建設 

   ② 建屋の水密化 

   ③ 各機器室の水密化 
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④ 電源設備の新設 

   上津原勉氏は、一審被告に技術系社員として入社し、２０１１（平成

２３）年７月１日に本店の原子力設備管理部長となり、一審被告が２０１２（平

成２４）年６月２０日に作成した「福島原子力事故調査報告書」を取りまとめ

た責任者であり、同氏の意見は、現場を良く知る者の意見で、極めて信頼度の

高いものである。 

上津原氏の見解は、専門家らが述べる措置のうち、②建屋の水密化、③各機

器の設置された部屋等の水密化を具体的に述べるものであり、後述の渡辺敦雄

氏もこれらを妥当なものと評している（甲Ａ２６９・１３～２１頁）。 

上津原氏の見解は、これらの措置を本件事故前に行っていれば、防潮堤が設

置されていなくても、１号機、３号機及び４号機の各原子炉建屋の爆発並びに

２号機原子炉から放射性物質の大量放出のリスクを軽減することができたとい

うもので、防潮堤の設置も行った場合のように、原子炉建屋の爆発等の発生を

未然に防ぐことができたというものではないが、これらを防げた可能性がある

ことを意味するものである。 

そして、上津原氏がいう水密化とは、水の浸水を防ぐ措置であるから、これ

が十分にできていれば、重要機器が置かれている建屋に津波の水が浸水するこ

とを防ぐことができ、そのことによって重要機器が津波の水に浸かることを防

ぐことができたし、重要機器が置かれている場所や部屋を水密化することによ

っても、重要機器が津波の水に浸かることを防ぐことができたことも意味して

いるというべきである。 

渡辺敦雄氏は、これらの措置がとられていれば、電源喪失は避けられ、メル

トダウンやメルトスルーは避けられたと明言している（甲Ａ２６９・２１～２

２頁）。 
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３ １号機から４号機について前記第３措置をとるために必要な期間と費用 

（１）上津原氏の見解 

   上津原氏は、１号機から４号機について前記２の「② 建屋の水密化」及び

「③ 各機器室の水密化」並びに「① 防潮堤の建設」の措置をとるために必

要な期間と費用について、次のように述べている（甲Ａ２８０、甲Ａ２６９・

２５～２６頁・尋問資料３８）。 

  ① 防潮壁について 

    計画設計６か月、施工１０か月、費用２７．５億円 

② 防潮板について 

計画設計１週間、施工１か月半、費用１．３億円 

  ③ 扉の水密化について 

    計画設計５か月、施工７か月、費用７０．８億円 

④ 貫通部の止水処理について 

計画設計・施工２年６か月、費用４４億円 

⑤ 防潮堤の建設について 

２年４か月、費用１１０億円 

    以上合計 ２年６か月 ２５３．６億円 

 

（２）渡辺敦雄意見書について   

渡辺敦雄氏は、東芝の社員として福島第一原発３号機及び５号機はじめ原発

の基本設計に携わった技術者である。渡辺敦雄氏は、浜岡原子力発電所等他の

原発で取られた措置等を参考に、渡辺意見書１（甲Ａ２６７）において、次の

ように述べている。 

ア 建屋内への浸水防止対策 

（ア）タービン建屋大物（機器）搬入口等への「構造強化および水密化」対策 

① タービン建屋大物（機器）搬入口等への「構造強化および水密化」対策
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については、強度強化扉と水密扉の二重扉を設置する対策が適切であり、

その規格は、「浜岡原子力発電所４号炉 新規制基準適合性に係る申請の

概要について」（２６年２月２７日）から以下のとおり推定。 

強度強化扉の規格 

高さ×幅×厚さ＝７ｍ×７ｍ×１ｍ／重さ＝４０ｔ 

水密扉の規格 

高さ×幅×厚さ＝６ｍ×６ｍ×０．８ｍ／重さ＝２３ｔ 

② 工期～各号機についての強度強化扉及び水密扉設置 

  設計＋製作＋取付工事と試運転＝１年＋１年＋１年＝３年 

（イ）その他の換気空調系ルーバなどの外壁開口部の水密化対策 

①  その他の換気空調系ルーバなどの外壁開口部の水密化対策としては、自

動ルーバ閉止装置などの水密化対策が適切。 

②  工期～各号機についての自動ルーバ閉止装置の設置 

    設計＋製作＋取付工事と試運転＝１年＋０.５年＋０.５年＝２年 

（ウ）建屋貫通部からの浸水防止（シール性向上）対策の追加 

①  配管の建屋外壁の貫通部の隙間からの浸水を防止する対策 

    被水防護カバーの設置工事が適切。 

② 工期～各号機についての上記防水工事 

     設計＋製作＋取付工事と試運転＝１年＋０.５年＋０.５年＝２年 

イ  建屋内の重要機器室の浸水防止対策 

（ア）タービン建屋内に浸水が発生する場合に備えて、非常用電源設備及びそ

の付属設備等の重要機器が設置されている機器室への溢水経路を分析して、

水密化対策が必要。 

（イ）工期～各号機についての上記浸水防止対策工事 

     設計＋製作＋取付工事と試運転＝１年＋０.５年＋０.５年＝２年 

（３）筒井哲朗意見書（甲Ａ２７１）について 
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  筒井哲朗意見書は、石油化学プラント技術者の筒井哲朗氏がエネルギープラ

ントの技術者である川井康郎氏及び原子力プラントの技術者である後藤政志

氏の協力を得て作成した意見書である。 

同意見書では、建屋の水密化の工程期間について最長２年１０月とする（１

１頁）。これは、柏崎刈羽原発においては、本件事故後から２０１３（平成２

５）度上記までに水密扉化を完成させていること、島根原発においては、水密

扉の設置を本件事故後から２０１２（平成２４）年５月までに完成させている

ことを踏まえたもので、妥当な期間である。 

 

４ 佐藤暁意見書（甲Ａ２７２）について 

佐藤暁氏はゼネラル・エレクトリックの原子力事業部の日本法人の元社員で原

子力発電所の検査、修理、改造等の経験を有する技術者である。 

佐藤氏は、２０１８年７月に作成した意見書において、津波対策に要する期間

について次のように述べている（３３頁）。ただし、これは工期のみである。 

水密化（安全停止系のみ）－０.５年 

水密化（建屋全体）－１年 

  

５ 小括      

上津原氏の見解によると、全交流電源喪失による本件事故を防ぐための措置の

うち、建屋の水密化及び機器室の水密化のための対策工事の期間については、計

画設計から施工完了までで２年６か月である。 

渡辺意見書１では３年、筒井哲朗意見書では最長で２年１０月、佐藤暁意見書

では工期のみであるが１年とされており、計画設計から施工完了までで３年あれ

ば十分に完了することができることは間違いないことである。 

しかも、渡辺敦雄氏によると、人間を沢山投入すれば、期間を短くすることは

できる（甲Ａ２６９・２６頁）とのことであるから、より人数を投入することに
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よって、上津原氏の見解のように、計画設計から施工完了まで２年６か月で完了

することも十分できたと考えられる。 

したがって、前述のとおり、長期評価が公表された２００２（平成１４）年７

月３１日から５か月後の同年末には、Ｏ．Ｐ．＋１０ｍを超える津波という平成

２０年試算と同様の結果を得られたことは明らかである。 

そして、２００３（平成１５）年１月から、建屋の水密化及び機器室の水密化

のための対策工事の計画設計を行っていれば、本件事故があった２０１１（平成

２３）年３月までは８年以上もあったのだから、これらの措置を完了することが

でき、全交流電源喪失による本件事故を防ぐことができたことは明らかである。 

 

６ いわゆるドライサイト原則論について 

（１）原判決の判示    

   一審被告は、「本件事故以前においては、敷地への浸水自体が確実に避ける

べき非常事態であると認識されていたことから、仮に津波の想定として、敷地

への遡上が想定されるということであれば、防潮堤等の配置等によって対応す

ることとなるのであり、敷地への浸水があり得ることを前提とした対策を講ず

ることが津波への確実かつ有効な対策として認識されていなかった。このため、

原告らが主張するような福島第一原発への浸水があり得ることを前提とする

各種の対策については、本件事故以前において、現実かつ有効な対策としては

全く認識されていなかったものであり、かかる措置を構ずる結果回避義務が生

じていたとはいえない。」旨主張し（原判決４８頁）、原判決も、一審被告の

主張を容れ、「本件事故前の知見に照らせば、原子力発電所の津波対策として

は、原力発電所の敷地に津波が浸入しないようにすることが重要とされ、敷地

に津波が浸入することを想定した上で当該津波から原子力発電所の重要施設

を防護するための措置をとることは津波対策の選択肢として考えられなかっ

た。」とし、「直ちに結果回避義務違反が否定されるかどうかはともかく、一
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義的な結果回避義務を課す（著しい結果回避義務違反があったと認める）こと

は難しい面もあり、少なくとも被告の悪質性等を基礎付けることはできない。」

と結んでいる（２３３～２３４頁）。 

（２）原判決が誤りであること 

   渡辺敦雄氏作成の２０１９年３月１４日付け意見書（以下「渡辺意見書２」

という。甲Ａ２６８）によると、中部電力の浜岡原子力発電所においては、①

津波に対する対策（原子炉建屋への防水扉の設置）は、建設当初より実施して

いる、②原炉機器冷却水海水ポンプの防水対策についても、建設当初よりして

いるとのことであり（８頁）、東海第二原子力発電所においては、本件事故前

から海水冷却系配管を地上化していたというのであるから（甲Ａ１２）、「被

告以外の原子力発電所を運営する事業者や原子力工学の専門家において、本件

事故前にそのような措置をとることを検討したり、提言したりしていたことは

うかがえないこととも符合する。」との原判決の判示（２３４頁）は誤りであ

る。 

また、控訴理由書で述べたとおり、一審被告においても、２００６（平成１

８）年２月１５日の電力会社の担当者が集まって開いた想定外津波についての

会議に向けて、同日付け「想定外津波に対する機器影響評価の計画について

（案）」をまとめた。この中で、設計の想定を超えた津波が来襲した場合の「影

響緩和の為の対策（例）」として、①進入経路の防水化、②海水ポンプの水密

化、③電源の空冷化、④さらなる外部電源の確保等を挙げていた（甲Ａ２３１

の１・１１～１２頁・資料５、控訴理由書４５頁）。 

さらに、同年５月１１日、第３回溢水勉強会において、一審被告の担当者か

ら、福島第一原発５号機について、Ｏ．Ｐ．＋１０ｍの津波の場合、①ＲＨＲ

ポンプ（残留熱除去系）は機能喪失、②ＲＣＩＣ（原子炉隔離時冷却系）は機

能維持、③炉心スプレイポンフは機能喪失、④非常用Ｄ／Ｇ（ディーゼル発電

機）は機能喪失、Ｏ．Ｐ．＋１４ｍの津波の場合、大物搬入口、非常用ディー
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ゼル発電機の吸気口、サービス建屋の入り口等の開口部から各建屋内に海水が

浸入し、建屋地下を満水にし、建屋１階の高さ１メートルまで海水が充満する

ため、上記①～④の全ての機器が機能を喪失することが報告された（甲Ａ２３

１の１・１６～２３頁・資料９、甲Ａ２３５・８～１０頁・資料３）。この報

告を聞いた JNES の担当者が「敷地を超える津波が来たら結局どうなるの」と質

問すると、一審被告の担当者が「炉心溶融です。」と答えた。JNES の担当者は、

「敷地を超える津波については、アシクデント・マネジメント対策として、機

器が水没しないようにしていかないといけないね。」「津波の場合、その水位

だけでなく、波力による損傷についても検討していく必要があるのではないか」

と指摘している（甲Ａ２３５・９～１０頁、控訴理由書４５～４６頁）。 

加えて、渡辺意見書２によると、一審被告自身が、２００６（平成１８）年

から２０１７（平成１９）年当時、敷地の地盤高を超えて浸水するおそれのあ

る場合、防波堤や防潮堤に限らず、防水扉など敷地が浸水することを前提とし

た対策の必要性を認識していたことのことである（８～９頁）。 

以上のとおりであるから、「本件事故前の知見に照らせば、原子力発電所の

津波対策としては、原力発電所の敷地に津波が浸入しないようにすることが重

要とされ、敷地に津波が浸入することを想定した上で当該津波から原子力発電

所の重要施設を防護するための措置をとることは津波対策の選択肢として考え

られなかった。」との原判決の判示は誤りである。 

 

７ 最高裁判所令和４年６月１７日第二小法廷判決について 

（１）２０２２年６月１７日最高裁判決の要旨 

最高裁判所第二小法廷は、本件事故による損害を受けた住民らが、国家賠償

法１条１項に基づき、国に対して損害賠償を求めた事案において、２０２２（令

和４）年６月１７日、「仮に、経済産業大臣が、本件長期評価を前提に、電気

事業法４０条に基づく規制権限を行使して、津波による本件発電所の事故を防
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ぐための適切な措置を講ずることを東京電力に義務付け、東京電力がその義務

を履行していたとしても、本件津波の到来に伴って大量の海水が本件敷地に浸

入することは避けられなかった可能性が高く、その大量の海水が主要建屋の中

に浸入し、本件非常用電気設備が浸水によりその機能を失うなどして本件各原

子炉施設が電源喪失の事態に陥り、本件事故と同様の結果が発生するに至って

いた可能性が相当にあるといわざるを得ない。」として、国の責任を否定した

（以下「２０２２年６月１７日最高裁判決」という。甲Ａ３６１）。 

これは、長期評価の見解に信頼性認めた上で、国がそれに基づく津波対策を

一審被告に義務付けていたとしても、結果の回避ができなかった可能性がある

として、結果回避の可能性を否定したものである。 

（２）２０２２年６月１７日最高裁判決は本件には拘束力ないこと 

   ２０２２年６月１７日最高裁判決は、国の責任について、仙台高裁、高松高

裁及び東京高裁（２つの判決）でなされた４判決のうち、東京高裁の１つの判

決を含む３判決が国の責任を認め、東京高裁の１つの判決が国の責任を否定し

たことで、高裁の判決が分かれたことから、判断を統一するために、民事訴訟

法３１８条１項による上告受理申立てを受けてなされたものである。 

   ２０２２年６月１７日最高裁判決は、本件とは別個の訴訟についての判断で、

本件については既判力が及ばないことは勿論のこと、国家賠償法１条１項に基

づく国の責任について判断したものであるから、本件のように一審被告の民法

７０９条及び原子力損害の賠償に関する法律３条１項に基づく責任を問う本

件に対して、拘束力を持つものではない。 

   ２０２２年６月１７日最高裁判決の多数意見は、①「本件事故以前の我が国

における原子力施設の津波対策は、津波により安全施設等が設置された原子力

施設の敷地が浸水することが想定される場合、防潮堤等を設置することにより、

上記敷地への海水の浸入を防止することを基本とするものであった」こと（ド

ライサイト原則論）を前提に、②「経済産業大臣が、本件長期評価を前提に、
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電気事業法４０条に基づく規制権限を行使して、津波による本件発電所の事故

を防ぐための適切な措置を講ずることを東京電力に義務付けていた場合には、

本件長期評価に基づいて想定される最大の津波が本件発電所に到来しても本

件敷地への海水の浸入を防ぐことができるように設計された防潮堤等を設置

するという措置が講じられた蓋然性が高い」、そして、その場合の防潮堤は、

③「本件試算津波と同じ規模の津波による本件敷地の浸水を防ぐことができる

ように設計された防潮堤等（「本件敷地の南東側からの海水の浸入を防ぐこと

に主眼を置いたもの」）を設置するという措置が講じられた蓋然性が高」いと

ころ、④「現実的には、本件津波の到来に伴い、本件敷地の南東側のみならず

東側からも大量の海水が本件敷地に浸入している。」ので、⑤「東京電力がそ

の義務を履行していたとしても、本件津波の到来に伴って大量の海水が本件敷

地に浸入することは避けられなかった可能性が高」い、というものである。 

   しかし、防潮堤等の設置には、長い年月と多額の費用がかかることは明らか

であるところ、万が一にも原子力災害を起こさないためには、防潮堤等が完成

するまでの間の安全対策を放置していいはずはないが、多数意見がそれに触れ

ることはない。 

   したがって、防潮堤等が完成するまでの間の安全対策については、２０２２

年６月１７日最高裁判決に拘束力がないことは明らかである。 

   それ故、２０２２年６月１７日最高裁判決後の同年７月１３日に、東京地裁

が下した判決では、防潮堤等が完成するまでの間の安全確保のための措置を指

示すべきであり、その措置としては建屋及び重要機器室の水密化が考えられ、

それを実施していれば、全交流電源の喪失は避けられ、本件事故には至らなか

ったとして、４取締役に対して、早計１３兆円にも及ぶ損害賠償を命じたので

ある（甲Ａ３６２）。 

（３）三浦裁判官の反対意見 

２０２２年６月１７日最高裁判決には三浦守裁判官の極めて説得的な反対意
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見（以下「三浦反対意見」という。）が付されていた。以下に主要な論点につ

いての意見を掲載しておく。 

ア 本件敷地の南東側からだけでなく、東側からも津波が遡上する可能性を想

定した措置を採るべきことについて 

多数意見は、防潮堤の設置について、前記⑵、②のとおり、「本件試算津波

と同じ規模の津波による本件敷地の浸水を防ぐことができるように設計された

防潮堤等（「本件敷地の南東側からの海水の浸入を防ぐことに主眼を置いたも

の」）を設置するという措置が講じられた蓋然性が高」い、と判示するが、三

浦反対意見は、本件敷地の南東側からだけでなく、東側からも津波が遡上する

可能性を想定した措置を採るべきであったとして、次のように判示する。 

「本件試算における断層モデルのパラメータは、明治三陸地震の断層モデル

を前提にしているが、それは一つのモデルにとどまり、実際に発生する津波地

震における断層の数値がこれらに必ず一致するものでもない。パラメータスタ

ディによりその不確定性が一定程度緩和されるにしても評価対象地点の各数値

が科学的に正確なものと確認することは、原理的に不可能といってよい。地震

及び津波が諸条件によって複雑に変化し、予測が困難な自然現象であって、こ

れらに関する研究や予測の技術も発展過程にあることを考え併せれば、本件長

期評価に基づく津波の想定においては、本件試算の各数値を絶対のものとみる

べきではなく、これを基本として相応の数値の幅を持つものと考えるのが相当

である。 

また、津波による遡上波が本件敷地に到達すれば、主要建屋の１階又は地下

１階に設置された本件非常用電源設備が浸水して機能を停止し、原子炉の冷却

機能が失われて、深刻な事態が生ずることは明らかであるから、安全上の余裕

を考慮した想定が必要である。 

そうすると、本件試算において、上記防波堤の湾内において、海抜１０ｍ前

後の津波が迫り、その一部が本件敷地に遡上する可能性がうかがわれること等
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に鑑みれば、本件技術基準の適用にあたり、本件敷地の南東側からだけでなく、

東側からも津波が遡上する可能性を想定することは、むしろ当然というべきで

ある。 

したがって、本件長期評価を前提に、経済産業大臣が技術基準適合命令を発

した場合、東京電力としては速やかに、本件敷地の東側からも津波が遡上しな

いよう、適切な防波堤等を設置する措置を講じ、想定される遡上波が本件敷地

に到達することを防止する必要があったものであり、その実施を妨げる事情も

うかがわれず、それが実施された蓋然性が高いということができる。」（４２

頁） 

これは、多数意見に比して、遥かに事案に則した理に適った判示である。 

イ 防潮堤等が完成するまでの間の措置が必要であったことについて 

多数意見は、防潮堤等が完成するまでの間の津波対策については具体的な判

示がなく、重要な点についての判断の欠落がある。 

これに対しては、三浦反対意見は、次のように判示して多数意見を厳しく批

判している。これまた、多数意見に比して、遥かに事案に則した理に適った判

示である。 

「そうすると、それが完成するまでの間、原子炉施設等が津波により損傷を

受けるおそれがあり、本件技術基準に適合しない状態がなお継続することにな

る。本件敷地が浸水することを前提としない設計の下に原子炉が稼働している

状況にあって、津波により本件敷地が５ｍ以上も浸水するおそれがあることは、

決して抽象的な危険ではなく、具体的かつ深刻な危機といってよい。この場合、

重大な災害の発生及び拡大を防止するためには、原子炉の一時停止を含め、様々

な措置が検討されなければならないが、特に、炉心又は使用済み核燃料プール

の冷却を継続する機能を維持するためには、本件非常用電源設備の機能の維持

が不可欠であり、それが浸水に対し極めて脆弱であることもまた明らかである。

防波堤等の設置が完了するまでの間、このような危険を放置することは、万が
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一にも深刻な災害が起こらないようにするという法令の趣旨に反するというべ

きである。」（４３頁） 

ウ 水密化等の措置を講ずる必要があり、十分早期に完了し得たこと 

   多数意見は、国のドライサイト原則論を鵜呑みにして、津波対策として防潮

堤等の設置のみを検討し、前記イのとおり、それが設置されるまでの間の津波

対策に触れることがないため、水密化等の措置について検討していない。 

これに対し、三浦反対意見は、前記イのとおり、防潮堤等が完成するまでの

間の津波対策が必要であったことを前提に、次のように判示して、水密化等の

措置を講ずる必要があり、これは十分早期に完了し得たとする。これまた、多

数意見に比して、遥かに事案に則した理に適った判示である。 

   「また、非常用電源設備は、原子炉施設の安全性を確保するため特に重要な

ものとして、平成２年安全設計審査指針の指針９第２項においても、平成１７

年改正前省令８条の２に係る技術基準においても、多重性等を備えた設計であ

ることが求められており、想定されるすべての環境条件においてその機能が発

揮できるようにしなければならないものであった（平成１７年改正後省令８条

の２第２項参照）。津波による浸水が現に想定される場合において、本件非常

用電源設備の機能を維持するために必要な措置が講じられていないことは、こ

の点でも、技術基準に適合しないとみることもでき、速やかに適切な措置を講

ずる必要があった。 

この場合、非常用電源設備は、主要建屋の１階又は地下１階に設置されてい

たのであるから、津波に対し、その機能を維持するためには、これらが存在す

る区画を特定した上で、当該区画及びその建屋について、津波による浸水範囲

及び浸水量を想定して、浸水を防止する水密化等の措置を講ずる必要があった

ということができる。 

その当時、国内及び国外の原子炉において、一定の水密化等の措置が講じら

れた実績があったことがうかがわれ、扉、開口部及び貫通口等について浸水を
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防止する技術的な知見が存在していたと考えられる。こうした知見を踏まえ、

具体的な断層モデルの設定に応じて、波高や波力等に影響する様々な条件を考

慮するとともに、不確実性については安全上の余裕を考慮しつつ、必要かつ適

切な設備の性能等を検討することにより、水密化等の措置を講ずることは十分

可能であったと考えられる。また、こうした設備工事が、前記のような防潮堤

等の設置という土木工事と比較して、十分早期に完了し得たことは容易に推認

される。」（４３～４４頁） 

エ ドライサイト原則論が妥当でないことについて 

    多数意見は、国のドライサイト原則論を鵜呑みにしているが、これに対し

て、三浦反対意見は、以下のとおり判示して、厳しい批判をしている。この反

対意見も、証拠に基づいた理に適った意見であり、多数意見よりも遥かに説得

的である。 

   「多数意見は、本件事故以前の津波対策について、津波により上記敷地の浸

水が想定される場合、防潮堤等を設置することにより上記敷地への海水の浸入

を防止することを基本とするものであったことを強調するが、そのことを定め

た法令はもとより、そのような指針が存在したわけではなく、また、本件長期

評価の公表以前に、防潮堤等の設置により上記敷地の浸水を防止することを前

提として、原子炉の設置許可等がされた実績があったこともうかがわれない。

それまでは、想定される遡上波が到達しない十分高い場所に上記原子炉が設置

されることにより安全性が確保されているとして、津波による浸水が想定され

る場合の対策については、十分な検討がされていなかったというべきであろ

う。」（４４～４５頁） 

オ 多重防護の見地から水密化等の措置が必要であったことについて 

   多数意見には、多重防護の見地からの判示が全くないのに対し、三浦反対意

見は、以下のとおり判示して、多重防護の見地から水密化等の措置が必要であ

ったとする。 
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   「このような事情の下で示された浸水の危険性は、いかにまれとはいえ、数

多くの人の生命、身体等に重大な危害を及ぼすという現実の問題であり、取返

しのつかない深刻な災害を確実に防止するという法令の趣旨に照らすと、津波

による浸水を前提としない設計をそのまま維持することは、もはやその合理性

を認め難いものであった。本件技術基準に従って講ずべき措置としては、単に、

想定される津波を前提とした防潮堤等の措置で足りるということはできず、極

めてまれな可能性であっても、本件敷地が津波により浸水する危険にも備えた

多重的な防護について検討すべき状況にあったというべきである。そして、本

件非常用電源設備は、主要建屋の１階又は地下１階に設置されており、本件敷

地を浸水させる津波の襲来という単一の要因によって、その機能を全て喪失す

る危険性が高いことは明らかであり、その多重的な防護の必要性が特に高いも

のであった。 

これらの事情を総合すると、本件技術基準の適用に関し、上記水密化等の措

置は、防潮堤等の設置が完了するまでの間において、本件非常用電源設備の機

能を維持するために必要かつ適切な措置であるとともに、その後も、本件非常

用電源設備の多重的な防護を図るものとして必要かつ適切な措置であったとい

うことができる。」（４６～４７頁） 

原発の津波対策の脆弱性、そして過酷事故が起きた場合の甚大損害に鑑みれ

ば、多重防護の見地からの判示は不可欠であり、この点からも、三浦反対意見

は多数意見よりも、遥かに説得的である。 

カ 多数意見は法令の解釈適用を踏まえた合理的な認識等についての考慮を

欠いていることについて 

  三浦反対意見は、以下のとおり判示して、多数意見は法令の解釈適用を踏ま

えた合理的な認識等についての考慮を欠いていると、厳しく批判している。 

  「多数意見は、このような状況における認識や知見に基づき、上記法令の趣

旨や解釈に何ら触れないまま、上記水密化等の措置の必要性や蓋然性を否定し
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ている。これは長年にわたり重大な危険を看過してきた安全性評価の下で、関

係者による適切な検討もなされなかった考え方をそのまま前提とするもので

あり、上記法令の解釈適用を踏まえた合理的な認識等についての考慮を欠くも

のといわざるを得ない。上記のような不作為や懈怠に伴う不十分な認識等は、

本件技術基準が求める適切な措置の必要性等を否定する根拠となるべきもの

ではない。」（４８～４９頁） 

（４）多数意見の判断は改められるべきこと 

以上のとおり、２０２２年６月１７日最高裁判決の多数意見は、防潮堤が

完成するまでの間における津波に対する安全性の確保について、何ら考慮し

ていないだけでなく、①国が主張するドライサイト原則論を鵜呑みにしてい

ることや、②防潮堤を建設するとしても本件試算津波と同じ規模の津波によ

る本件敷地の浸水を防ぐことができるように設計されたものでしかないとし

ていること（他の試算や十分な余裕度は不要としていること）等重要な点で、

不合理な推論を重ねており、三浦反対意見に耐えられるものとなっていない。 

   多数意見は、前記⑶、カで三浦反対意見が批判するとおり、法令や証拠を十

分検討することもなく、かつ不合理な推論を重ねたもので、早晩改められなけ

ればならない。 

 

８ 東電原発事故株主代表訴訟判決 

（１）東電代表訴訟判決の主文 

東京地方裁判所は、２０２２（令和４）年７月１３日、一審被告の株主が福

島第一原発事故により、①廃炉・汚染水対策費用、②被災者に対する損害賠償

費用及び③除染・中間貯蔵対策費を負担することになったのは、取締役の任務

懈怠によるものだとして、５被告に対して、一審被告にその賠償をするよう求

めた訴訟において、うち４被告に対して、１３兆３２１０億円にも及ぶ額を連

帯して支払うことを命じた（以下「東電代表訴訟判決」という。甲Ａ３６２）。 
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（２）津波による過酷事故を防ぐための取締役の責任 

東電代表訴訟判決は、津波による過酷事故を防ぐための取締役の責任につい

て、次のように判示する。これは、法令の趣旨から導き出される当然の判断で

ある。 

「原子力発電所において炉心損傷ないし炉心溶融に至り、これにより周辺環

境に対する放射性物質の大量放出という過酷事故が生じた場合には、原賠法に

より原子力損害に係る無過失の賠償責任を負う原子力事業者は、莫大な賠償責

任等を負い、その存続の危機に陥ることになるから、原子力事業を営む会社の

取締役は、最新の科学的、専門技術的知見に基づいて想定される津波（予見可

能性のある津波）より過酷事故が発生するおそれがある場合には、会社にその

ような賠償責任等を負わせないよう、当該想定される津波による過酷事故を防

止するために必要な措置を講ずるよう指示等をすべき会社に対する善管注意義

務を負う。」（８６頁） 

（３）長期評価の見解は、これに基づく津波対策を講ずることを義務付けられる

べき相応の科学的信頼性を有する知見であること 

東電代表訴訟判決は、長期評価の見解の信頼性について次のように判示して、

これに基づく津波対策を講ずることを義務付けられるべき相応の科学的信頼性

を有する知見であるしている。 

「以上によれば、長期評価の見解は、原子力発電所を設置、運転する会社の

取締役において、これに基づく津波対策を講ずることを義務付けられるべき相

応の科学的信頼性を有する知見であったと認めるのが相当である。」（３０２

頁） 

（４）ドライサイトコンセプトを前提にしても、防潮堤等の対策が取られるまで

の間の津波対策が必要であることについて 

東電代表訴訟判決は、次のように判示して、ドライサイトコンセプトを前提

にしても、防潮堤等の対策が取られるまでの間の津波対策が必要であるとして
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いる。 

「そのため、ドライサイトコンセプトに基づく防波堤や防潮堤等の対策工に

着手するまでに約３年間という相当の長期間を要することになったのであるか

ら、その間、明治三陸試算結果の津波と同様の津波が来襲した場合であっても

１号機～４号機において全交流電源喪失（ＳＢＯ）及び主要な直流電源喪失と

いった過酷事故に至るような事態が生じないための最低限のいわば弥縫策とし

ての津波対策を速やかに実施するよう指示等をすべき取締役としての善管注意

義務があったのに、これを怠ったこと（本件不作為）について、東京電力の取

締役としての任務懈怠があったものと認めるのが相当である。」（３３５頁） 

（５） 主要建屋や重要機器室の水密化は容易に着想し実施得たこと  

東電代表訴訟判決は、次のように判示して、東電の担当部署において主要建

屋や重要機器室の水密化、具体的には開口部の防水扉等の水密化及び貫通部の

水密化といった措置は、容易に着想し実施得たとしている。 

「これらの各事実に照らせば、東京電力の担当にとって、１０ｍ盤を超える

高さの津波が来襲することを前提とした場合に速やかに実施可能な津波対策と

して、主要建屋や重要機器室の水密化は、容易に着想し実施得た措置であった

ということができる。 

そして、主要建屋や重要機器室の水密化として、具体的に、どのような措置

がなされたと考えられるかについては、上記⑵の各事実に照らせば、東京電力

の担当部署において、１０ｍ盤に遡上する津波の対策として、開口部の防水扉

等による水密化や貫通部の水密化といった措置が検討・実施された可能性が高

かったものということができる。」（３８３頁） 

（６）水密化によって重大事態に至ることを避けられた可能性は十分あったこと 

東電代表訴訟判決は、次のように判示して、水密化によって重大事態に至る

ことを避けられた可能性は十分あったとしている。 

「建屋の水密化措置自体でも、本件津波の浸水を防ぐのに十分な措置であっ
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たといえる上、仮に建屋に浸水したとしても、さらに重要機器室の水密化によ

って浸水を阻むという多層的な津波対策となっていたことからすれば、津波が

防潮板又は防潮壁を越流する事態や漂流物の衝突等の事態を想定しても、本件

津波により電源設備が浸水することを防ぐことができた可能性が十分になった

と考えられる。 

仮に、想定外の津波の挙動や漂流物等による建屋等の損壊等により、一部の

電源設備が浸水するような事態が生じ得たとしても、１号機～４号機の各号機

間においては、電源融通による交流電源供給も可能であったから（前提事実（第

２省・第５節・第２・４・⑴・ア、イ））、立てもの一部に浸水が生じた場合

を想定した運用面での一定の措置が行われていたであろうことも考慮すれば、

これによる相応の対処により、重大事態に至ることを避けられた可能性は十分

にあったというべきである（実際、本件津波の際も、同様の仕組みとなってい

た６号機から５号機に対する電源融通により、５号機が炉心損傷等に至ること

を防止できた（甲２８の２・本編８５頁）。）」（３９４頁） 

（７）水密化措置の計画・設計及び完了までに要する期間について 

東電代表訴訟判決は、次のように判示して、水密化措置の計画・設計及び完

了までに要する期間合計２年程度であるとする。 

「以上によれば、本件水密化措置について、その計画、設計から工事の完了

までに要する期間は、上記ア～オまでの対策が並行して行われたとして、合計

２年程度（防潮壁及び防潮板の工事に必要な手続の期間約２か月（上記⑴はこ

れに含まれることになる。）と認めるのが相当である。なお、本件水密化措置

の完了がこれより若干遅れた場合であっても、明治三陸試計算結果と同様の津

波の遡上により建屋等の一部に浸水が生じた場合を想定した運用面での一定の

措置が行われていたであろうことも考慮すれば、本件事故発生の回避可能性が

否定されるものではない。）（３９９頁） 

また、「本件事故後における津波対策に要した期間を、本件事故前に要した
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であろう期間の算定の参考にできない」との被告らの主張については、以下の

ように判示してこれを一蹴している。 

「本件では、取締役であった被告らから、福島第一原発１号機～４号機にお

いては、１０ｍ盤かウェットサイトに陥っており、想定される津波に対して無

防備であって、過酷事故が発生することを理由に、速やかに津波対策を講ずる

よう指示等がなされた場合の工事期間が問われているところ、そのような場合、

東京電力の担当部署としては、最短の期間で対策を講ずるはずであり、それは、

本件事故前であろうが、本件事故後であろうが変わりないというべきである。」

（４０２頁） 

 

９ 小括 

以上のとおりであるから、一審被告は、２００２年７月３１日の長期評価の

公表後、遅くとも同年末までには、Ｏ．Ｐ．＋１０ｍを超える津波という平成

２０年試算結果を得ることができたことが明らかであり、「原子力災害が万が

一にも起こらないようにする」という原子力事業者としての責務から、平成２

０年試算結果に基づく結果を回避するための措置を講じる義務が発生した。 

結果回避の方法としては、防潮堤の設置に限らず、建屋の水密化や重要機器

が置かれている部屋・場所の水密化などがあり、本件事故までにこれらの対策

をとることは十分可能であり、これらの方法をとることによって本件事故を避

けることができたのである。 

 

第６ 一審被告には慰謝料増額事由があること 

１ 「軽微とはいえない程度の過失」「事故態様の悪質性」「加害者の不誠実な

態度」は慰謝料増額事由であること 

原判決は、「相当程度の悪質性、故意やこれと同視できるような重大な過失、

あるいは被告に著しい過失があったことを要するというべきである。すなわち、
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少なくとも過失（注意義務違反）があることを前提とした上で、例えば、注意義

務違反の態様等（義務違反の継続期間やその間の被告の対応など）も考慮すべき

である。」と判示する（１５１頁）。しかし、被害者の精神的苦痛を強めると考

えられる事由があれば、慰謝料の増額を否定する理由はないのであるから（２０

０５年版損害賠償額算定基準下巻５１頁）、加害者に「軽微とはいえない程度の

過失」があった場合にも慰謝料の増額は認められるべきである（御庁平成２９年

（ネ）第３７３号、令和２年（ネ）第５６号・６２号事件判決１５２頁）。 

「事故態様の悪質さ」は被害者の精神的損害を高めるので、「事故態様の悪質

さ」についても増額事由とするべきである（前掲書５２頁）。 

同様に、「加害者の不誠実な態度」も慰謝料増額事由とすべきである（前掲書

４７～５３頁及び２０２１年版損害賠償額算定基準上巻２２３頁）。 

 

２ 一審被告の悪質性について 

（１）本件事故の反省もなければ教訓も得ていないこと 

   ベント配管は、空だき状態になった原子炉を囲む格納容器の圧力を下げるた

め放射性物質を含む蒸気や水素ガスを外に排出する「ベント」に使用するもの

である。この配管が排気塔の根本で途切れ、水素が排気塔内に出る構造になっ

ており、高濃度の水素が空気と混ざり、水素爆発を招くおそれがあった。その

結果、排気塔が壊れれば事故はさらに深刻になっていた（甲Ａ２２６）。 

  劣化が進む建屋の耐震性を調べるために、２０２０年３月に３号機の１階と

５階に新たに設置した地震計が、同年７月には１階の１基が雨で水没して故障

し、１０月には５階の１基も通信異常を起こして使用できなくなっていたにも

関わらず、修理、交換がなされないままだった（甲Ａ２２７）。 

柏崎刈羽原発で、２０２０年３月以降、複数の検査設備が故障し、代替措置

も不十分な状態が、複数の場所で３０日以上続き、９月には社員による他人の

ＩＤを使った中央制御室への不正侵入も発生。また、点検など日常的な対策に
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も問題があったことが判明。更田原子力委員会委員長は「東電には柏崎刈羽で

燃料を異動させる資格はない。」とまで発言した（甲Ａ２２８）。 

原子力規制委員会は、同年４月１４日、安全が確認されるまで核燃料を動か

すことを禁止する是正措置命令を出した（甲Ａ２２９）。 

この是正命令について、５月９日付朝日新聞は「規制委が問題と考えている

のは、東電の姿勢だ。不正侵入が防げないということは、危険な核物質を安全

に管理できていないということである（甲Ａ２３０）。 

これらのことから、一審被告には、本件事故の反省もなければ、本件事故か

らの教訓を得ることもなかったことは明らかである。そして、未曾有の大事故

後にしてこの有り様であるから、本件事故前は言わずもがなである。    

（２）福島第一原発の津波安全度は最低で対策が求められていたこと 

   福島第一原発は１９６６年に設置許可がなされた。当時はプレートテクトニ

クス等地震や津波についての科学的知見は不十分であったにもかかわらず、余

裕度を十分取ることなく建設されたため、福島第一原発の津波に対する安全性

は当初から脆弱であった。 

   その後の地震や津波についての科学的知見が蓄積されていく中で、「災害が

万が一にも起こらないようにする」ため、これら新知見を積極的に取り入れた

地震対策、津波対策が求められていたが、実施されなかった。そのため、福島

第一原発は余裕がほぼゼロであった（甲Ａ２３１－２・１３～１４頁・資料２）。  

（３）市民からの要求とその対応 

   このような一審被告の津波対策を危惧した御庁平成３０年（ネ）第１６４号

事件の一審原告の早川篤雄が代表を務める「原発の安全性を求める福島県連絡

会」は、２００５年２月２日には、福島第一原発にチリ津波級の津波が到来し

た場合に機器冷却用海水設備が機能しなくなり、事故が起きるのではないかと

考え、被告に対し、取水確保工事などの対策を採るよう申し入れた外、複数回

にわたり、安全対策の申し入れをしたが、一審被告は真摯にこの申し入れを受
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け入れることはなかった（甲Ａ２３２・１４～１６頁、甲Ａ２３３・７～１１

頁）。 

（４）長期評価の取り入れを免れるための一審被告の策動 

ア ４０分にわたり抵抗 

   長期評価の公表後間もない２００２年８月５日、日本原子力安全保安院（以

下「保安院」という。）は、「長期評価」に対する対応方針等について一審被

告からヒアリングを行った（甲Ａ２２３・４～７頁・資料①～②）。 

その際、担当官は、東北電力はかなり波源を南にずらして女川について検討

していると述べた上、一審被告も福島沖から茨城沖の領域で津波地震が発生し

た場合のシミュレーションを行うべきであるとの見解を示した。しかし、一審

被告の担当者は、福島県沖では有史以来津波地震が発生していないし、谷岡・

佐竹論文（１９９６）によると、津波地震はプレート境界面の結合の強さや滑

らかさ、沈み込んだ堆積物の状況が異なるなど、特定の領域や特定の条件下で

のみ発生する極めて特殊な地震であるという考え方が示されているなどとして、

同論文を示して約４０分間にわたり抵抗し、シミュレーションを行うことを拒

否した（甲Ａ２２３・４～７頁・資料①～②、甲Ａ２２４・７頁・資料２）。 

イ 偏頗且つ誘導的な確認行為と虚偽回答 

   一審被告の担当者は、４０分間にわたる抵抗の根拠とした谷岡・佐竹論文（１

９９６）の共著者の佐竹教授に対し、保安院から指示されたことを秘し、佐竹

教授の論文に対する賛意を示した上で、「弊社では土木学会の審議結果に基づ

いて津波の検討を実施しておりますが、推進本部（地震本部）から異なる見解

が示されたことから若干困惑しております。推進本部がそのように考え理由を

ご存じでしたらお教えいただければ幸いです。」などとするメールを送った。 

    一審被告の担当者らは、一審被告に都合の良いことを言ってくれそうな佐

竹教授以外、海溝型分科会委員の主任である島崎教授や「長期評価」にその論

文が引用されている阿部勝征教授らの委員に確認することはなかった。 
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  一審被告の担当者は、同月２２日、保安院の担当者に対し、佐竹教授に「長

期評価」で日本海溝付近の海溝寄りのどこでも津波地震が起こるとされる理由

を聞いたところ、佐竹教授は、「佐竹先生は、分科会で異論を唱えたが、分科

会としてはどこでも起こると考えることになったとのこと」として、佐竹教授

があたかも「日本海溝付近の海溝寄りのどこでも津波地震が起こる」との点に

異論を述べたかのような虚偽の説明を行った。 

ウ  「長期評価」に基づく想定津波の対策検討の見送り 

一審被告の保安院対応が奏功したことから、一審被告は２００２年時点にお

いては、「長期評価」に基づく想定津波への対策を検討することを見送った。 

エ 溢水勉強会での対応 

    ２００６（平成１８）年１月１７日、保安院と JNES の担当者らとの会合に

おいて、溢水勉強会を立ち上げ、同年６月までに代表プラント（福島第一、女

川、浜岡など）について外部溢水の影響を評価し、全プラント展開の要否を判

断することを決めた。 

溢水勉強会は、津波等によって非常用海水ポンプを使用した冷却機能が失わ

れ、原子炉の安全上、重大な故障が生じるおそれを防止する対策をとらせるた

めのものであった。 

保安院の担当者は、溢水勉強会において、何度も「女川だって基準地震動を

超えました。自分たちの知見では分からないことがあるのです。自主的に対策

を打っていかないと駄目です。」などと主張していたが、電力事業者は動こう

とはしなかったため、特に余裕のない福島第一原発に対しては、早急に対策を

打たせるべきと考えた。 

オ 新耐震指針に基づくバックチェックに対する一審被告の対応 

   ２００６（平成１８）年９月１９日に耐震指針が改定され、この新耐震指針

に基づくバックチェックが要求されることになった。新指針は、「施設の供用

期間中に極めてまれではあるが発生する可能性があると想定することが津波
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によっても、施設の安全機能が重大な影響を受けるおそれがないこと」と定め

ていた。「極めてまれは」、１万年から１０万年に１度の発生頻度である。 

原子力安全委員会及び保安院は３年以内にバックチェックを終わらせる予定

であり、保安院は電力会社に対し、同年１０月６日の一括ヒアリングにおいて、

「バックチェックの工程が長すぎる。全体として２～２年半、長くて３年であ

るとして、３年以内を強く要請していた（甲Ａ２３９・指定弁護士提示資料２）。 

   ２００７（平成１９）年１１月１９日当時、一審被告の土木調査グループ課

長は、以下の理由からバックチェックにおいて長期評価を取り入れるべきだと

考えていた（甲Ａ２３９の１・３７～３８頁・指定代理人資料３５～４０）。 

 ① ２００２（平成１４）年ないし２００３（平成１５）年以降進めていた確

率論の研究の成果として、福島第一の地点で１０メートルを超える津波の１

年当たりの超過確率が１０マイナス５乗のオーダー（１０マイナス５乗と１

０マイナス４乗の間）という結果が得られていたこと。 

② 確率論の研究途中で得られた研究者、専門家のアンケートの結果、長期評

価の見解を支持する意見が過半数を超えていたこと。 

③ 東通原発の設置許可書においても長期評価の見解を検討の俎上に上げてい

たこと。 

④ バックチェックの取組みの中で、地震後の評価として、長期評価の見解の

検討を俎上に上げていたこと。 

⑤ 地震本部が国の権威であること。 

⑥ 地震調査委員会の委員長の阿部教授が保安院のバックチェックの審査会議

の主査をしていたこと。 

 ２００８（平成２０）３月１８日、東電設計から平成２０年試算が提出され、

同年６月９日には「同日付け「新潟県中越沖地震を踏まえた福島第一・第二原

子力発電所の津波評価委託 敷地南側に防潮堤を設定した場合の検討」が提出

された（甲Ａ２３９の１・６９～７２頁・指定弁護士資料７５～７９及び１０
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８）。 

 同年６月１０日、武藤副本部長は上記検討の報告を受け、①４ｍ盤への遡上

高さを低減するための概略検討を行うこと、②沖に防潮堤を設置するために必

要となる許認可を新設の検討、それらの工事の許認可を調べること、④平行し

てポンプ類等機器の対策検討を指示した。この指示は、平成２０年試算に基づ

く対策をとっていく前提で検討が進んでいることを意味するものであった。 

ところが、同年７月３１日、土木調査グループＧＭは、武藤副本部長から、

「バックチェックは従来の５．７ｍの水位で進める。」「地震本部の津波を採

用するかどうかは、土木学会で検討してもらい、その後に対策を実施する。」

「この方針について、有力な学者に根回しする。」との方針が伝えられた（甲

Ａ２４０・８３～８６頁・指定弁護士資料７４）。この方針は、実質、福島第

一原発のバックチェックにおける長期評価を取り入れた津波対策を数年先延ば

しするものであった。 

この先延ばしの理由について、地震対策センター長は、「バックチェックの

審査において、Ｏ．Ｐ．＋１５．７メートルの津波対策が完了していないこと

が問題とされた場合、最悪、保安院や委員、あるいは地元から、その対策が完

了するまで、プラントを停止するよう求められる可能性がありました。東電は、

先ほどもお話ししたとおり、当時、ＫＫ（「柏崎刈羽原発」を指す）の全原子

炉が停止した状況であったことから、火力による発電量を増やすことで対応し

ていましたが、その結果、燃料費がかさんだため、収支が悪化していました。

そのような状況の中で、１Ｆまで停止に追い込まれれば、更なる収支悪化が予

想されますし、電力の安定供給という東電の社会的役割も果たせなく危険性が

ありました。」と説明している（甲Ａ２３８・３２～３３頁）。 

一審被告は、安全よりも利益追及を優先したのである。 

同年１０月から土木調査グループ課長が中心となって学者への根回しが行わ

れた（甲Ａ２３９の２・１１～１８頁・指定弁護士資料１４２～１４５）。 
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これは、「東電が最終報告で推本の長期評価を取り込まず、後日、推本の長

期評価に対する対策を講じると決定したところで、最終バックチェック審査に

おいて、委員や保安院が東電の方針を納得してくれない可能性があり」、「そ

の可能性を排除するため」のものであった（甲Ａ２３８・３４頁）。 

規制側を取り込むこのような対応は、規制の適正、公平さを害するもので悪

質極まりないものである。 

 一審被告は同年１１月１３日、貞観津波についてバックチェックの対象とし

ないことを決定したが、東北電力が貞観地震の最新の研究成果を取り入れ、女

川の津波想定を見直すバックチェック最終報告書を完成していたため、土木調

査グループＧＭらは東北電力に書き換え要請のメールを送信した。 

  これまた、他社を巻き込んで規制側を欺こうとするものであり、極めて悪質

な行為である。 

 ２０１１（平成２３）年３月３日、２００９年改訂の長期評価につき地震本

部の事務局である文科省は一般に公表する前に一審被告らなどに見せた。改訂

では新たに貞観地震について盛込まれることが決まっていたが、一審被告は、

「貞観地震の震源はまだ特定できない、と読めるようにして頂きたい。貞觀津

波が繰り返し発生しているかのようにも読めるので、表現を工夫して頂きた

い。」とリスクがまだ不確実であると読めるように報告書を書き換えるよう要

請した。この要請を受け、専門家の委員に諮ることなく、報告書を修正した（甲

Ａ２３６・資料「文部科学省日本海溝長期評価情報交換会」、甲Ａ２３９・６

５頁・指定弁護士資料１８１）。 

  これもまた、適正かつ公正な規制を免れるための行為であり、極めて悪質で

ある。 

 同月７日、保安院と一審被告の担当者らとの会合において、一審被告が説明

のために持参した資料には、長期評価の見解に対応した断層モデルに基づく計

算の結果、福島第一原発５号機及び６号機の津波水位が１０．２ｍとなってお
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り、８６９年貞觀津波の断層モデルに基づく計算の結果でも９ｍという津波水

位となっていた。 

審査官が、いつまでに津波対策工事を行うのか尋ねたのに対し、一審被告の

担当者らは「平成２４年１０月を目標に検討する。」と答えたので、審査官は

早期の津波対応を求めた（甲Ａ２３６・９頁）。 

 危機感のない悠長な「長期評価を取り入れた津波対策先送り方針」の下、以

上のやりとりをした４日後に平成２０年試算と同規模の大津波が福島第一原発

を襲い、本件事故に至るのである。 

カ 小括 

  以上のとおり、一審被告の利益追及のために、他社だけでなく学者、行政ま

でも取り込んで適正かつ公正な規制を免れようする行為は、「災害が万が一に

も起こらないようにする」という原子力事業者としての最も根元的な責務を忘

れたもので、極めて悪質である。 

３ まとめ 

以上の諸事情に鑑みれば、長期評価の見解に基づく津波対策の措置をとること

を逃れるための方策を弄しつつ８年以上もの年月を浪費したために、本件事故に

至ってしまったのであり、一審被告には、重大な過失があったことは明ら かで

ある。 

加えて、企業としての利益追及のため、コストのかかる長期評価の知見を取り

入れた地震対策、津波対策の実施を免れようと、様々な策謀を巡らしている点に

徴すれば、行為態様も悪質であり、本件事故からの教訓を得ることなく、本件事

故後も杜撰な安全対策で是正命令を受けていること等は、加害者の不誠実な態度

として、本件事故による被害を受けた一審原告らに更なる精神的苦痛を与えるも

のである。 

よって、慰謝料の大幅な増額がなされなければならない。  
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第２章 損害総論‐損害論に係る一審原告らの主張の大要‐ 

１ 控訴答弁書１３頁以下等においてこれまで繰り返し主張してきたように、中

間指針の定める慰謝料（中間指針「６ 精神的損害」）は、本件事故による精

神的苦痛の一切を慰謝する趣旨の包括慰謝料ではない。あくまでも同慰謝料の

賠償対象は、避難等による自宅以外での生活を長期間余儀なくされたこと、又

は、屋内退避に伴う行動の自由の制限等を長時間余儀なくされたことに伴う精

神的苦痛（避難等生活に伴う著しい日常生活阻害）に限定されていたのである

のである。 

そして、一審原告らは、①中間指針の定めた慰謝料額が避難等生活に伴う著

しい日常生活阻害による精神的苦痛の賠償としても不十分であることを主張

するとともに、②中間指針の定めた慰謝料額が賠償対象としていない損害につ

いての賠償を求めてきた。 

 

２ まず、上記①について一審原告らは、避難等生活における著しい日常生活阻

害を慰謝する趣旨で定められた中間指針の慰謝料額について、「入院の精神的

苦痛よりも避難生活の精神的苦痛の方が小さい」とか「原発事故避難の苦痛が

時間の経過とともに低減するのが一般的」等として、その合理性を肯定した原

賠審および原審の判断の不合理性を指摘してきた。 

すなわち、詳細は後述のとおりであるが、こうした原賠審および原審の判断

は、避難生活がどのくらいの期間に及ぶのか（そもそも終わりがあるのか）等

といった将来の見通しがつかない状況での避難生活であったという本件事故

避難特有の困難さを無視するものであって、不合理な判断と言わざるを得ない

ものである。 

そこで、控訴審において一審原告らは、かかる不合理を是正し、本件事故避

難特有の上記の困難さを十分に踏まえ、避難等生活中に一審原告らが直面した

著しい日常生活阻害に伴う精神的苦痛を填補するのに十分な賠償額の認定を
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求めてきた。 

 

３ 上記②について一審原告らは、第１に、避難等行動時において一審原告らに

生じた精神的苦痛の中で中間指針の定める慰謝料に含まれていないものとし

て、例えば、生命・身体・健康の危殆化に伴う精神的苦痛の存在を指摘した（一

審原告ら控訴理由書：８４頁～８７頁）。 

（１）すなわち、一審原告らは、本件事故発生後から避難等の過程において、①

本件事故による放射性物質の大量放出によって一審原告らが生命・身体・健

康に対する深刻な危機に直面させられたこと、②情報が錯綜・困窮する中で

自らの生命・身体・健康に関わる重要な決断（着の身着のまま避難するのか、

屋内退避に留めるのか）を迫られたこと、③避難等の過程における放射線被

曝ひいてはそれに伴う健康被害や差別に対する不安を強いられたこと等によ

って、重大な精神的苦痛を被ることとなった。 

（２）生命・身体・健康という法益が最も基本的かつ重要な法益であることは論

を俟たない。放射性物質を被曝して生命・身体・健康に現実に被害が生じた

場合における被害の不可逆性やそのような被害をもたらす放射性物質が現に

大量に放出されたという侵害態様の重大性（晒された危険の重大性・深刻性）

を踏まえれば、こうした危険に晒されたこと（生命・身体・健康に対する危

殆化）に伴う精神的苦痛や、それを回避するための選択の機会を与えられな

かったことに伴う精神的苦痛は、生命・身体・健康それ自体あるいはそれら

について重大な不安を抱かずに平穏な日常生活を送る利益（身体権に直結し

た平穏生活権）の法益性に基づいて損害賠償の対象とされるべきであるし、

苦痛の程度も重大なものであるとして評価されなければならない。 

（３）また、健康影響に関するリスク（健康影響の全容）が未だ解明されておら

ず、その影響を除去する方法も確立されていないという状況の下で、被曝した

（あるいは被曝のリスクにさらされた）者が藤川教授の指摘するような強い不
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安を抱くことはもっともなことであって、今後も（それこそ一生）癌を発症し

たりするたびに本件原発事故との関連を疑い、自己や家族の健康に関して多大

な不安を募らせざるを得ないのであるから、その不安感は、社会通念に照らし、

平穏な生活を営むこと（ひいては心身の健全性）を妨げる程度にあるというべ

きである。この不安に伴う精神的苦痛もまた、生命・身体・健康の危殆化それ

自体に伴う精神的苦痛や生命・身体・健康の危殆化回避に際して生じた精神的

苦痛と同様（あるいは併せて）賠償の対象とされなければならないし、その精

神的苦痛の程度もまた上記の理由から深刻なものと評価されなければならな

い。 

（４）このように、本件原発事故によって生命・身体・健康に対する深刻な危機

に晒されたこと及びその危機を回避するための選択を行うにあたって適切な

判断を行う機会が奪われたこと、さらには放射線被ばくそれ自体あるいは被

ばくによる健康被害への不安を抱えることに伴う精神的苦痛は、いずれも賠

償されるべき精神的苦痛である。にもかかわらず、中間指針の定める慰謝料

は、あくまでも避難等生活に対する著しい日常生活阻害について賠償対象と

するのみで、上記精神的苦痛については賠償対象とされなかった。 

（５）そこで一審原告らは、中間指針の定めた慰謝料額が明らかに賠償対象とし

ていない損害である「避難等行動時における生命・身体・健康の危殆化に伴

う精神的苦痛」についての賠償も求めてきたものである。 

 

４ また、上記②について一審原告らは、第２に、中間指針の定める慰謝料に含

まれていない損害として、一審原告ら各人が帰属していた地域社会（故郷）が

破壊されたことによる不利益を内容とする損害、すなわち故郷喪失・変容損害

の存在を指摘してきた。 

（１）ここでいう「地域社会（故郷）」とは、一審原告らが日常生活を送り生業

を営んでいた場としての“地域”のことである。この意味での「地域社会（故
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郷）」は、過去から現在に至るまでそこで暮らしてきた人々が日々年々の営

みを通じて作り上げてきたものであって、長期承継性や地域固有性が深く刻

み込まれている。そのため、そのようにして作り上げられてきた「地域社会

（故郷）」は「客観的な価値」（最判平成１８年３月３０日・国立景観訴訟

最高裁判決）を有するものであって、そのような「地域社会（故郷）」それ

自体及びそこで暮らす人々がそこから享受できる諸利益は、他の地域におい

て全く同じものを享受できないという意味において掛け替えのない利益（非

代替的利益）である。 

そしてそれは同時に、自己の自己居住地の決定、健康で文化的な生活、財産

の所有（継承）、自己の幸福追求、ひいては自己の人生を平穏に全うすること

（関礼子・立教大学教授の言葉を借りれば「生きる」こと［Life：ライフ。生

命を育み、生活を営み、人生を全うすること］）の重要な基礎でもある。 

そのため、「地域社会（故郷）」が破壊されるということは、それ自体が（そ

れまで享受できていた不利益を享受できなくなるという意味において現実的

かつ具体的な）不利益であるというだけでなく、人として当然に持っているは

ずの人生のありとあらゆる発展可能性が大きく損なわれるのであって、それを

剥奪された者の人生そのもの（人としての社会生活全般）に対して重大な制限

をもたらすことになる。まさに、「地域社会（故郷）」の破壊は、そこに帰属

する住民らの包括的平穏生活権に対して重大な侵害をもたらすのである。 

（２）原判決は、「地域生活利益」という法益の存在を認めた上で、一審被告に

対し、一審被告による中間指針を踏まえた自主賠償基準に基づく賠償とは別

に、故郷喪失・変容慰謝料の賠償を命じた。中間指針で賠償されていない損

害の存在を肯定したこと、それまで地域社会から享受できていた諸利益を本

件事故によって享受できなくなったことの法益侵害性を肯定したことは、そ

の限りで正当である。 

しかしながら、原判決が故郷喪失・変容慰謝料として認定した賠償額は、一



63 

 

審原告ら控訴理由書１１８頁～１３２頁において指摘したように、①その賠

償額算定にあたって重視すべきではない事情を重視して賠償額を低額に抑え

ていること、②地域社会から享受できていた非貨幣的利益を享受できなくな

ったという意味での財産的損害の存在を十分に斟酌していないこと、③それ

ばかりか地域社会の破壊が地域生活利益の侵害に留まらない包括的平穏生活

権の侵害をもたらしていることについても損害額決定にあたって十分に斟酌

していないこと、④さらには今なお廃炉作業中の危険な原発が居住地域の３

０ｋｍ圏内に存在し続けているばかりかその廃炉作業がいつ終了するかも現

時点においては不明であること等に伴う精神的苦痛に至っては何ら考慮され

ていないこと（この点については一審原告ら第４準備書面および同第９準備

書面も参照されたい。）、⑤旧緊急時避難準備区域と避難指示解除準備区域

とは元々一体の地域であったにもかかわらず前者の賠償額を後者のそれより

も極めて低額に抑えたことなど、是正されなければならない欠陥を抱えてい

る。 

（３）そこで、控訴審において一審原告らは、故郷喪失・変容慰謝料（損害）の

存在を肯定した原判決の判断を前提に、原判決が考慮しなかった考慮すべき

事情を考慮し、また、原判決が重視した重視すべきでない事情を重視しない

で、「ある日突然にその後の人生をまるごと破壊された」という被害の実態

を填補するのに見合った損害額を認定することを求めてきた。 
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第３章 避難慰謝料（服部） 

第１ はじめに 

１ 原審の認定の大枠 

原審は、「中間指針等が裁判規範性を獲得するともいえないから、裁判所は中

間指針等の内容に拘束されることなく、その合理的な裁量によって慰謝料の額を

判断できると考える。」（原判決３５１頁）と述べながら、そのほとんどは中間

指針を基本とする一審被告の言い値を採用して、避難慰謝料を認定した。 

避難慰謝料に関する原審の認定を表にすると次のとおりである。 

項目 原審の認定 根拠 

基本慰謝料 

月額 １０万円 中間指針 

終期 

避難指示解除準

備区域 

H３０.３.３

１ 

争いなし 

旧緊急時避難準

備区域 

H２４.８.３

１ 

被告の既払実績 

加算要素 

避難所生活 月２万円 被告の既払実績 

要介護１～５、身体障害等級１～６ 月 １ ～ ２ 万

円 

被告の既払実績 

要介護者の介護者 月１万円 オリジナル 

１８歳以下、妊

婦 

H２３.４.２３～

１２.３１ 

４０万円 被告の既払実績 

H２４ .１ .１～

８.３１ 

８万円 被告の既払実績 

中学生以下  ３５万円 被告の既払実績 

ペットとの離散 ５万円 オリジナル 

原判決は、「被告は・・・賠償しているところ、慰謝料を認めるのが合理的で
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ある。」（原判決３５６頁）と論述し、原判決が認めた慰謝料は、一審被告が賠

償したからという理由に終始している。それに対し、一審原告らが主張した加算

要素については、「要介護者の介護者月１万円」と「ペットとの離散による５万

円」の慰謝料の加算（原審３６１頁（原告番号１２－１及び２）、原審３６３頁

（原告番号２０－１ないし４）、原審３６５頁（原告番号３５－１ないし２））

以外は、「避難慰謝料の定型的な加算事由として主張する避難先を複数回変更し

たこと、家族との離散があったこと、未就学児の世話をしたことなどの事情につ

いては、・・・避難慰謝料の加算事由とは認めない。」と認定した（原審３５８

頁）。しかも、「要介護者の介護者月１万円」と「ペットとの離散による５万円」

の慰謝料の加算は、引用はされていないが、千葉地裁の２０１７年９月２２日判

決（平成２５年（ワ）第５１５号 外 損害賠償請求事件（国賠）、以下「千葉判

決」という。）にのっただけである。 

２ 原告番号１０については、損害額の大きな加算をしていること 

   他方、原告番号１０については、「直接請求手続及びＡＤＲ手続により、

精神的損害として８５０万円に２８７万円を加算した額が支払われており、避難

所生活（１か月以上２か月未満）、ペット死亡のほか、家族の別離や避難所の移

動回数、身体障害等級１級の亡夫の介護等が考慮されていることがうかがわれ、

避難生活による精神的損害を含む各種損害に係るＡＤＲ手続における交渉を経

て支払われていることに鑑み、そのような加算分に相当する損害が実際に生じて

いると見るべきであり、２８７万円の加算を認める。」と認定した（原審３６０

頁）。 

   原告番号１０の「（一審）被告による賠償額」は、次のとおりである（原

審別紙９・３９頁）。３度にわたって支払われた精神的損害（避難生活）の合計

が８６０万円であり、８５０万円に１０万円が加算されており、その他、２０１

４年７月２５日に支払われたペットの死亡一時金５万円、精神的損害（増額分）

２７２万円、合計２８７万円の加算を認めたのである。 
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支払日 期間（自） 期間（至） 賠償金 種別 賠償金額 

２０１１/

８/２６ 

  仮払個人 避難費用 ３００、０

００ 

２０１５/

１０/５ 

２０１６/４

/１ 

２０１８/３

/３１ 

実費 ３００、０

００ 

精神的損害（避難生活） ２、４０

０、０００ 

２０１４/

１２/４ 

２０１３/６

/１ 

２０１４/２

/２８ 

就労不能損害 ２７０、０

００ 

 ２０１３/６

/１ 

２０１６/３

/３１ 

実費 ６５２、０

００ 

精神的損害（避難生活） ３、４０

０、０００ 

２０１４/

７/２５ 

  その他（財物）－ＡＤＲ ５００、０

００ 

家財－ＡＤＲ ２、２２

５、０００ 

２０１１/３

/１１ 

２０１１/３

/１１ 

ペットの死亡一時金 ５０、００

０ 

２０１１/３

/１１ 

２０１３/５

/３１ 

生活費増加分（洗濯代・ドライヤー使用料） １９、２０

０ 

生活費増加分（入院雑費・日用品購入費） １１０、８

５７ 

生活費増加分（米・野菜購入費） １３５、０

００ 
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避難交通費等（一時帰宅費用） １７７、０

００ 

就労不能損害 ５０７、３

８４ 

精神的損害（避難慰謝料） ２、８０

０、０００ 

精神的損害（増額分） ２、７２

０、０００ 

避難交通費等（避難費用） ３５、００

０ 

２０１１/３

/１１ 

２０１４/２

/２８ 

生命・身体的損害（入通院費用） １７０、９

２０ 

生命・身体的損害（入通院慰謝料） ３１０、０

００ 

弁護士費用 ２９２、８

１１ 

２０２０/

２/２１ 

  不動産の財物損害（不動産目録記載のとお

り） 

３４、０１

１、３２６ 

被申立人の認容する不動産目録建物記載の

建物（構築物・庭木を含む）を算定対象財

産とする住宅確保費用 

２６、６９

４、８１７ 

２０１７.８.６の帰還費用 ２０、００

０ 

本件和解仲介に関する弁護士費用 １、８２

１、７８４ 
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   要するに、原審は、原告番号１０については、家族の別離や避難所の移

動回数等を加算要素として認め、それ以外の一審原告らについては否認したが、

その分岐点は「実際に加算要素に該当する事実があったか否か」ではなく、「被

告が賠償したか否か」である。 

   原審は、「中間指針等が裁判規範性を獲得するともいえないから、裁判

所は中間指針等の内容に拘束されることなく、その合理的な裁量によって慰謝料

の額を判断できる」（原判決３５１頁）と述べながらも、一審被告の言い値を採

用したのである。 

    

第２ 基本慰謝料 

１ 月額１０万円の認定に対して 

（１）避難慰謝料に係る中間指針等の内容の合理性を肯定した原審の認定（原審

３５１頁ないし３５３頁） 

原審は、次のとおり述べて、避難慰謝料額を認定した（ナンバリングを引用

している点については削除）。 

「中間指針等が定める精神的損害の賠償額（慰謝料額）は、「避難等対象者

が自宅以外での生活を長期間余儀なくされ、正常な日常生活の維持・継続が長

期間にわたり著しく阻害されたために生じた精神的苦痛」及び「屋内退避区域

の指定が解除されるまでの間、同区域における屋内退避を長期間余儀なくされ

た者が、行動の自由の制限等を余儀なくされ、正常な日常生活の維持・継続が

長期間にわたり著しく阻害されたために生じた精神的苦痛」を賠償すべき損害

とした上で、その損害額は、避難等による生活費の増加費用と合算した一定の

金額をもって算定すべきこととする。その上で、一人当たり月額１０万円を目

安とすることとされているが、その額の算定に当たっては、特に、本件事故発

生から６か月間（第１期）については、「地域コミュニティ等が広範囲にわた

って突然喪失し、これまでの平穏な日常生活とその基盤を奪われ、自宅から離
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れ不便な避難生活を余儀なくされた上、帰宅の見通しもつかない不安を感じる

など、最も精神的苦痛の大きい期間といえる。」とした上で、自動車損害賠償

責任保険における入院慰謝料（日額４２００円、月額換算１２万６０００円）

を参考にしたものである。 

原告の避難生活に伴う平穏生活利益の侵害による精神的苦痛の内容は、避難

先や元の住居地における社会生活上の便益や人的関係が一定期間阻害されたこ

とによる精神的苦痛であるところ、中間指針等が精神的損害の賠償額（慰謝料

額）の基礎とした上記算定根拠を見る限り、ほぼこれと同様の事情を斟酌した

ものと見ることができる。 

また、避難指示等により従前の生活と異なる生活環境に置かれた場合には生

活費が増加することは容易に推認され、通常はさほど高額となるものではなく、

個人差も少ないと考えられるが、その実費を厳密に算定することは実際上困難

であり、その具体的な立証を原告に求めることは酷である一方、一定額を慰謝

料に含めて考えることは公平かつ合理的であるといえるから、被害者による被

害立証の軽減及び賠償の公平性の観点から、通常見込まれるべき生活費増加分

を考慮する形で慰謝料を算定することの合理性も認められる。 

その上で、具体的な慰謝料額の算定に当たり、それまでの生活基盤から長期

間にわたって隔絶され、その間従前の平穏な日常生活が阻害されるという点に

おける交通事故による入院との類似性に鑑み、自動車損害賠償責任保険におけ

る入院慰謝料を参考にしつつ、交通事故による入院は身体損傷を伴い行動自体

が制限されているという点で、避難生活の方が精神的苦痛は小さいと認められ

るとしていることは不合理とはいえない。加えて、避難等対象者の避難生活に

伴う精神的苦痛は時間の経過とともに低減するのが一般的であるにもかかわら

ず避難解除まで慰謝料月額が減額されていないことも併せ考慮すれば、上記入

院慰謝料月額１２万６０００円を若干下回る月額１０万円を基本とし、従前の

生活の本拠地に帰還するまでの月数を乗じて避難生活に伴う精神的苦痛に対す
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る慰謝料額を算出するという中間指針等の考え方には合理性が認められる。」 

（２）原審が、一審原告らの主張を排斥した理由 

   ア 原審は、一審原告らが月３５万円を求めたことに対し、「①交通事故に

より入院する場合に比べて避難所や仮設住宅等での避難生活はよりスト

レスの大きな環境に置かれるものであること、②本件事故は被害者である

原告と加害者たる被告が互換することのない関係で被告の行う営利事業

の過程で起きたものであること、③本件事故においては今後の見通しが立

たないという非常に不安な状態に置かれ続け、多くの原告が体調に変調を

来たしていることなどを指摘し、月額１０万円という避難慰謝料の額が低

額である旨主張する。」とまとめた（原審３５３頁）。 

   イ その上で、「上記①について、入院している交通事故の被害者が、避難

生活を強いられた原告と異なり、十分な看護を受けられる状態にあるとは

いえるとしても、それのみを比較すべきではないし、そもそも身体損傷を

伴い入院を余儀なくされて肉体的苦痛や予後の不安を抱く状況にあるこ

とも踏まえる限り、身体損傷を伴わない原告の精神的苦痛が、交通事故の

被害者の精神的苦痛を超えないものとすることについて合理性を欠くと

はいえないこと、上記②について、確かに、原告と被告との間に互換性は

認められないが、それは、不法行為における加害者と被害者の多くに共通

する事象であって、そのことから直ちに慰謝料額を身体損傷を伴う入通院

慰謝料の額に合わせるべき理由とはなり得ないこと、上記③について、そ

のような原告の状態を踏まえるとしても、なお、慰謝料の額として月額１

０万円という額が不当に低廉ともいえないことや実際に身体状態が悪化

したり、精神疾患にり患したと認められる者に対しては、別途、生命・身

体に対する損害の賠償（入通院慰謝料も含む。）が支払われる余地がある

ことなどに照らして、原告の主張を採用することはできない。」とした（原

審３５３頁）。 
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（３）一審原告らの主位的主張－月額３５万円とするのが相当であること 

ア 中間指針の問題点 

原賠審の中間指針（追補を含む）には種々の問題点が存在する。 

一審被告の精神的損害の賠償の考え方及びその賠償額の指針がそのような問

題を有する中間指針に基づくものである以上、一審被告の賠償基準もまた合理

性・相当性を欠くものである。 

イ 過去の裁判例からしても旧緊急時避難準備区域の避難慰謝料総額が低額

すぎるものであること 

審査会が中間指針の避難等に係る慰謝料額を決めるに当たって検討したとさ

れる過去の裁判例の中には、長野県で発生した地滑り災害事案がある（乙Ｃ１

４の「身体的損害なし」の２番、被告準備書面（３）４０頁）。 

当該事案における住民の避難期間は約１週間から約３年９か月であったが、

裁判所は「本件災害の大洋に徴すれば、被災者の多くが生活の基盤であった土

地・建物・家財等を一挙に失い、また長期間にわたる避難生活の不便を強いら

れたことにより、多大の精神的苦痛を受けたであろうことが推察され、右精神

的苦痛が、単に財産的損害の填補によって当然に慰謝される性質のものにとど

まらず、右財産的損害とは別途に賠償されるに値する非財産的損害と言いうる

ものであることは明らかである。したがって、本件最大の被災者に対しては、

財産的被害の内容・程度、避難生活の態様、家族構成等諸般の事情を斟酌し、

相当と認められる金額の慰謝料が支払われるべきである。」と判示し、避難生

活期間に関わらず、概ね３００～４００万円の慰謝料を認定した（長野地裁 １

９９７年６月２７日、判タ９５６号５８頁）。 

対して、本件で一審被告が支払った旧緊急時避難準備区域に住所地を有する

者に対する賠償金は、１人あたり合計１８０万円に過ぎない。 

中間指針は、「関係市町村の首長の声も十分聞くことなく」策定され、慰謝

料も「被災住民の現実の生活状態を全く見ることも、聞くことも、調査するこ
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ともなく」算定された（甲Ｂ１２）、原子力損害の当面の全体像を示すものに

すぎず、暫定的な指針にすぎない。したがって、この中間指針等を基として作

成された被告の賠償基準も旧緊急時避難準備区域に住所地を有していた住民の

避難実態を全く考慮しないものであり、前記の裁判例と比較しても低額すぎる

と言わざるを得ない。 

ウ これまでの別事件の裁判例は原発慰謝料の参考とならないこと 

一審被告は、中間指針における避難慰謝料額の賠償基準は、過去の裁判例と

の整合性の観点からも、合理性・相当性を有すると主張し、原審では当該主張

が採用されたこととなった。 

しかし、騒音や悪臭といった身体的損害を伴わない慰謝料に関する裁判例が

審査会の配付資料とされたが、実際の審査過程では裁判例を参考にして賠償金

額が決められていたわけではなく、議論は避難指示区域に対する慰謝料額との

バランスに終始していたのである（原告準備書面（１１））。 

したがって、中間指針等は到底、「過去の裁判例等の検討も踏まえて、慎重

な審理の上に策定されたもの」とは言えず、それに基づく被告の賠償基準につ

いても同様のことが指摘できる。 

そもそも、本件事故による影響は、広範かつ深刻で、長期にわたるものであ

り、その避難の過酷さも、過去の災害等における避難と単純に比較できるよう

なものではない。 

本件事故の結果、一審原告らは、過酷な避難生活を強いられたことによる多

大な精神的苦痛を受けており、その典型的な要素として、①避難先住居での生

活の限界、②見知らぬ土地での不安、③被ばくによる不安や差別、④仕事や生

きがいの喪失、⑤被害者同士の軋轢などがある。一審原告らに精神的苦痛を与

えた多くは、原発事故特有のものであるか、これまでの災害等におけるものと

は質的に大きく異なるものである。 

したがって、一審原告らが本件事故の結果、長期にわたる過酷な避難を強い
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られたことによって受けた精神的苦痛を正しく評価するためには、原賠審にと

らわれずに、本件の特性を踏まえた上で検討しなければならない。 

原審は、一審被告の言い値を採用し、月額１０万円では避難の実態を踏まえ

た相応のものとはいえず、月額３５万円の賠償を認めるべきである。 

（４）一審原告らの予備的主張－月額１０万円を維持するのであれば「避難を余

儀なくされた慰謝料」を根拠に避難慰謝料の増額を認めるべきであること 

ア 参考にすべき裁判例（仙台高裁 ２０２０年３月１２日判決（平成３０（ネ）

第１６４号 損害賠償請求控訴事件、以下「仙台判決」という。） 

仙台判決は、次のように判示した。 

「本件における慰謝料の算定にあたっては、一審原告らが主張する包括的平

穏生活権の侵害、とりわけ地域生活利益の侵害に関し、証拠により認められる

一審原告らの精神的苦痛及び有形、無形の損害（前記第２の３の原判決引用に

係る前提事実及び認定事実）を評価するにあたり、被告が・・・原賠審の中間

指針に従った賠償義務を認めていることを踏まえ、被告の賠償基準により評価

できる損害と評価し尽くせない損害とを区分して検討するのが合理的であると

考える。 

この点、一審被告は、避難指示の程度に応じて相当の避難期間を定め（帰還

困難区域７５か月、居住制限区域及び避難指示解除準備区域８５か月、緊急時

避難準備区域１８か月）、その期間について一人月額１０万円の割合による避

難生活に伴う慰謝料（帰還困難区域については更にこれとは別に避難長期化慰

謝料７００万円）を支払っている。したがって、当裁判所においても、相当の

避難期間に応じた慰謝料（避難生活の継続による慰謝料）を算定するとともに、

それでは評価し尽くせない損害についての慰謝料として、一審原告らの主張や

被害の実情を勘案し、避難を余儀なくされた慰謝料、故郷の喪失又は変容によ

る慰謝料について検討するのが、損害の合理的な評価方法と考える。」 

一審原告らは、居住地の近くで設置運営されていた福島第一原発における全
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く予期しない突然の水素爆発により、大量の放射性物質が拡散する重大な事故

に見舞われ、深刻な放射線被害の具体的な危険に直面した。 

その結果、一審原告らは、放射線による生命・身体への被害の危険から、事

故直後から避難指示を受けて、とるものもとりあえずあわただしく避難し、あ

るいは緊急時避難準備区域においても、屋内退避を指示され、南相馬市では一

時避難を要請されるなどして同様の避難を実際上余儀なくされた。 

このような突然の避難により、一審原告らは、地域の人間関係を断たれ、場

合によっては、職業生活を失い、学業の継続性や家族の一体性すらも阻害され

た。このように避難を余儀なくされた一審原告らは、その置かれた状況は様々

であるとしても、それぞれの境遇において極めて大きな精神的苦痛を被ったも

のと認められる。 

このような事情や前記認定の一審原告らの避難の状況を踏まえ、一審原告ら

が慰謝料の原因として主張する包括的平穏生活権の侵害により「避難生活を余

儀なくされたこと」から生じる精神的損害のうち、避難後の避難生活の継続に

よる精神的苦痛とは区別し、居住地からの避難を余儀なくされたこと自体によ

り一審原告らが被った損害ないし精神的苦痛を評価して慰謝料を算定するのが

相当と認められる。」 

「一審原告らは、福島第一原発から拡散した大量の放射性物質による生命・

身体に対する深刻な放射線被害の具体的な危険に直面した。そのために地域社

会との結び付きを突然に奪われ、全く異なる環境での避難生活を一から始めざ

るを得ないなど、著しい精神的苦痛を被ったといえる。」 

「この放射線被害の危険は、原子力発電所における水素爆発という未曽有の

大事故によるもので、その危険性の程度が的確に評価できず、将来における原

状回復の可能性も全く予測できない点で、避難する者に強い不安をもたらした

ことも明らかであり、その意味での精神的苦痛も極めて大きいものであったと

評価できる。 
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しかも、一審原告らの避難は、・・・原子力発電所の安全確保に重大な責任

を負い、一審原告ら地域住民の信頼の上に福島第一原発を立地してきた被告が、

事前に十分予測可能であった津波被害の対策を先送りした結果として起こした

重大事故のために余儀なくされたものであり、その観点からも、一審原告らが

避難を余儀なくされた精神的苦痛は、更に大きなものとなったと評価できる。 

このような意味を有する避難を余儀なくされた慰謝料の算定をするに

は、・・・一審原告らの損害ないし精神的苦痛の内容程度を的確に評価する観

点から、本件事故時における生活の本拠における放射線被害の具体的な危険性

の程度、あるいはこれを前提とする避難指示の程度を勘案して類型的に行うこ

とが相当である。 

この観点から、当裁判所は、上記の損害ないし精神的苦痛を評価した避難を

余儀なくされた慰謝料として、一審原告らについて、避難指示の区分に応じて

次の金額を認めるのが相当であると判断する。 

帰還困難区域、居住制限区域又は避難指示解除準備区域であった地域から避

難した一審原告らについては、これらのどの地域をとっても、放射線被害の危

険や避難の切迫性が極めて大きく、将来の避難生活に対する不安も著しいもの

であったと考えられるから、いずれの地域も１人当たり１５０万円とするのが

相当である。 

他方で、緊急時避難準備区域であった地域から避難した一審原告らについて

は、上記地域と比べ、避難生活を始めるにあたっての精神的苦痛にはそれほど

の差がないとしても、放射線被害の危険や避難の切迫性等の面では、精神的苦

痛の程度がやや小さいものと評価できるから、１人あたり７０万円とするのが

相当である。」 

イ 本件へのあてはめ 

以上の仙台判決に基づき、避難指示解除準備区域であった地域から避難した

一審原告らについては、放射線被害の危険や避難の切迫性が極めて大きく、将
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来の避難生活に対する不安も著しいものであったと考えられるから、避難を余

儀なくされた慰謝料として１人当たり１５０万円の請求を認めるべきである。 

他方で、緊急時避難準備区域であった地域から避難した一審原告らについて

は、避難を余儀なくされた慰謝料として１人当たり７０万円の請求を認めるべ

きである。 

２ 終期について 

（１）はじめに 

避難指示解除準備区域に居住していた一審原告らの避難慰謝料の賠償対象期

間の終期を、帰還の有無を問わず、２０１６年７月１２日の避難指示解除後、

１年９か月が経過する２０１８年３月３１日までとする点については、一審被

告も、積極的に争うものではないと解され、争いがないとして同日までと判断

された。 

緊急時避難準備区域に居住していた一審原告らの避難慰謝料の賠償対象期間

の終期に関して、一審原告らは、２０１２年８月以前に帰還した者については

同月まで、それ以降も避難を継続していた者については避難を終了した月まで

であると主張した。一方、一審被告は、いずれの一審原告らについても遅くと

も２０１２年８月を終期とすべきである旨主張した。それに対し、原審は「緊

急時避難準備区域の居住者で避難をしていた者については、帰還の時期を問わ

ず、平成２４年８月を避難慰謝料の賠償対象期間の終期とすることが適切であ

る。」と判断した（原審３５５頁）。 

一審原告らが、原審の判断で不服がある点は、緊急時避難準備区域の居住者

で２０１２年９月以降も避難をしていた者について、帰還の時期を問わず、２

０１２年８月を避難慰謝料の賠償対象期間の終期とした点である。 

（２）原審が緊急時避難準備区域の居住者で２０１２年９月以降も避難をしてい

た者について、帰還の時期を問わず、２０１２年８月を避難慰謝料の賠償

対象期間の終期と判断した理由 
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原審は、「緊急時避難準備区域では、自主的避難が求められ、特に緊急時に

迅速な避難を行うことが困難であることが予想される子供や妊婦等の一定の居

住者は立ち入らないようにすることが求められたものの、そのほかの居住者は、

常に緊急時に避難のための立ち退き又は屋内退避が可能な準備をすることが指

示されたが、避難が強制されたわけではないこと、また、原子力安全・保安院

が原子炉施設の安全性が確保されていると評価し、当該区域の空間放射線量も

年間２０ｍＳｖ未満に抑えられていたことや市町村から復旧計画が提出された

ことを受けて平成２３年９月３０日に、原子力対策本部が避難指示を解除し、

これに基づき、避難を終了して帰還することへの客観的な障害がなくなった後

の１年間は、避難終了に向けた十分な準備期間であったとみるべきである。そ

うすると、緊急時避難準備区域の居住者で避難をしていた者については、帰還

の時期を問わず、平成２４年８月を避難慰謝料の賠償対象期間の終期とするこ

とが適切である。」と判断した。 

（３）一審原告らの主張 

避難慰謝料は、「自宅以外での生活を長期間余儀なくされ、正常な日常生活

の維持・継続が長期間にわたり著しく阻害されたために生じた精神的苦痛」、

すなわち、他所での避難生活を強いられることによる、避難所や滞在先での心

身の苦痛、様々な不便、不自由、そして避難生活に常につきまとう今後への様々

な不安等がもたらす、現状の生活阻害による強いストレスと精神的苦痛という

被害を捉えた損害である。 

そして、一審原告らは、避難慰謝料の被害実態（＝考慮要素、避難生活に伴

う精神的苦痛の典型的な要素）として、①避難先住居での生活の限界、②見知

らぬ土地での生活上の不安、③被ばくによる不安・差別、④仕事の喪失、⑤家

族の離散、⑥被害者同士の軋轢を挙げているところ、このような避難慰謝料の

被害実態は、２０１１年９月３０日に避難指示（緊急時避難準備区域）が解除

された後も避難生活を続けざるを得なかった自主避難者については、その後も
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続いていたとみるべきである。 

したがって、福島第一原発から２０㎞圏外３０㎞圏内に住んでいた一審原告

らのうち、２０１１年９月３０日に避難指示（緊急時避難準備区域）が解除さ

れても避難生活を続けざるを得なかった避難者については、２０１２年９月１

日以降の避難慰謝料も認められるべきである。 

３ 避難の実態 

（１）① 避難先住居での生活の限界（物理的な不便さ） 

ア 避難直後の混乱期の状況 

（ア）混乱の状況 

本件原発事故発生によって、一審原告らは、着の身着のままで、突然避難

することを強いられた。避難開始直後の混乱期、一審原告らは、福島県内あ

るいは周辺地域の自治体が用意した体育館などの公共施設で避難生活を送る

ことになった。避難所での避難生活が、数か月に及ぶ一審原告らも存在した。

公共施設にすらたどり着かずに、車中泊を強いられた一審原告らも存在する。

寒い思いをするとともに、風呂に入ることもできず、食事も冷たいものしか

与えられず、生きていくことさえ大変な過酷生活を強いられた。 

体育館などでの生活のみならず、旅館等の宿泊施設に、避難できた場合で

あっても、十分な食事がなかったり、部屋以外が共用であったり、バリアフ

リーでなかったり、慣れない場所に多くの人がいたりして、自宅とは異なる

住環境での生活を強いられた（甲Ｃ６－１、甲Ｃ２０－１、甲Ｃ２３－１）。

なかには、同じ部屋を複数の家族で共同して使かわなければならないことも

あり、体育館等と変わらない生活を強いられた一審原告らもいる（甲Ｃ１０

－１）。 

（イ）車中泊 

一審原告らは、自宅、東北自動車道の安達太良サービスエリア、道の駅川

俣、コンビニエンスストア、福島県立医科大学付属病院などで車中泊をした
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（甲Ｃ３－１、甲Ｃ１６－１、甲Ｃ２０－１、鶴蒔隆調書１０頁、甲Ｃ４４

－１）。 

車で移動する際には、定員オーバーせざるをえなかったり、飼い犬を同乗

させたりするほかなかった（鶴蒔隆調書１０頁）。 

（ウ）伊達市柳川体育館での避難生活 

大勢の避難者で寝泊まりしていたが、毛布は１人１枚、ストーブが全体で

３台しか配置されておらず、しかも、灯油不足により、次第に２台、１台と

減少していった。プライバシーが全く確保されていなかったし、暖房も行き

届いていなかった（甲Ｃ１－１・４頁、島禎子調書７、８頁）。 

（エ）パルセいいざかでの避難生活 

パルセいいざかは、トイレが建物の外にあり、避難直後は、雪が降ってい

るなか、トイレに行かざるを得なかった。避難者が横になると、トイレに行

く通路がやっと空いているというくらいのすし詰め状態であり、仕切りもな

いところ、夜間は鼾の音が目立っていた。断水していたことから、風呂に入

ることもできなかった。温かい食事が提供されたこともなかった（半杭勝子

調書１０頁）。 

（オ）石神第一小学校体育館での避難生活 

石神第一小学校体育館には、電気、水道は来ていたが、空調がいき届かず

に寒く、また沢山の人がいて十分に睡眠ができる状況ではなかった。トイレ

は使えたが、２つしか使えず混雑していた。食事は、１日２食しか配給され

ず、おにぎりが１人１個とペットボトル入りの水だけだった（甲Ｃ４－１、

甲Ｃ８－１）。 

（カ）あづま総合体育館での避難生活 

あづま総合体育館には、電気、水道は来ていたが、空調がいき届かずに寒

く、食事は、基本的に食パンとペットボトル入の水が配給され、１回だけ温

かいおにぎりが１人２個ずつ配給されたことがある（甲Ｃ４－１、甲Ｃ８－
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１）。 

（キ）原町第二中学校体育館での避難生活 

原町第二中学校の体育館では、多数の避難者がいたうえに、それぞれの家

族の間に仕切りがない状況だった（甲Ｃ５－１）。 

（ク）喜多方市押切川体育館での避難生活 

喜多方市の押切川体育館には、広い空間に温風の暖房機が２台しかなかっ

たので、寒さをしのぐのが大変であった。そして、避難者一杯で、１家族に

与えられた占有スペースは畳４畳程しかない上、仕切りもないため、プライ

バシーなどないも同然で、着替えも自由にはできず、寝ている側をトイレに

行く人がよく通るため、寝不足にもなった（藤沢清一調書１２～１３頁）。 

（ケ）石神中学校での避難生活 

石神中学校の体育館では、１人につき毛布１枚を支給されたが、避難者で

溢れ横になるスペースもないので、ダンボールを敷いた床のうえに座ったま

まで夜を明かした。水に不自由はなかったが、食事は、１人につき、１個な

いし２個の具も海苔も塩味もついていないお米の固まりが配られただけであ

った（甲Ｃ８－１、甲Ｃ２８－１）。 

（コ）相馬女子高等学校（廃校）での避難生活 

廃校となった相馬女子高等学校では、仕切りのないなかで雑魚寝を強いら

れ、配られたものは、毛布とおにぎりだけだった。水洗トイレも使えず、大

便は新聞紙に包んで捨てるような状況だった（甲Ｃ８－１、甲Ｃ１０－１）。

職員室内で寝泊まりした者は、合計５３名いたが、１人分のスペースは、１

畳程度であった。コンクリートの床に段ボールを敷いて、さらにブルーシー

トを敷いて、その上に毛布を敷いて寝ていた。夜、身動きをとることはでき

なかった。灯油の不足により、午後５時にストーブを切って、午前５時に点

けるが、夜中は暖房がないことから、非常に寒かった（櫻井勝秀調書２６頁）。 
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（サ）江井集落センターでの避難生活 

江井集落センターでは、仕切りのないなかで雑魚寝を強いられた（甲Ｃ１

０－１）。 

（シ）大甕生涯学習センターでの避難生活 

大甕生涯学習センターでは、仕切りがないばかりか、１人１畳程度のスペ

ースしか与えられないなかで雑魚寝を強いられた。ストーブは焚かれていた

が、狭いスペースに大勢の避難者で寝泊まりしていたので、プライバシーは

なかった（甲Ｃ１０－１、櫻井勝秀調書２４頁）。 

（ス）原町第一中学校での避難生活 

原町一中では、「ご飯の固り」が日に２回１人１個ずつ配られただけであ

った。そのため、近くの店に食べ物を買いに行ったが、品不足でパンが少し

買えただけだった。体育館のトイレは水で流せなかったため、次第に悪臭が

漂うようになった。入浴施設がないため入浴できず、着の身着のままの避難

だったので、着替えもできなかった（甲Ｃ１４－１、甲Ｃ２１－１、甲Ｃ２

５－１、松波恭子調書７～１０頁、斎藤文子調書７～９頁）。 

（セ）福島北高等学校での避難生活 

体育館で避難生活を送ったが、毛布がただ１枚配布されたのみで、隙間風

にさらされ、非常に厳しい寒さにさらされた。ストーブはあったがあまりに

隙間風が冷たかったため体育館は暖まらず、しかも灯油が足りないから使わ

ないようにと指示され、十分に使うこともできなかった。 

食事も冷たく、トイレも水が流れずプールの水を汲んで流していた。体育

館の中では雑魚寝状態で、仕切りなどは何もなく、立つとすべてが見渡せる

プライバシーの守られない状況であった（西内功調書９頁）。 

（ソ）猪苗代町総合体育館カメリーナでの避難生活 

避難者が４００人近くおり、雑魚寝状態で仕切りがなく、布団が１枚ある

だけで仕切りがなく、プライバシーが守られない状況であった。夜間には、
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大きなうなり声や老人がはいつくばって歩いていたりした（西内功調書１０

頁、佐藤廣調書２３頁）。 

（タ）鹿島厚生病院での避難生活 

鹿島厚生病院に避難してきた人はほとんどおらず、ふとんもない状態だっ

たが、病院から災害用の毛布を貸してもらった。待合室にいた他の人から、

食事が出るからここにいるより避難所に行った方がいいと言われ、他の避難

所に移った（午来広調書５～６頁）。 

（ツ）さくらホール（鹿島区）での避難生活 

さくらホールは、布団がなく、災害用の毛布しかない状態で、コンクリー

トの床に段ボールを敷いて寝たために寝心地が悪かった。エアコンもついて

いなかったことから、室内でも非常に寒かった。食事は、小さなおにぎりや、

紙コップの味噌汁が配られたが、とても粗末なものだった。トイレは水道が

使えないことから簡易トイレで、不衛生だった（午来広調書６～８頁）。 

（テ）米沢市内の市営体育館での避難生活 

米沢市内の体育館に行くには、雪道の運転を２、３時間要するが、行って

みると、４００人近い避難者がおり、段ボールを敷いて、雑魚寝を強いられ

た。段ボールで仕切りを作ることは市役所職員から禁止され、プライバシー

がなかった（甲Ｃ２０－１、甲Ｃ４０－１）。 

（ト）丸森町筆甫中学校（廃校）での避難生活 

暖房は部屋にストーブが一台あるだけでとにかく寒いので、水を入れたペ

ットボトルを鍋で温めたものを湯たんぽ代わりにしたり、家族で体を寄せ合

ったりして過した。そのため、家族全員が、不眠症となってしまった。ここ

でも、当初の食事は「ご飯の固り」のようなおにぎりが日に２回配られただ

けであった。 

また、入浴施設はなく、下着の提供もなく着替えもできなかったため、体

の清潔感がなくなり、体がかぶれたり、かゆくなったりした。ここでも、校
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舎にあるトイレは当初水が流せず、体育館のトイレは水洗でなかったため、

次第に悪臭がするようになった。 

町の中心部から１５ｋｍ、入浴施設のある旅館から１８ｋｍ離れており、

携帯電話の電波も届かず、人間が避難する場所として、極めて不適切な場所

への避難を強いられた（甲Ｃ２１－１、菅頭一調書１８頁、松波恭子調書１

１、１２頁）。 

（ナ）丸森文化会館での避難生活 

丸森文化会館のトイレは、水が流れないこともあって、かなり臭く、それ

でもなお長い列ができるので、行かなくて済むようにできる限り水分をとら

ないようにしていた。食事は、冷たい「御飯の固り」しか食べることができ

なかった（松波恭子調書１０、１１頁）。 

（ニ）原町第二小学校での避難生活 

原町第二小学校の体育館には、何百人もの人が避難していた。体育館には

布団もなく、親戚にもらった長座布団で雑魚寝をした。食事は毎回おむすび

だった。周りとのしきいもなく、プライバシーがない生活だった。特に苦労

したのが、トイレの水が出なかった（北原敬司調書５、６頁）。 

（ヌ）伊達市の柳川体育館での避難生活 

柳川体育館には暖房はあったようだが、ほとんど効いておらず、とにかく

寒くて辛かった。１００人以上の避難者がおり、敷布団はあったが雑魚寝で

あった（北原敬司調書６～８頁）。 

（ネ）伊達市のふれあいセンターでの避難生活 

伊達市のふれあいセンターには３０人くらいの避難者がおり、談話室のよ

うな畳の敷いてある部屋に１５～２０人くらいで布団を敷いて寝ていた。食

事は、朝はパン、昼と夜は市販の弁当だった。お風呂はふれあいセンター内

にもあったが、温泉施設に毎日５００円払って入っていた（北原敬司調書９

頁）。 
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（ノ）天童スポーツセンターでの避難生活 

道場の床にスポンジを敷いて、その上に毛布をかぶって寝る生活であった。

３００人くらいの避難者と一緒に生活をすることを強いられ、子どもが騒い

だり、鼾をかいたりする者がいたことから寝られなかった（甲Ｃ３１－１）。 

（ハ）南相馬市立博物館での避難生活 

博物館の研修室には、びっしり人がいて、仕切りもなく、ごろ寝をするこ

とになったが、いびきがうるさくて寝られなかった。 

夜中に余震で目を覚まして騒ぐし、安心して寝られるような環境にはなか

った。避難生活が長くなってきたこともあり、「こっち来るな。」などと言

い合ったりして、イライラしていた（斎藤文子調書９、１０頁）。 

（ヒ）福島市役所の支所での避難生活 

大部屋で３０人程度の人数が雑魚寝の生活であり、水も家族で１リットル

のペットボトル１本、食事も一食が菓子パン１個しかない状況であった。他

にも多数の避難者がいたため、それぞれの家族の間に間仕切りなどもなく、

常に周囲の目にさらされてプライバシーもないような状況であった。さらに、

暖房器具は空調のみで、燃料不足からストーブなどはほとんど使われておら

ず、避難所は非常に寒い状況にあった。しかしながら、毛布は高齢者優先に

配られただけであったため、風邪をひいてしまった一審原告らがいる（新妻

康則調書４、５頁）。 

（フ）西置賜郡飯豊町 少年自然の家での避難生活 

少年自然の家では、８畳ほどの部屋に二段ベッドが８台置かれ、その部屋

で３家族１３人が生活していた。部屋の両脇に置かれたベッドの間の通路は

狭く、人が一人通るのがやっとという幅であり、仕切りもなかったからプラ

イバシーが守られるはずはなく、別の家族と同じ部屋であったから気も使い、

できるだけ部屋にいないようにしていた（鈴木豊子調書８頁）。 

イ 仮設住宅 
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   （ア）体育館や親戚宅での一時的な避難の後、一審原告らは、仮設住宅や借

上げ住宅に避難することになった。ところが、仮設住宅は、正に「仮設」

の住宅であって、本件原発事故前の住環境とは程遠く、一審原告らは、

以下のとおり、狭さ、暑さや寒さ、湿気、カビ発生、害虫発生、生活音、

プライバシー欠如など、不便さとストレスに悩まされている。 

   （イ）鹿島区、原町区の仮設住宅の状況 

      一審原告らが、住んでいた鹿島区の仮設住宅も原町区の仮設住宅（甲

Ｃ４－３の写真９～１２）は、部屋が狭く（４畳半２間、キッチン）、

壁が薄いので夏暑く、冬寒い上、隣の生活音が聞こえるため、隣近所に

気をつかって生活しなければならなかった。また、小さな花壇はあるも

のの農業もできず、年寄りだけの生活なので、何もすることがなく、周

りに知っている人はおらず、付き合いも希薄で、テレビを見るだけの生

活になった（甲Ｃ４－１、櫻井文雄調書６～８頁、午来広調書１２、１

３頁、北原敬司調書１１頁）。 

      バリアフリーもなく、車椅子での生活ができないことから、自力歩行

ができない一審原告らは、寝たきりの生活を強いられた（甲Ｃ１０－１）。 

   （ウ）小池原畑第２仮設住宅の状況 

      小池原畑第２仮設Ｂ４－３（甲Ｃ６－４）は、一棟の建物が数戸分に

区切られており、１戸分のスペースは、台所、バス・トイレに４畳半が

２間しかなく、大人３人（原告清一夫婦と母イチ）が暮らすには狭過ぎ

る上、壁が薄いので夏暑く、冬寒いので住み心地はよくなかった。隣の

生活音が聞こえるため、隣近所に気をつかって生活しなければならなか

った。庭もないので農作業もできず、年寄りだけの生活なので、何もす

ることがなく、周りに知っている人がいないため付き合いも希薄で、テ

レビを見るだけの生活になった（藤沢清一調書１４～１５頁）。 

ウ 借上や民間住宅 
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   （ア）仮設住宅ではなく、既存の民間借上住宅に入居した一審原告らも、決

して豊かな住環境を享受したわけではない。一審原告らは、狭さ、老朽

化、暑さや寒さ、湿気、害虫発生、生活音、プライバシー欠如など、不

便さとストレスに悩まされている。 

（イ）一審原告らの借上や民間住宅での生活状況 

      借り上げ住宅として提供された住宅のなかには、しばらく使っていな

かった民家も含まれており、入居の前に、一審原告らが、大掃除をする

必要が生じたこともあった（甲Ｃ２－１）。 

      一審原告らが、住んだアパートが狭いと、親子でありながら、互いに

気をつかって生活していた（甲Ｃ４－１、甲Ｃ５－１）。 

      また、壁や床が薄く隣室や上下階部屋の生活音が聞こえ、歩くだけで

「うるさい。」と１階の住人から苦情を言われ、棒で天井を叩かれたり

もした。避難先は、南相馬市より夏は暑く、冬は寒くて、環境になれる

ことも大変で、冷暖房を多く使うようになった（甲Ｃ４－１、甲Ｃ３５

－１）。 

         家族が、９名であったとしても、３ＬＤＫの間取りの１軒しか借り入

れ ることができず、部屋が狭すぎるあまり、未成年者の学習机を置く

ことはできなかった（甲Ｃ１７－１）。 

      高齢者がいながら、上層階に住むことを強いられたにも関わらず、エ

レベーターが存在しなかった（甲Ｃ３５－１）。 

      原発事故以前と比べて、狭い部屋に強いられ、逆に住環境が良好にな

った一審原告らは、皆無である（唯野博之調書１０～１２頁、北原敬司

調書１２、１３頁）。 

エ 親戚や知人宅など 

   （ア）親戚宅などに避難した一審原告らも、決して豊かな住環境を享受した

わけではない。一審原告らは、狭さ、老朽化、暑さや寒さ、湿気、害虫
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発生、生活音、プライバシー欠如など、不便さとストレスに悩まされて

いる。 

（イ）親戚や知人宅での生活状況 

      一審原告らの家族の家を頼っていったとしても、普段は、別の用途で

使用している部屋を一審原告らのために空けてもらったため、一審原告

らが義父母の立場であると何かと気を使わなければならず、与えられた

部屋（物理的）や肩身（精神的に）も狭く、ストレスを抱える生活を強

いられた（甲Ｃ１３－１、午来広調書８頁、甲Ｃ３７－１、甲Ｃ３８－

１、甲Ｃ４６－１など）。 

      一審原告らは、受け入れてもらっている気持ちから、生活費や食料品

を入れて生活することとなった（松波恭子調書１２、１３頁、小林五月

調書１２頁、甲Ｃ４３－１） 

（２）② 見知らぬ土地での不安など 

ア はじめに 

一審原告らは、避難前の地域生活の中で、長年に渡り、安心できる人間関係

を築いてきた。また、避難者であることが周囲に判明しても、定住意思が乏し

いことなどから、負い目を感じて、やはり、積極的に避難先コミュニティに溶

け込むことができない。 

イ 一審原告らが見知らぬ土地で生活したことによって被った不安など 

   （ア）福島県内（白河市、郡山市、福島市、二本松市、喜多方市、鏡石町、

西郷村など）、福島県外（山形県米沢市、同南陽市、同飯豊町、宮城県

仙台市、同名取市、同丸森町、新潟県新潟市、同新発田市、同小千谷市、

茨城県つくば市、同土浦市、栃木県小山市、同佐野市、同壬生町、同那

須町、埼玉県三郷市、東京都板橋区、同練馬区、千葉県流山市、同鎌ケ

谷市、山梨県笛吹市、福井県若狭町、大阪府大阪市など）で避難生活や

住み付くことを余儀なくされ、どこで何をすればよいのか分からず、ま
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ごつくことばかりであった（甲Ｃ３－１、甲Ｃ４－１、甲Ｃ６－１、甲

Ｃ８－１、甲Ｃ９－１、甲Ｃ１３－１、甲Ｃ１８－１、甲Ｃ２０－１、

甲Ｃ２３－１、甲Ｃ２６－１、甲Ｃ２８－１、甲Ｃ３３－１、甲Ｃ３５

－１、甲Ｃ３７－１、甲Ｃ３８－１、甲Ｃ３９－１、甲Ｃ４０－１、甲

Ｃ４４－１、甲Ｃ４５－１など）。 

      一審原告らのうち未成年（通学中の）者は、学校関係や友達関係とい

ったそれまで交友関係を失い、それらを新たに築き上げなければならず、

「全てを無くして、何で俺だけここにいるんだ。」という思いがずっと

あり、余り勉強に集中できなかった（藤沢清一調書１３頁）。 

   （イ）また、南相馬市内への避難であったとしても、行政区が異なれば、全

くなじみがなく、どこで何をすればよいのか分からず、まごつくことば

かりであった。近隣の人間関係が全く異なり、困りごとを相談したり、

されたりする人間関係とは程遠いものであった（甲Ｃ６－１、甲Ｃ９－

１、甲Ｃ１１－１、甲Ｃ１３－１、甲Ｃ２６－１など）。 

   （ウ）借り上げ住宅として提供された場所が、都市部ではなく、農村地域と

なると、部落の人たちと新たな部落の付き合いをすることになり、容易

ではなかった（甲Ｃ２－１）。 

   （エ）一審原告らの孫には、本件原発事故により、転校をしたものの、転校

先でなじめずに、孫のフォローをする必要が生じ、家族一緒に借り上げ

住宅に住むことになった者もいる（甲１４－１）。 

      本件原発事故により、借り上げ住宅に住むことにより、転校を余儀な

くされ、その地で新たに、人間関係を構築してきたものの、帰還するこ

とにより、再々度、人間関係を構築することが困難やストレスとなった

一審原告らも存在する（唯野博之調書１１頁）。 

（３）③ 被ばくによる不安や差別 

ア はじめに 
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本件原発事故直後、放射性物質拡散（被ばくを避けるための避難経路）に関

する情報が提供されなかったため、一審原告らは、高濃度の放射性物質に被ば

くしたと考えられ、この被ばくについて、健康不安を抱いている。 

本件原発事故による初期の放射性ヨウ素拡散について、高い被ばく線量の推

定値や、高い甲状腺がん発症率といったデータが存在し、将来にわたって、甲

状腺がん等健康被害の顕在化を懸念し続けなければならない心理状態に置かれ

たことや、それによって差別を被る蓋然性があること自体、被害といえるので

ある。 

イ 原発事故の情報すら入らないことによる不安 

２０１１（平成２３）年３月１１日のみならず、避難当初は、停電などの事

情もあり、テレビなどの情報源にアクセスすることが困難であり、どこが危険

なのか、どこが安全なのかは分からないことによる不安が生じた（甲Ｃ２－１、

甲Ｃ３－１）。 

体育館などでの避難先でも、詳しい情報が入らず、これからどうなるのか、

どこに行けばよいのか、非常に不安な状態が続いた（甲Ｃ４－１）。 

ウ 一審原告らが被った被ばくによる不安  

（ア）避難ができずに被ばくを強いられたことへの不安 

一審原告らのうち、２０１１（平成２３）年３月１１日から福島県外に避

難した者は皆無といってよい。特に、同月１２日に福島第一原子力発電所１

号機の原子炉建屋も水蒸気爆発を起こしてから、即時（日）に避難できなか

った一審原告らは初期被ばくについて不安がある（甲Ｃ６－１、甲Ｃ９－１、

甲Ｃ１１－１、甲Ｃ１８－１、甲Ｃ１９－１、甲Ｃ２１－１、甲Ｃ２３－１、

甲Ｃ２８－１、甲Ｃ３７－１、甲３８－１など）。一審原告らのなかには、

避難できずにいた者も存在し、被ばくへの不安は、かなり大きい（甲Ｃ３６

－１）。 
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（イ）仕事の都合から被ばくを強いられたことへの不安 

一審原告らのなかには、南相馬市の復旧工事に従事しなかった者がおり、

被ばくは相当量になっていることを自覚している（甲Ｃ９－１）。 

（ウ）避難先が福島県内であったことによる被ばくの不安 

初期被ばくに加え、空間染量の高い福島県内で生活していた一審原告らは、

今後、放射線の影響が出ないか不安がある（甲Ｃ６－１）。 

一審原告らのなかには、本件原発事故現場から遠くに避難しようと考え、

避難先として選択した場所が、本件原発事故前に住んでいた場所より、放射

線量が高く、情報が乏しかったことに憤りを感じ、不安をもっている（川岸

利夫調書１５、１６頁、末永昇調書１６頁）。 

（エ）帰還後の被ばくによる不安 

一審原告らのうち、２０１１（平成２３）年に、帰還した者のなかには自

宅周りで放射線量を計測すると、５マイクロシーベルト、草むらの上で０．

５マイクロシーベルトあった者がいる（星仁調書１３頁）。 

それにも関わらず、帰還したのは、被ばくの心配があったものの、会社に

行かないことによる収入減が怖かったり、高齢者が通院するために帰還を選

択せざるを得なかったりしたからである（星仁調書１４頁、甲Ｃ２８－１、

甲Ｃ３７－１、甲３８－１、小林五月調書１６頁など）。 

エ 一審原告らが被った被ばくによる差別 

（ア）学校での差別 

一審原告らのうち通学中の者は、当初、転校先で、自分たちが原発避難者

であることを言うことができず、言えるようになったあとは、嫌味を言われ

たり、いじめにあったりした（甲Ｃ２－１、甲Ｃ４４－１）。 

（イ）生活上（地域で）の差別 

一審原告らは、福島県外の避難先で、スーパーを見つけて駐車場に入って

いると、一審原告らの車が「福島ナンバー」であることを見られて、周囲の
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車が一斉に遠ざかっていったことを経験した（甲Ｃ８－１）。マスクや帽子

を身に着けていたり、食料品をたくさん買っていたりすると「避難者だ。」

と言われることがあった（甲Ｃ３５－１、甲Ｃ３８－１）。 

避難先近くにあるガソリンスタンドで給油をしようとしても、福島ナンバ

ーであることを理由に「福島の人には５Ｌしかやらない。」と言われ、毎回

５Ｌだけの給油しかしてもらえなかった。南相馬市役所の職員に相談して、

是正してもらえるまで、この状況が続いた（菅頭一調書１８、１９頁）。 

（４）④ 仕事や生きがいの喪失 

ア 失職 

（ア）避難指示によって、会社勤めの原告は勤務先閉鎖により失職したり、自営

業者の原告は営業停止や廃業に追い込まれたりして、仕事を失った。この失

職の苦痛について、ある原告は、「大きな不安と絶望感」と悲痛を訴えてい

る。失職した一審原告らは、何もせずにいたわけではなく、避難先で再就職

先を探そうと努力していた。しかし、避難生活で体調がすぐれないことなど

から、再就職することは容易ではないし、年齢の壁もある。たとえ高齢であ

ったとしても、本件原発事故が発生しなければ、従前の職場で勤務し続ける

ことができたり、自営業であれば定年無く働くことができたりしたはずであ

る。ところが、一度失職してしまうと、あらたに再就職しようとしても、年

齢がハードルとなって採用されないことは十分起こりうる。 

（イ）一審原告らの失職（賃料未払い）状況 

本件原発事故により、福島県相双地区で唯一の私立の全日制高校であった

松栄高校が、原発事故により廃校としたことから、そこで、勤務していた一

審原告らは、仕事を喪失した（甲Ｃ２－１）。 

本件原発事故による施設や工場の閉鎖により、一審原告らは、整理解雇や

出勤停止されている（甲Ｃ５－１、佐藤妙子調書２３、２４頁、甲Ｃ３７－

１、甲Ｃ４４－１など）。 
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本件原発事故による飲食店や商店の閉鎖により、一審原告らは、仕事を失

った（唯野博之調書１１頁、甲Ｃ２１－１）。 

本件原発事故による避難により、職場が、出勤しなかったことを理由に、

一審原告らは、退職とされてしまった（甲Ｃ３３－１）。 

会計事務所で働いていた一審原告らは、クライアントからの要望もあり、

本件原発事故後に就労を再開したが、所長が避難していたため、数か月間無

給での就労を強いられた（佐藤妙子調書３２、３３頁） 

（ウ）一審原告らの就業先の規模が縮小したこと 

一審原告らのなかには、事業の閉鎖をせずに、稼働再開を試みた就業先が

あるが、事業規模の縮小は避けられなかった（甲Ｃ１４－１）。 

自営業をしていた一審原告らは、本件原発事故により、客が避難したこと

で、店舗を再開しても、以前と同様に収入を得ることができなかった。その

ため、営業時間も縮小せざるを得なかった（島禎子調書１０～１２頁）。 

（エ）本件原発事故により忙殺されたこと 

一審原告らのなかには、本件事故当時、勤務先会社の化学工場に勤めてい

たが、会社が原発から２０ｋｍ圏内にあったため、本件事故後は、従業員が

会社の別オフィスへ異動したり退職したりして、１４０人から８０人くらい

に減少したが、他方で顧客からは商品の線量について問い合わせが相次いだ

りクレームがあったりしたため、その対応に苦慮し、ストレスとなった。ま

た、そのような忙しさにもかかわらず、２０１１（平成２３）年のボーナス

は出なかった（鶴蒔隆調書１７頁）。 

多忙を極めた一審原告らのなかには、これまで法定通りの有給休暇を消化

できていたにも関わらず、仕事量が３～４倍に増え、休日出勤をするばかり

か、残業時間も毎月８０～９０時間に及ぶほどになったものもいる（佐藤妙

子調書２０、２１頁）。 
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（オ）農業をする機会を喪失したこと 

一審原告らは、専業農家や兼業農家を営んだり（甲Ｃ１６－１）、自家消

費のための家庭菜園をもって作付けをしたりしていたが、農業をする機会を

喪失した（甲Ｃ２－１、甲Ｃ６－１、甲Ｃ８－１、大内敏文調書２０～２１

頁、甲Ｃ１２－１、甲Ｃ１３－１、唯野博之調書１１頁、甲Ｃ２１－１、甲

Ｃ２２－１、甲Ｃ２３－１、甲Ｃ２６－１、甲Ｃ３３－１、鶴蒔隆調書１７

頁、甲Ｃ３７－１、甲３８－１、小林五月調書１７頁、甲Ｃ４０－１、甲Ｃ

４４－１など）。養蜂をして、ハチミツの販売をしていた一審原告らは、風

評被害もあり、ハチミツの販売ができないことから、他県に移動して、養蜂

せざるをえなくなった（佐藤妙子調書２２、２３頁）。ひまわりの種や菜種

から油を搾る機会を購入したが、放射能汚染により、使う機会が全くない（甲

Ｃ３５－５）。 

水利組合の役員をしていた一審原告らは、今後の水利組合の運営でも頭を

抱え、ストレスとなっていった（星仁調書１２頁）。 

イ 習いごと、趣味の喪失 

（ア）一審原告らは、趣味として、釣り、アウトドア、演奏、絵画、茶道、古

美術などを楽しむことがあったが、避難生活によって、これらの趣味の楽

しみも喪失してしまった。 

また、趣味は、無心になって楽しむべきものであるが、かえって苦痛に

なってしまった場合も見られる。 

（イ）一審原告らが喪失した趣味 

ピアノの習いごとをしていた一審原告らは、習いごとに行く機会を喪失

するばかりか、借り上げ住宅などでは、近隣に迷惑をかけるため、練習す

る機会を失い、自宅に電子ピアノを購入した（甲Ｃ２－１）。 

スポーツをすることが好きな一審原告ら（高齢者が多い一審原告らのな

かにはゲートボールで楽しむ者も多い。）は、その機会を失い、少年野球
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の審判などをしていた者は、少年らと接する機会が減少した（小林五月調

書４頁）。 

ウ 何もやることがない苦痛 

（ア）一審原告らは、避難先の仮設住宅あるいは借り上げ住宅で、一日、何も

することがない生活を送っている。仮に失業に対する経済的補償（就労不

能損害）を受けているとしても、何もすることがないという苦痛を被って

いる。 

本件原発事故以前に仕事をしていなかったとしても、一審原告らは、家

庭や地域の中で何らかの役割を担って生活しており、そのことにやりがい

を感じていた。そのような日常のやりがいを奪われ、何もやることがない

無為な日々を過ごすことは、人間にとって極めて苦痛である。 

   （イ）時間を持て余すして、何もできないことによる精神的苦痛 

一審原告らは、本件原発事故以前は、収入を得るための仕事のほか、地

区の行事、農業の手伝い、犬の散歩、家事、買い物などやることは次々と

あった（甲Ｃ８－１、甲Ｃ３５－１など）。 

そのため、一審原告らは、「何もすることもなく、ぶらぶらしているこ

とが一番つらかったです。」として、避難生活の中で一番つらかったこと

として、時間を持て余して何もすることができないことを挙げている（藤

沢清一調書１１頁、甲Ｃ８－１など）。 

（５）⑥ 被害者同士等の軋轢 

ア 家族間の軋轢 

   （ア）本件原発事故前、一審原告らは、長年培ってきた距離感で、平穏な家

族関係や親族関係を構築していた。 

      ところが、避難生活の中では、程よい距離感が崩れたり、避難生活の

ストレスを家族へぶつけたり、帰還などに対する考え方の違いから口論

となったり、様々な軋轢に苦しんでいる。 
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   （イ）具体的に起きた家族間の軋轢 

      一審原告らは、本件原発事故以前に住んでいた自宅では、ほぼ１人１

室の状況だった。一審原告らの避難先であるアパートの部屋の大きさが、

これまで住んできた家と比べて狭いと互いに気をつかって生活すること

を余儀なくされた（甲Ｃ４－１、甲Ｃ８－１）。 

イ 避難者同士の軋轢 

（ア）避難生活の長期化による軋轢 

夜中に余震で目を覚まして騒ぐし、安心して寝られるような環境にはなか

った。避難者同士が、避難生活が長くなってくると「こっち来るな。」など

と言い合ったりして、イライラしていた（斎藤文子調書９、１０頁）。 

避難先で、毛布が確保されているか分からないことから、毛布の取り合い

をしていた（松波恭子調書１０、１１頁）。 

（イ）原発賠償金をめぐる軋轢 

親族関係にない避難者同士であっても、賠償金の違いなどから、人間関係

に軋轢が生じてしまっている。南相馬市においては、「半径２０ｋｍ圏内」

と「半径２０ｋｍ圏外３０ｋｍ」に分けられてしまったことから、避難者同

士の軋轢は深刻なものとなった。 

原告の住所が、福島第一原発から２０㎞圏内の避難指示解除準備区域内に

あれば、被告から避難慰謝料が支払われているが、支払われていない地区の

人から妬まれ、「補償金がもらえていいね。」、「美味しいものが食べられ

ていいね。」等と陰口を言われてしまっている（午来信一調書１０３項）。 

ウ 避難先住民との軋轢や非難 

   （ア）ほとんどの一審原告らは、避難先において、多額の賠償をもらって羽

振りが良い生活しているなどと誤った認識をされることによって、嫌味

を言われたり、嫌がらせを受けたりしており、避難先住民との交流に非

常に苦慮している。 
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   （イ）具体的に生じた避難先住民との軋轢や非難 

      一審原告らは、生き甲斐のない生活を余儀なくされ、地獄としか考え

られなかったにも関わらず、避難先で、「医療費がただでいいね。」「何

もしなくてもお金がもらえていいですね。」などと言われた（甲Ｃ５－

１、藤沢清一調書１６頁）。 

      一審原告らは、避難先で出身地が南相馬市であると告げると、「原発

事故の補償がもらえていいね。」と言われた（藤沢清一調書１４頁）。

福島県外に出稼ぎに出たところ、「お前は賠償金が出るからよいよな」

と言われ、仕事がやりにくい状況が生じている（佐藤妙子調書２３頁）。 

      一審原告らは、通院すると、医者からも「医療費が免除だから、来た

のですか。」などと言われる。 

      転職先では、原発賠償をもらったことを理由に「財閥」などと陰口を

言われるなどしている（午来信一調書１０３項）。 

（５）まとめ 

したがって、原発事故による特有の損害（ここでは避難慰謝料）として、一

審原告らに共通するものだけでも、①避難先住居での生活の限界（物理的な不

便さ）、②見知らぬ土地での不安、③被ばくによる不安や差別、④仕事や生き

がいの喪失、⑤家族の離散、⑥被害者同士等の軋轢というものが存在する（な

お、家族の離散については、個別事情として取り上げた。）。 

 

第３ 加算要素 

１ 一審原告らの主張－加算すべき事情 

（１）千葉判決が個別事情による上乗せをしていること 

ア 千葉判決 

千葉判決は、「中間指針等が定める月額１０万円という慰謝料の賠償基準は、

本件事故により避難を余儀なくされた者の主観的・個別的事情を捨象し、避難
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を余儀なくされた者が共通して被ると考えられる避難生活に伴う慰謝料の最低

限の基準を示したものと解するのが相当であり、一審原告らの個別・具体的事

情によっては、これを超える慰謝料を認めるべき場合は当然にあり得る。」と

判示した。 

イ 千葉地裁の個別事情による上乗せ 

千葉判決の全てを肯定するわけではないが、少なくとも、次の事情が認めら

れる原告に対して、避難慰謝料の加算を認めた点は、肯定できる。 

     ① 避難回数が多い 

     ② 家族との離散（ただし、離散した者を対象とする。） 

     ③ ペットとの離散 

     ④ 介護をしていた（世帯代表者にのみ、増額を認めたのではなく、介護

に従事していた者全てについて上乗せを認めている。） 

      ⑤ 持病がある（身体的、精神的いずれについても認めている。） 

     ⑥ 避難先でいじめに遇った 

（２）飯舘村ＡＤＲ（平成３０年（東）第４６３号、同４６４号）で、次の事情

が認められる申立人に対して、個別事情による避難慰謝料（日常生活阻害

慰謝料）を認めていること 

    飯舘村ＡＤＲの経過の全てを肯定するわけではないが、少なくとも、次の

事情が認められる申立人に対して、避難慰謝料の加算を認めた点は、肯定で

きる。 

     ① 要介護・障害・重程度・または中程度の持病があった 

     ② ①の該当者の主たる介護を行った 

     ③ 懐妊中であった 

     ④ 乳幼児の世話を恒常的に行った 

     ⑤ 家族の別離、二重生活が生じた 

     ⑥ 避難所の移動回数が多かった 
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（３）まとめ 

    以上により、 

     ① 避難回数が多い 

     ② 家族との離散（ただし、離散した者を対象とする。） 

     ③ ペットとの離散 

     ④ 介護をしていた（世帯代表者にのみ、増額を認めたのではなく、介護

に従事していた者全てについて上乗せを認めている。） 

      ⑤ 持病がある（身体的、精神的いずれについても認めている。） 

     ⑥ 避難先でいじめに遇った 

     ⑦ 避難時に未就学児の世話をしていた 

   場合には、避難慰謝料の加算を認めるべきである。 

２ 加算すべき額 

（１）① 避難回数が多い 

千葉判決は、３か月で６回避難した場合に３か月で６万円を、１か月で４回

避難した場合に１か月で２万円を増加している。 

避難先での生活には大きな困難が伴うという点のみならず、避難そのものに

対する大きな困難が伴うし、移動等による出費ならびに不安も生じることから、

避難回数が多い場合には、増額するという考え方は、是認できる。 

そこで、１か月に２回の避難が認められる場合には当該期間に限り２万円、

避難の回数が１回増えることに１万円ずつ加算すべきである。 

なお、「震災による避難」と「原発事故による避難」を分ける観点から、中

学校からの避難回数をカウントすることとした。例えば「大甕小学校 → 原町

一中 → 親戚宅」と避難した場合は、親戚宅を１回目の避難先とする。 

（２）② 家族との離散 

ア 同一世帯にあった者の離散 

千葉判決は、離散した者にしか、離散による慰謝料の増額を認めていない。
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例えば、原発事故前、４人で暮らしていた家族のうち、１名が仕事により、も

う１名が体調の点から離散したケースにおいては、離散した２名についてしか、

離散による増額を認めなかった。 

家族は、相互に扶助しあって生活しているところ、残った者にも離散した者

との間で築き上げてきた関係があるし、家族が離れて暮らすことになった場合

に、一方のみ離散したという評価をするのは不適切である。 

そこで、家族との離散が認められる一審原告らについては、離散した期間に

応じて、１か月に２万円ずつの加算をすべきである。なお、終期については「離

散が解消した時点」か「避難慰謝料の請求期間」のいずれか早い方とする。 

イ 同居していないものの相互扶助が認められる者の離散 

家族の離散による慰謝料の増額は、同居している場合のみならず、近くに居

住しており、相互扶助が認められるケースにおいても、認めるべきである。例

えば、子ども夫婦が同じ家に住んでいなかったとしても、食事や送り迎え等に

より、相互が行き来しているケースにおいては、同居しているのと同じように

相互に扶助しているといえるからである。 

ただし、同居している一審原告らと同等の相互扶助が認められるとはいえな

いことから、離散した期間に応じて、１か月に１万円ずつの加算をすべきであ

る。なお、終期については「離散が解消した時点」か「避難慰謝料の請求期間」

のいずれか早い方とする。 

（３）③ ペットとの離散 

被告は、ペットとの離散があったケースについて５万円を支払い、千葉判決

は、当該損害金額について相当であると考えている。しかし、家族との離散に

匹敵するペットとの離散について、５万円と評価するのは著しく低額すぎる。 

ペットを飼うことで癒されることはもちろん、孤独解消、世話をすることに

よって、思いやりの心が育まれ、子どものコミュニケーション能力が向上した

り、老人がより積極的に会話をしたりするようになったりする。 
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また、人間同士であれば、互いに連絡をし合うことができるが、ペットと離

散したならば、永遠に再会することができないと想定した方がよく、原発事故

を契機として死別させられたと捉えても、言い過ぎにはならない。 

そこで、人間同士の交流に匹敵するまで深いものとはいえないが、死別に匹

敵するものであることからすると慰謝料額としては、ペットを飼っていた一審

原告らについては、１匹について３０万円の加算を認めるべきである。 

（４）④ 避難中に介護をしていた 

千葉判決は、介護が認められるケースにおいて、世帯代表者にのみ、増額を

認めたのではなく、介護に従事していた者全てについて上乗せを認めており、

その額については、１か月に１万円ずつの加算としている。 

この点、被介護者の介護を必要とするが、身体的なものか精神的なものかで

区別すべきである。なぜなら、精神疾患を抱える者を介護するケースにおいて

は、被介護者の要望に応えるとともに、徘徊、暴言や奇声の発声など不規則行

動の予防や沈静など、周囲に気を遣わなければならない事情が多岐にわたるた

めである。 

そこで、避難中、要介護者を介護していた一審原告らには１か月につき１万

円ではなく２万円の加算を、精神疾患を患っている者を介護していた一審原告

らには１か月につき１～２万円ではなく４万円の加算を認めるべきである。 

（５）⑤ 持病がある（身体的、精神的いずれについても認めている。） 

千葉判決が、身体的、精神的持病があるケースにおいて慰謝料の増額を認め

た点について是認できる。医療機関の処方を受けて、服薬しているという点だ

けであっても、避難先における薬の管理や服用を忘れないようにしなければな

らず、避難するだけにとどまらない精神的苦痛がある。ただし、持病について

は、ひとくくりにするのではなく、通院して処方を受けているか、障がい者の

認定を受けて１週間に１回以上通院しているか、というランクを付けて増額す

べきである。 
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そこで、通院して処方を受けている一審原告らには１か月につき２万円の加

算を、障がい者の認定を受けて１週間に１回以上通院している一審原告らには

１か月につき１～２万円ではなく４万円の加算を認めるべきである。 

（６）⑥ 避難先でいじめに遇った 

千葉判決は、避難先でいじめにより転校を余儀なくされた中学生（当時）に

ついて、１か月３万円の慰謝料の増額を認めている。 

２０１７年６月６日、ＮＨＫは「クローズアップ現代」において、原発避難

いじめアンケートから、子どもにおいて「放射能がうつる。賠償金をいっぱい

もらっているんだから、おごれ。」「無視され高校を転校した。」「首をしめ

られる。ズボンを下げられる。親を拒否していて、何も話せない状態が続いて

いる。」という実態が存在し、何の罪もなく、避難者であることを理由にいじ

めを受け、心に大きな傷を受けていることがわかったと報道した。 

そこで、避難先でいじめに遇ったケースについては、いじめの結果、転校を

余儀なくされた一審原告らはいじめの期間に対して１か月につき５万円、転校

をしなかった一審原告らはいじめの期間に対して１か月につき２万５０００円

の加算を認めるべきである。 

（７）⑦ 避難時に未就学児の世話をしていた 

未就学児は、乳児、未満児、未満児を超えた幼児と分類される。年齢ごとで

育児の内容も変わるが、概ね、授乳・ミルク、食事準備・介助、おむつ替え、

衣類の洗濯・着替え、寝かしつけ、入浴をする必要がある。 

未就学児の行動として、監護者の意に沿わないような行動をしたり、突然い

なくなってしまったり、突然、泣いてしまう特徴がある。 

そこで、見知らぬ避難先では、未就学児の監護に神経をつかうところ、未就

学児と同行して避難していた成人に対して、１か月２万円の加算を認めるべき

である。 
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３ 個別事情による避難慰謝料の加算表 

 項目 

対象となる一審原

告ら 

始期～終期 加算額 

① 避難回数が多い 

２回以上／月の避

難をした者 

２回以上／月の避難

が存在する期間 

２万円／月 

避難回数が増える

ごとに１万円加算 

② 家族との離散 

同一世帯で離散の

経験をした者 

離散の開始 ～「離散

解消」か「避難慰謝

料の請求期間」の早

い方 

２万円／月 

同一世帯ではない

が相互扶助があり

離散を経験した者 

１万円／月 

③ ペットとの離散 

飼っていたペット

と離散した者 

－ 

１匹につき３０万

円 

④ 避難中の介護 

要介護者を介護し

ていた者 

避難の開始 ～「介護

解消」か「避難慰謝

料の請求期間」の早

い方 

２万円／月 

精神疾患患者を介

護していた者 

４万円／月 

⑤ 持病がある 

通院して処方を受

けている者 

避難していた期間 

２万円／月 

障がい者の認定を

受け１回／週以上

通院している者 

４万円／月 

⑥ 

避難先でのいじ

め 

いじめの結果転校

した者 

いじめられていた期

間 

５万円／月 
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いじめを受けたが

転校はしなかった

者 

２.５万円／月 

⑦ 

避難時に未就学

児の世話 

未就学児と同行し

て避難していた成

人 

未就学児と避難して

いた期間 

２万円／月 
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第４章 ふるさと喪失・変容慰謝料（総論） 

第１ 南相馬市原町区における生活基盤の喪失・変容について 

１ 一審原告らの主張 

一審原告らは、一審最終準備書面において、本件事故前に一審原告らが居住し

ていた南相馬市原町区の変容状況について次のように主張した。 

（１）南相馬市の人口は本件事故前の水準には戻っていないこと 

南相馬市が本件事故前の状況に復興したかどうかを判断する最も重要な指標

は、本件事故前に住んでいた住民が戻ったかどうかである。本件事故前の状況

を維持するためには住民のマンパワーが不可欠であり、また元の住民が戻らな

いということは、現在の南相馬市の状況に戻れない何らかの問題があることを

示しているからである。 

本件事故前の南相馬市の人口は、国政調査によると２０１０（平成２２）年に

は７万０８７２人であった。２０１１（平成２３）年２月２８日現在の住民基

本台帳に基づく人口は７万１４９４人で、両者はほぼ一致する数字であった。 

南相馬市の人口は、原発事故によって、７万１５００人のうち６万３０００

人が市外に避難したため、８５００人まで減少した。その後、南相馬市の諦め

ない、絶え間ない努力の結果、７年経った２０１８（平成３０）年４月１日現

在、市内居住人口５万４７１４人、総人口６万０９８０人（同年３月３１日現

在）まで回復した。 

２０１８（平成３０）年３月末の住民基本台帳に基づく人口は約６万１００

０人なので、その差約１万人が南相馬市外に住民登録をした人数である 

そして、２０１８（平成３０）年３月末における南相馬市の居住人口は、５

万４２７０人なので、その差の約７０００人が南相馬市に戻っていない人数で

ある。 

加えて、南相馬市内には住んでいても、本件事故前の住所に戻れていない人

も５０００人近くいるので、南相馬市に住民登録をしている約６万１０００人
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のうち約１万２０００人が本件事故前の住所に戻れていないことになる。 

本件事故前の南相馬市の人口は減少傾向にあったことは確かであるが、減少

傾向は緩やかになっていた。 

ところが、２０１８（平成３０）年３月３１日現在、南相馬市の人口は、住

民登録人口は６万１０００人、市内居住人口５万４２７０人に過ぎず、住民登

録人口で約１万０５００人、居住人口で約１万６０００人も減少しており、ま

た、居住人口は２０２０（平成３２）年度における予測人口６万２８８６人（南

相馬市総合計画・乙Ａ７２）からも２年も早い段階で８０００人を超える減少

となっている。 

また、２０１９（令和元）年９月３０日でも南相馬市の居住人口は５万４７

１７人であり、やはり２０２０（平成３２）年には６万２８８６人との予測を

８０００人以上も下回る数字である。 

本件事故で避難した市民が未だに戻らない要因について、本件事故による飛

散した放射能による健康不安及び廃炉過程での事故による放射能汚染に対する

危惧である。 

（２）人口構成の変化について 

ア 高齢化率の増加 

南相馬市では、本件事故前と現在では、６５歳以上の人口は余り変りがない

ものの、６４歳以下の人口が激減したため、高齢化率が一層進展してしまって

いる。生産年齢人口は、本件事故前の４万３２００人から、２万９９００人と

１万３０００人以上も少なくなっており、南相馬市では、生産年齢人口の減少

が著しいために働き手不足が深刻である。 

イ 女性人口の減少が多いこと 

減少数の男女の別をみると、女性の方が男性よりも多く減少している。本件

事故前には７万１５００人の人口の中で、男性に対して女性が５０００人ほど

多かったのに対し、居住人口５万４０００人のうち女性が男性に対して３００
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０人ほど少なくなっている。 

ウ 子育て世代が戻っていないことの影響 

本件事故による放射線に対する健康不安から、女性、とりわけ子育て世代の

女性が避難したまま戻らないこと、そのため、子育て世代の女性が担うことが

多い、看護師、介護士、保育士及びサービス業のパート労働者が不足している。

そのことが、南相馬市の医療環境及び教育環境を、子育てをするのに十分な水

準に戻すことの妨げとなり、子育て世代の女性が戻ってくることの支障となる

というように、負のスパイラルを生じさせており、南相馬市の復興に向けての

障害になっている。 

そのため、櫻井前市長は、市独自に、看護師不足を解消するために生活費の

支援を含めた無償修学資金制度、介護ヘルパーについては無償での研修制度、

保育士については家賃補助制度を創設するなどしたが、２０１８（平成３０）

年においても、市立総合病院、大町病院、小野田病院及び雲雀が丘病院（精神

科）の４病院で合計約１００人の看護師不足となっており、保育園については

待機児童が１００名を超えており、市職員としての保育士は本件事故前と比べ

て６０人も不足している。 

（３）学校の機能の回復について 

ア 児童・生徒の数も回復の指標とすべきこと 

一審被告は、被告準備書面（６）において、２０１２（平成２４）年４月ま

でには、南相馬市の各教育機関が自校授業を再開するなどして、学校の機能が

本件事故前の状況に戻っているかのように主張する（３６～３７頁）。 

しかし、学校の機能が従前どおりに回復したというためには、児童・生徒の

数が本件事故前の水準に戻ったかどうかについても指標とされなければなら

ない。児童・生徒の数の減少は、友人の減少、行事の縮小、部活動の選択肢の

減少（一定の人数を必要とするスポーツ、ブラスバンド、合唱等）を来し、学

校が有する教育機能の低下につながるからである。 
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イ 原町区内の小中学校の児童・生徒数の推移 

（ア）小学校の児童数の推移 

原町区内の小学校の児童数は、本件事故前の２０１０（平成２２）年５月

１日時点で合計２６７０人だったが、本件事故直後の２０１１（平成２３）

年５月１日時点では合計７９０人と本件事故前から７０．４％減となった。

その後、２０１３（平成２５）年５月１日時点で１３５３人（同４９．３％

減）、２０１７（平成２９）年５月１日時点で１５４０人（同４２．３％減）、

２０１８（平成３０）年時点で１４８６人（同４４．３％減）、２０１９（令

和元）年時点で１４６２人（同４５．２％減）と減少したままで、しかも最

近では減少傾向にあることから、児童数が本件事故前の水準に回復する見込

みはない。 

（イ）中学校の生徒数の推移 

原町区内の中学校の生徒数は、本件事故前の２０１０（平成２２）年５月

１日時点で合計１３０６人だったが、本件事故直後の２０１１（平成２３）

年５月１日時点）では合計５３８人と本件事故前から同５８．８％の減とな

った。その後、２０１３（平成２５）年５月１日時点で８６７人（同３３．

７％減）、２０１７（平成２９）年５月１日時点で９１４人（同３０．１％

減）、２０１８（平成３０）年時点で８８４人（同３２．３％減）、２０１

９（令和元）年８７５人（同３３％減）と減少したままで、しかも最近では

減少傾向にあることから、児童数が本件事故前の水準に回復する見込みはな

い。 

ウ 小括 

原町区内の小学校の児童数は本件事故前と比べ４５．２％も、中学校の生徒

数は３３％も減少してしまっている。これは、若い世代、特に子育て世代が帰

還していないこと、そして、そのことが、医療、保育、それに教育環境等を子

育てに十分な状況にすることを妨げているからであり、今後もこの状況が改善
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される状況にはない。 

南相馬市の教育機関の機能は、本件事故前の水準に戻ったといえる状況にな

いだけでなく、戻る見込みはない。 

（４）医療環境について  

ア 医療施設について 

２０１０（平成２２）年に、南相馬市内には病院が８施設、一般診療所が４

７施設、歯科診療所は３１施設あった。しかし、２０１６（平成２８）年６月

１日現在では病院が７施設（但し病院として稼働しているのは５施設）で、一

般診療所が３１施設（原町区２５、鹿島区４、小高区２）と減少している。小

高区にあった赤坂病院は休止中で、原町区にあった渡辺病院は新地町に移転し

ている。なお、歯科診療所は２０１５（平成２７）年時点で２３施設である。 

イ 医療スタッフ及び整備等について 

２０１０（平成２２）年に、南相馬市内には、医師が１１２名、歯科医師が

４２名、薬剤師が１１０名いたが、２０１６（平成２８）年には、医師９５名、

歯科医師３４名、薬剤師９１名と減少している。 

看護師不足は深刻であり、２０１０（平成２２）年には、看護師が４２８名、

准看護師が４０３名いたが、２０１６（平成２８）年でも、看護師が３８２名、

准看護師が１８６名と激減したままである。 

南相馬市では、看護師不足を解消するため、２０１２（平成２４）年に看護

学校の学費等を貸与し、卒業後に市内の医療機関に３年勤めれば返済不要とす

る援助制度を作ったが、２０１８（平成３０）年５月２８日現在、市立総合病

院、大町病院、小野田病院及び雲雀ヶ丘（精神科）の４病院で、合計約１００

名の看護師不足となっている。 

ウ 小括 

以上のとおり、南相馬市における医療体制の現状は、原発事故前のレベルか

らは程遠い状況にあり、住民の医療ニーズを満足させるまでに回復していると
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は到底言えない。 

（５）介護環境について 

前述のとおり、南相馬市では本件事故後人口が減少しているが、その一方で

高齢化の進展に伴い、要介護等認定者数は、２０１０（平成２２）年の要介護

２０４２人、要支援５７１人であったのが、２０１５（平成２７）年には要介

護２４５８人、要支援８０６人と増加している。 

しかし、介護を担う人手不足のため、南相馬市内の特別養護老人ホーム、介

護老人保健施設、グループホーム等の宿泊できる施設で、２０１８（平成３０）

年４月１日現在、約２００床が空いており、２対１で職員数を換算すると１０

０人以上が不足していることになる。 

これは、本件事故が原因で子育て世代の１００名の職員が退職したことが一

番の原因である。 

その結果、「万葉園」の待機者は、本件事故前は２３０名であったが、２０

１８（平成３０）年１０月１日現在では５７０名くらいに増加してしまってい

る。    

（６）各産業について 

ア 商業施設について 

大甕上地区・下地区の住民が利用していた林商店及び島酒店は、２０１８（平

成３０）年には閉店してしまった。 

スポーツ用品店の「ゼビオ」は、本件事故後に閉店したままであり、多くの

市民は、仙台市まで買いにいかなければならない状況が続いている。 

原町区内にはスーパーフレスコキクチが３店舗あったが、大木戸店は人が集

まらないため未だ再開できておらず、ヨークベニマル原町店も同様であった。    

イ 観光業について 

被告は、被告準備書面（６）において、南相馬市の観光客入込数は、２０１

２（平成２４）年以降、順調に回復し、２０１５（平成２７）年には、２０１
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（平成２２）年を大きく上回る１８８万０３５９人の観光客が同市を訪れてい

ると主張する（４０頁）。 

しかしながら、南相馬市作成の「交流人口調査対象一覧表」（甲Ａ１００）

によれば、南相馬市の２０１６（平成２８）年の観光交流施設訪問者計２００

万８３２０人のうち、大部分を占めるのは、２０１５（平成２７）４月にオー

プンした常磐自動車道の南相馬鹿島サービスエリアにある「セデッテかしま」

を訪問した人数（１１７万５２７６人）である。増加した観光客の入込客数は、

ほぼ、鹿島区にある「セデッテかしま」を訪れた客であり、原町区を訪れた観

光客はほとんど増加していない。 

また、本件事故後に休止されたままとなっている施設やイベントも多くあり、

また、再開された場合でも、若い世代の帰還が進んでいないため、規模が縮小

されたものが多い。 

ウ  農業について 

（ア）本件事故により農家数が減少していること 

  
平成２

年 

平成７

年 

平成１２

年 

平成１７

年 

平成２２

年 

平成２７

年 

農家数 
５、５２

８ 

５、１３

６ 

４、７７

１ 

４、３９

８ 

３、９６

９ 

２、２２

３ 

減少率 
１０

０% 

９２.

９% 

８６.

３% 

７９.

６% 

７１.

８% 

４０.

２% 

南相馬市がホームページで公開している農業統計によると、１９９０（平

成２）年に５５２８あった農家数は、減少傾向にあったものの、２０１０（平

成２２）年でも３９６９（７１.２％）あったが、２０１５（平成２７）年に

は２２２３（４０.２％）にまで減少している。この大幅な減少の原因が本件

事故であることは明らかである。 
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（イ）稲作について 

① 作付けが可能であるということだけでは意味がないこと 

被告は、南相馬市においても、２０１４（平成２６）年には、帰還困難区

域を除く市内すべての水田で作付けができることになり、避難指示区域等に

おいても、作付け再開に向けた準備が進んでいる等として、南相馬市の復興

が進む根拠の一つとしている。 

しかしながら、米作は単に栽培すること自体を目的に行うものではなく、

栽培したものを、かけた労力や費用に見合う金額で売却することを目的に行

うものである。したがって、法的、物理的に作付けが可能だとしても、労力

や費用に見合う金額で売却できる見込みがなければ、現実問題として米農家

は作付けをすることができない。 

② 水稲作付けの生産者及び面積の推移 

本件一審原告らの多くが本件事故前に行っていた水稲稲作については、２

０１０（平成２２）年度には、生産者数３０６３、作付面積は５０３０ha で

あったが、本件事故が起こった２０１１（平成２３）年度には生産者数、作

付面積がとも０になった後、翌年から徐々に作付面積が増加しているものの、

２０１９（令和元）年度でも、生産者数４７４、作付面積２７４０ha であり、

それぞれ本件事故前の約１５％、約５４％でしかない。 

これは、南相馬市の米農家の多数が、作付けをしたとしても、本件事故の

風評被害等によって、かけた労力や費用に見合う金額で売却することができ

ない等と考えて、作付けの再開をしていないからである。 

そして、作付面積に比して生産者数が少ないのは、「農業再開をあきらめ

る人が多いため、行政が農業法人による大規模化、機械化を進めていること

が背景にある。   

③ 主食用米と飼料用米の割合の推移 

本件事故前の２０１０（平成２２）年度は、主食用米が４８０８ha（９６％）、
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飼料用米が２１７ha（４％）であったのに対して、２０１６（平成２８）年

度は、主食用米が２６５ha（１５％）、飼料用米が１４９７ha（８５％）と

なっており、主食用米が大きく減少し、代わりに飼料用米が増加している。 

その後、食用米の作付けも増えたが、２０１９(令和元)年でも、食用米６

８６ha に対し飼料米１８３１ha と飼料米の作付けは約３倍となっている。 

これは、原発事故の風評被害等によって、主食用米として栽培を行っても、

飼料用米の価格（補助金等も合わせた金額）よりも低い価格でしか売却でき

ないと多数の米農家が判断している一方で、飼料米については、一反あたり

１万円の補助金が出されしかも全量買い取りという政策がある上、飼料米で

あれば農薬に対する制限も緩く、直播の実施等で機械化・大型化すれば、採

算が取れるからである。 

しかし、一人でやっている農業法人がその方が病気になったとき、あるい

は飼料米の値段が下がったときにどうなるか心配が大きい。 

④ 小括 

以上のとおり、南相馬市の米作は、生産者数は激減し、作付面積も原発事

故前とは程遠い水準にとどまっており、栽培された米についても主食用米と

して販売することが困難な状態であり、復興が進んでいるとは到底言えない。 

（７）まとめ 

以上のとおり、南相馬市は、本件事故によって、自然環境、民生、産業等あ

らゆる面で大打撃を受けたものの、櫻井前市長はじめとする市職員及び市民の

日々の努力によって、ある程度の復興はしている。しかしながら、本件事故が

なかりせばかくのごとくと言える状況には遠く及ばないことは明らかである。  

 

２ 原判決の判示 

原判決も、概ね一審原告らの主張を認め、原町区の変容状況について次のよう

に判示している。 
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（１）人口について 

「以上のとおり、南相馬市原町区の人口動態を客観的に見ると、子育て世代

等の若い世代や子供の数は本件事故前よりも相当少なくなっていると認められ、

本件事故から相当年数が経過した時点においても、本件事故前の水準に回復す

る見通しは不明瞭であるといえる。福島第一原発から半径２０ｋｍ圏内の旧避

難指示解除準備区域ではその傾向が顕著であるが、半径２０ｋｍ圏外の旧緊急

時避難準備区域においてもその傾向が認められる。旧避難指示解除準備区域の

住居者であると旧緊急時避難準備区域の住居者であるとを問わず、原告らの多

くが若い世代や子供の帰還がされていない旨述べていることや検証の結果 

（検証調書別添の「検証・指示説明」・１７～２７頁参照）を裏付ける状況が

認められる。 

(c)これに対し、被告は、本件事故前から南相馬市の人口は減少傾向であるこ

と、人口減少の一因は地震・津波による被害が生じたことにもあることなどを

主張するが、既に述べたとおり、雫地区、小沢地区及び小浜地区において特に

本件津波の影響は否定できないし、もとより本件地震及び本件津波の影響もあ

ったにせよ、本件事故後の人口の減少、特に生産年齢人口のうちの女性の減少

や年少人口の顕著な減少は加速度的なものとみられ、本件事故による避難の指

示や放射線感受性が高い年少世代とその親世代が放射線被ばくの可能性を嫌気

した結果であると推認でき、小沢地区を除き、この点に関する被告の上記主張

は採用できないか、少なくとも、慰謝料算定に当たって考慮する必要がないも

のというべきである。」（３７７～３７８頁） 

（２）生活インフラや農業、商工業の状況について 

「いわゆる生活インフラの回復はそれなりにされていたものとみることがで

きる。」、「卸売業・小売業、製造業についても、本件事故直後、その規模は

大幅に小さくなったものの、徐々に回復している傾向がみられ、求人倍率をみ

ても南相馬市内の求人の需要は、いわゆる復興需要や除染作業などに支えられ
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ている可能性がある（検証調書別添の「検証・指示説明」・８、９頁）として

も、比較的高い水準となっている（認定事実②（２）ｱ(ｳ)h(b)及び i(a)参照）。

そのほか、南相馬市を訪れる観光客数は、本件事故直後は減少したものの、相

馬野馬追を中心として平成２７年頃には大分回復していると認められるし、原

町区の市街地における住宅需要が高まっている状況もうかがわれる（認定事実

②（２）ｱ(ｳ)i(b)及び(c)参照）。 

そして、南相馬市は平成２３年中にその後１０年間を計画期間とした復興計

画を策定し、生活再建、経済復興、都市基盤整備、原子力、防災対策、教育・

子育て環境再興等の各分野について課題を整理した上で、復興に係る施策を順

次実施し、市民からも一定の評価を得ていることがうかがわれる（認定事実②

（２）ｱ(ｴ)参照）。」」（３７９頁）と判示する一方で、 

「(b)以上のような本件事故後の南相馬市原町区の復興状況や復興の取組が

みられるのと同時に、他方、医療施設については、本件事故前と比べると、病

院数や病床数、医療従事者数が減少しているほか、福島第一原発から半径２０

ｋｍ圏内の医療施設の規模はかなり減少したとみとめられる（認定事実②（２）

ｱ(ｳ)f(a)及び(c)参照）。高齢者人口の増加に伴う医療に対する需要の高まりが

想定されるが、南相馬市が医療環境の問題点として指摘するとおり（認定事実

②（２）ｱ(ｳ)f(d)参照）、住民の医療ニーズを満足させるような医療施設のキ

ャパシティが本件事故前の水準まで回復しているとはいい難く、南相馬市の人

口動態も踏まえると、今後も改善するかどうかは不明瞭な状況にある。また、

農業については、南相馬市の農家数は本件事故後大きく減少していることに加

え、南相馬市全体、原町区のいずれでみても、令和元年度の田んぼの作付面積

は本件事故前の半分程度にとどまっている上、生産されている米の種類も飼料

用米が主であり、主食用米は本件事故前の６分の１程度に過ぎない（認定事実

②（２）ｱ(ｳ)g 参照）。主食用米の作付面積は年々増加していることは否定で

きないが、本件事故後１０年近くが経過してなお作付面積が上記の程度にとど
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まっていることや本件原告らの農業に関する供述内容等も踏まえると、今後の

見通しは不明瞭であるといわざるを得ない。さらに、卸売業・小売業、製造業

についても本件事故前には及ばない水準にとどまっており、本件事故による影

響が継続していることは否定できず、原町区商工会議所の会員数もこれ以上の

増加は見込めない状況である（認定事実②（２）ｱ(ｳ)h(b)参照）。」と判示し

た（３７９頁）。 

このように、原判決は、①住民の医療ニーズを満足させるような医療施設の

キャパシティが本件事故前の水準まで回復しているとはいい難いこと、②農業

の見通しは不明瞭であること、③卸売業・小売業、製造業についても本件事故

前には及ばない水準にとどまっており、本件事故による影響が継続しているこ

とは否定できないこと、④原町区商工会議所の会員数もこれ以上の増加は見込

めない状況であることを認めている。 

そして、原判決は原町区の復興状況について以下のように総括している。 

「(ｳ) 小括 

以上のとおり、地域の産業や農業、医療態勢等において本件事故前の水準に

達していない面があることは否定できないが、これらについても一定の回復や

復旧の状況が認められることに加え、原町区内の生活インフラ、教育施設や商

業施設の再開状況を見ると日常生活を送る上で特段の問題が生じていることは

認められないことや、本件事故後、福島第一原発から半径２０ｋｍ圏内の地域

も含め、避難指示の解除等に伴い一定数の住民が帰還し、津波による被害が大

きかった地域を除き、地域組織や地域行事も相当数存続していることなども踏

まえると、旧緊急時避難準備区域はもちろんのこと、旧避難指示解除準備区域

においても、地域の生活基盤や機能が不可逆的あるいは確定的に喪失したとま

でいえる状況にはない。 

しかしながら、本件事故前の水準に戻っていない医療体制や地域の産業等が

今後更なる回復を見せるかについては、南相馬市原町区の生産年齢人口及び年
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少人口の減少、特に旧避難指示解除準備区域における高齢者率の上昇等からう

かがわれる生産年齢人口及び年少人口すなわち地域社会を今後担うべき次世代

の明らかな減少を踏まえると、今後の更なる復興を阻害する大きな要因となる

であろうことは容易に推認される。農業については、原告らの供述によるまで

もなく、農家の数や米の作付面積等の客観的な数字から、本件事故による影響

は大きく受けていると評価できるところであり、本件原告らのうち農業を営ん

でいた者の生活基盤が相当損なわれたことは否定できない。」（３８２頁） 

以上のとおり、原判決は、本件事故により、南相馬市原町区における生活基

盤は大きく損なわれ、南相馬市等によって様々な復興の取組がなされたものの、

原審が結審した２０２０（令和２）年７月現在においても、本件事故前の状況

にまで復興したと言える状況には程遠く、今後もその見込みはないことを認め

ているのである。 

 

３ 現在の原町区の復興状況 

（１）人口について 

前記１、（１）のとおり、２０１８（平成３０）年４月１日現在、市内居住

人口５万４７１４人、同年３月末の住民基本台帳に基づく人口は約６万１００

０人であった。 

その後も、南相馬市の人口は減り続け、２０２１（令和３）年４月１日現在

の現住人口は５万２４５０人（甲Ａ２４９）、同年３月３１日現在の住民基本

台帳に基づく人口は５万８７０３人であり（甲Ａ２５０）、この３年間でそれ

ぞれ２２００人以上の減少となっている。 

人口減少傾向が今後止むことは考え難く、南相馬市が本件事故前の状況に復

興したと言える最も重要な指標である人口が、本件事故前のレベルに達するこ

とは最早あり得ないことは明らかである。 

また、南相馬市の帰還困難区域を除く旧避難指示区域の指定解除後における
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旧避難指示区域内の住民登録人口と居住人口の推移は、甲Ａ２５１のとおりで

ある。２０１９（令和元）年５月３１日以降は頭打ちの状態が続いており、２

０１６（平成２８）年７月１２日の指定解除から既に５年近く経っていること

から、これ以上旧避難指示区域に元の住民が帰還することは考え難い。 

（２）人口構成の変化について 

２０１９（令和元）年９月３０日時点における南相馬市の居住人口５万４７

１７人に対し、０－１４歳の年少人口は５１１４人（９．３％）、１５－６４

歳の生産年齢人口は３万００４６人（５４．９％）、６５歳以上の老年人口は

１万９５５８人（３５．７％）であった（甲Ａ１２８の４７頁）。 

居住人口ではないため単純には比較できないが、２０２１（令和３）年３月

２８日現在の住民基本台帳に基づく南相馬市の人口５万８７０３人の構成は、

０－１４歳が５３７９人（９．１６％）、１５－６４歳が３万２０８８人（５

４．６６％）、６５歳以上が２万１２３６人（３６．１８％）となっており（甲

Ａ２５０）、高齢化が進んでいることが読み取れる。 

（３）児童及び生徒数について 

原町区内の小学校の児童数は、本件事故前の２０１０（平成２２）年５月１

日時点で合計２６７０人だったが、本件事故直後の２０１１（平成２３）年５

月１日時点では合計７９０人と本件事故前から７０．４％減となり、その後増

加し、２０１７（平成２９）年５月１日時点で１５４０人（同４２．３％減）

まで回復したものの、２０１９（令和元）年時点では１４６２人（同４５．２％

減）と減少していた。 

２０２１（令和３）年４月５日現在では１４８４人（同４４．４％減）（甲

Ａ２５２）と２０１９（令和元）年よりは多少増加しているが、上記の年少人

口の減少傾向に照らし、このことを以て減少傾向が止まったとは言えない。 

また、原町区内の中学校の生徒数についても、前記１、（３）のとおり、本

件事故前の２０１０（平成２２）年５月１日時点で合計１３０６人だったが、
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本件事故直後の２０１１（平成２３）年５月１日時点）では合計５３８人と本

件事故前から同５８．８％の減となり、その後増加し、２０１７（平成２９）

年５月１日時点で９１４人（同３０．１％減）にまで回復したものの、２０１

９（令和元）年８７５人（同３３％減）と減少していた。 

２０２１（令和３）年４月５日現在では７９３人（同３９．３％減）（甲Ａ

２５２）で、減少傾向は継続していることから、原町区の生徒数が本件事故前

の水準に回復する見込みはない。 

原町区内の学校の機能が本件事故前の状況まで回復したというための重要な

指標である児童、生徒数が、それぞれ、本件事故前から４４．４％減、３９．

３％減となっており、しかも、今後増加に転じる見込みはない。 

以上のとおりであるから、原町区内の学校の機能が本件事故前のレベルに達

することは最早あり得ず、今後も遠く及ばない状況が継続することは確実であ

る。 

（４）医療環境について 

前記１、（４）のとおり、２０１８（平成３０）年５月２８日現在、市立総

合病院、大町病院、小野田病院及び雲雀ヶ丘（精神科）の４病院で、合計約１

００名の看護師不足となっていた。 

市立総合病院では２０２１（令和３）年５月１４日に看護師（認定看護師有

資格者）２名程度、看護師（新卒及び経験者）１３名程度、助産師１名、薬剤

師４名程度等の募集をしている（甲Ａ２５３及び甲２５４）。また、２０１９

（令和元）年１１月１日時点で、大町病院は看護師１０名、准看護師１０名、

看護補助者５名、小野病院は看護師、准看護師、看護補助者それぞれ若干名、

雲雀ヶ丘（精神科）は看護師５名、准看護師３名の募集をしている外、他の病

院でも看護師の募集をしており（甲Ａ２５５）、看護師等医療スタッフ不足は

解消されていないことがわかる。 

（５）産業について 
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一審原告らが最終準備書面で述べた南相馬市の産業に関する情報については、

その後の情報が全て公開されているわけではないので、以下では、現時点にお

いて一審原告らが入手できた資料に基づき、南相馬市の産業の復興状況につい

て主張する。 

観光業については、２０１５（平成２７）年４月に鹿島区にオープンした「セ

デッセかしま」の訪問客は、２０１６(平成２８)年には１１７万５２７６人と

なり(甲Ａ１１０）、２０１９（令和元）年には１３０万２８４１人と１０．８

５％増加した（甲Ａ２５６）一方で、原町区にある「道の駅南相馬」は２０１

６(平成２８)年の５５万６４０１人から２０１９（令和元）年には２９万９７

５８人と５３．８７％に落ち込み、また原町区の雲雀ヶ原祭地場をメイン会場

に開催される伝統の相馬野馬追についても、２０１６(平成２８)年の１９万２

０００人から２０１９（令和元）年には１６万３２００人と８５％に落ち込ん

でおり（甲Ａ２５６）、原町区の観光業は本件事故前のような活気ある状況に

は至っていない。 

また、一審原告らの多くが行っていた、水田稲作については、２０２０（令

和２）年の作付面積は１１３０ha・生産量は６０６０ｔに留まっており（甲Ａ

２５７）、風評被害に加えて米価の低迷もあり、今後も増加することは見込め

ないことから、本件事故前の状況に回復することは見込めない。 

以上のとおりであるから、一審原告らが居住していた南相馬市原町区の生活

諸条件が本件事故前の状況にまで復興したと言える状況には程遠く、今後もそ

の見込みはないことがよりいっそう明らかになっている。 

 

第２ 一審原告らが属する地域コミュニティの喪失・変容について 

１ 原判決の判示 

一審原告らは、本件事故によって、地域コミュニティの喪失・変容させられた

こと、すなわち、地域コミュニティが侵害され、各一審原告が属する地域コミュ
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ニテイで生活する中で享受してきた包括的生活利益が侵害されたことについて、

各地域コミュニティ毎に主張、立証した。 

これに対して、原判決は、次のように判示して、一審原告らの主張を認めた。 

「(ｲ)各地域におけるコミュニティの喪失・変容  

認定事実②（２）ｲ(ｳ)のとおり、本件原告らの居住する原町区内の多くの地区

においては、各地区を管轄する自治会である行政区のほか、老人会、婦人会、若

妻会、親子会、子供会、青年団、消防団、甚六会、水利組合、農事組合、転作組

合等の地域組織があったほか、各地域の住民が参加していた運動会、文化祭、夏

祭りなどの地域行事や神社での神楽奉納等の伝統行事が存在していた。原告らの

多くを含む各地区の住民は、その年齢や職業等に応じて各地域組織に所属し、活

動に参加したり、家族で地域行事や伝統行事に参加したりすることを通じて、地

域内における緊密な人間関係を構築していたし、少なくとも自らが望む限り、そ

のような人間関係を構築できる状況にあった。 

本件事故により多くの住民が避難したことから、各地域組織の活動は一時停止

したが、津波被害が甚大であった地域を除き、福島第一原発から半径２０ｋｍ圏

外の地域は緊急時避難準備区域の指定が解除された平成２３年９月頃から、福島

第一原発から半径２０ｋｍ圏内の地域は避難指示解除準備地域の指定が解除さ

れた平成２８年７月頃から、既に帰還した者と避難先から通う者とが協力し合う

などして、行政区を始めとして順次活動を再開している。しかしながら、若い働

き手世代や子育て世代、子供らを中心として未帰還者が相当数いるため、活動参

加者の高齢化が進むなどして、活動の規模を縮小するなどした地域組織が多く、

特に若い世代や子育て世代で構成される若妻会や親子会、青年団等、活動を中止

したまま再開の見通しのつかない地域組織も多く存在する状況がうかがわれる

ほか、地域の各種行事も行事自体が中止となったり、その規模を縮小して実施し

たりすることを余儀なくされており、従前構築されていた住民同士の緊密な人間

関係は変容したものというべきである。また、緊密な人間関係の変容により、従
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前行われてきた農作業、葬式、子育て、介護等の場面における住民同士の相互協

力、助け合いは失われたり、少なくなったりしたため、それらによる無償の役務

取得の実情も変容した。 

また、原告らの居住していた地区の多くには、山、川、海等の豊かな自然が存

在し、住民が川釣り、海釣り、山菜採り、キノコ採りなどをしたり、子供が川遊

び、山遊びをしたりする場になっていた。原告らを含め住民はこれら自然の恵み

を享受するとともに、自家消費をして余った収穫物を親戚に送ったり、近所同士

でお裾分けし合ったりしていた。そして、近所同士での収穫物のお裾分けは、地

域におけるコミュニケーションの一つとして、住民同士の人間関係を深める役割

を果たしていた。本件事故後は山、川、海といった自然への放射能汚染の心配や

子供の減少等から、川遊びや山遊びをする子供はいなくなったほか、魚や山菜、

キノコ等の自然の恵みを採取する機会は相当減り、それに伴い、お裾分けの機会

も減ったため、それらを通じた住民の交流により形成されていた緊密な人間関係

は変容した。そして、本件原告らの多くは専業又は兼業で農業に従事し、非農家

であっても家庭菜園を有し、自家消費用の野菜を栽培し、余った収穫物について

は親戚や近所同士でお裾分けし合っていた。本件事故後は、一部で農業が再開さ

れ、家庭菜園については多くの原告らが再開していると認められるが、放射能汚

染の心配等から、自然の恵みに係る収穫物の場合と同様に、お裾分けの頻度や量

は減少したため、それを通した住民同士のコミュニケーションの機会は減り、従

前のような緊密な人間関係は変容している。」（３８０～３８２頁） 

「また、原告らが居住する地域においても、上記次世代の減少等を理由として、

地域組織や地域行事が消減したり、規模を縮小したりしたこと、いわゆる放射能

汚染への心配や旧避難指示解除準備区域における長期の避難生活のために、農業

自体が衰退したことのほか、自然環境や自宅の田畑から得られる収穫物を住民同

士でお裾分けする機会が減少したことなどにより、原告らを含む原町区に居住す

る住民同士の緊密な人間関係に根差した地域コミュニティは大きく変容したも
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のといわざるを得ない。 

このように、本件事故前の原町区における生活基盤と比較して、避難指示解除

以降の原町区における地域コミュニティを含む生活基盤が相当程度損なわれた

状況にあることによる利便性、安定性及び安心性等の変化は、各原告らが従前帰

属していた居住地における生活基盤の中で継続的かつ安定的に生活し、自らの人

格を発展させる利益を侵害したものといえ、避難慰謝料として評価される損害と

は別個の、本件事故による故郷変容に関する損害と評価することが相当である。

とりわけ次世代の大幅な減少は、地域社会利益、特にその継続性、持続性を大き

く損なうものであり、当然、この点は慰謝料の算定の要素となるものである。」

（３８３頁） 

 

２ 原判決の判示には不十分な点があること 

（１）はじめに 

原判決は、各一審原告が属する地域コミュニテイで生活する中で享受してき

た包括的生活利益が侵害されたことについては、概ね一審原告ら主張認めたも

のの、いくつかの点については、判断が欠落している。以下、その点について

述べる。 

（２）地域コミュニテイの向上のための自発的な取組みについての判断欠落 

ア 一審原告らは、各人が属する地域コミュニティから単に利益を受けるだけ

でなく、地域コミュティの諸活動の一翼を担い、おすそ分けのお返しをする

等他の構成員に対して利益を与える側にもなって、地域コミュニティから持

続的に利益を享受できるシステムを作り上げてきた。 

イ そればかりか地域コミュニティをよりよきものに向上させようと自発的

な取組みもしていた。その一例が、大甕上行政区で本件事故前に行われてい

た、①化学合成農薬及び化学肥料の使用をその地域で使われている量の半分

以下にする特別栽培米の栽培の普及と②行政区全体を取り込んで農水省の
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水環境保全事業の補助制度を活用して「大甕上地区田園環境クラブ」の名で

行われた活動である。 

ウ 特別栽培米の栽培は、人の健康を守ろう、環境を守ろうという考えの下、

大甕上地区の有志で取り組んでいたもので（一審原告星仁本人調書３頁）、

本件一審原告の中では、農業を営んでいた佐藤廣、星仁及び門馬経房が行っ

ていた。 

そして、「近くで農作業をしている人同士で話し合って、これはどうし

たらいいとか、そういう学習会みたいなのは、田んぼでお互い教え合ってお

り」、「やはり、人様に食べてもらうものですから、より安全なものを目指

して、これからはこういう農業をやるのだということで、みんな張り切って」

いたのであった（一審原告門馬経房本人調書３１頁）。 

一審原告佐藤廣は、農協を定年退職後は農業に専念し、安全で安心な減

農薬米作りである特別栽培米の栽培技師を大甕地区の皆さん、そして後継者

にも広めようとしていた旨証言している（一審原告佐藤廣本人調書２１頁）

が、「より安全なものを目指して、これからはこういう農業をやるのだとい

うことで、みんな張り切って」いたとの上記一審原告門馬経房の証言から、

こうした思いは、皆同じだったことかわかる。 

エ  「大甕上地区田園環境クラブ」が行っていた、子どもたちを集めての自然

観察会の実施、休耕田でのソバの栽培とそれを収穫してのソバ打ち体験、街

道沿いの花壇作り等も、構成員が協力し合って地域の良さを知り、より良く

するための活動である。 

「大甕上地区田園環境クラブ」広報（甲Ｃ２２－５）から、参加者全員

が笑顔に溢れ、生き生きした表情であり、楽しく、充実した活動であったこ

とが見て取れる。 

孫と共にこの活動に参加していた一審原告門馬経房は、「花いっぱい運

動とかといいうので、みんなと、部落の皆さんと一緒に作業をしたり、いろ
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んなことをして楽しんでおりました。」と述べている（一審原告門馬経房本

人調書３０頁）。 

しかし、本件事故によってこの活動も途絶えてしまった。この点につい

て、一審原告門馬経房は、「やはり残念でもあるし、本当に残念なのですが、

未来につなげるというような、私どもの住んでいる大甕が発展するような気

持ちでおりましたが、それすらちょっと希望が失せたような状態です。」述

べている（一審原告門馬経房本人調書３２頁）。 

オ このような地域住民の自発的な取組みは、地域コミュニティを維持、向上

するには、極めて重要な影響をもたらすものである。 

カ 大甕下地区にある森合地区において、圃場整備の対象外になった水田での

種苗ハウスの期間外活用から始まった春菊の栽培（甲Ａ１２８）、一審原告

佐藤妙子が属していた「ＮＰＯ法人みどりと花の大地学園」での街路に置く

プランターへ花植えや山に桜の木を植えて将来花見をしようとの活動（一審

原告佐藤妙子本人調書６頁）等、地域コミュニティを維持、向上させるため

の住民の自発的な取組みは、多かれ少なかれ他の地域でも行われていたこと

である。 

キ  しかし、原判決は、「a 大甕上地区」において、特別栽培米については、

「中には、食の安全を確保し、地域の田園環境を良くすることを目指して、

農薬と化学肥料をそれぞれ半分以下に減らす特別栽培米の生産に取り組む

者もいた」（２６９頁）、田園フラワー環境クラブについては「(g)その他

の活動」として、「子供から高齢者まで参加して大甕上地区の景観や環境保

全活動に取り組んでいたが、本件事故後は活動を中止した。」（２７０頁）

と判示するだけで、これらの取組みは、①地域コミュニティの維持、向上の

ために住民が自発的に行ったものであること及び②地域コミュニティの維

持、向上に極めて良好な影響をもたらしていたことについては、何らふれる

ところはない。 
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ク  原審裁判官のこれらについての認識の欠如が、地域コミュニティの喪失・

変容に対する慰謝料の低額認定につながっている。 

（３） 旧避難指示解除準備区域が他の地域コミュニティに与えた影響に対する

判断の欠落 

ア 本件事故前は、一審原告ら全員が南相馬市原町区に住んでいた。そして、

一審原告らのほとんどが原町区大字大甕の由来となった旧大甕村１１集落

（大甕上、大甕下、江井
え ね い

、下江井
しもえねい

、北
きた

萱
かい

浜
はま

、南萱
みなみかい

浜
はま

、北原、小浜、雫
しどけ

、堤
つつみ

谷
がい

、小沢）のいずれかに所属していた。 

イ 旧大甕村１１集落は、旧原町市と合併した後も、夏祭り、運動会及び芸能

文化祭を行うだけでなく、老人会及び婦人会が合同で活動をし、消防団も第

３分団として一つの分団を組織する（甲Ａ７７・４～５頁）等緊密な関係を

維持していた。 

ウ 本件事故前の一審原告らの住所地のうち、江井地区、小沢地区、小浜地区

及び雫地区の一部並びに大甕下地区のうち森合地区が福島第一原発から２

０㎞圏内にあって避難指示解除準備区域に指定された外は、２０㎞～３０㎞

圏内にあって、緊急時避難準備区域に指定された。なお、２０㎞～３０㎞圏

内の一審原告らのほとんどが２０㎞圏の近傍の住民であった。 

緊急時避難準備区域は、２０１２（平成２４）年４月１６日に解除され

たが、避難指示解除準備区域は２０１６（平成２８）年７月１２日まで解除

されなかった。 

エ 原町区内の旧避難指示解除準備区域に住民登録していた住民の数は２０

１６（平成２８）年７月１１日現在９５０人であり（甲Ａ２５１）、これら

の住民は同日まで帰還が許されなかったため、相当範囲が旧避難指示解除準

備区域となっていた旧大甕村１１集落では、芸能文化祭以外の共通の催しが

行えなくなっただけでなく、老人会及び婦人会の合同活動もなくなってしま

い、旧大甕村１１集落としてのアイデンティティが維持できなくてしまい、
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その影響は現在も続いている。 

オ 旧避難指示解除準備区域を一部に含む大甕下地区の地域コミュニティに

対する影響はより深刻である。この点については、原審の一審原告最終準備

書面において述べたことを以下に再掲載しておく。 

「大甕下地区の場合、１４戸の住民が福島第一原発から２０㎞圏内にい

て長期の避難を余儀なくされたことから、地域コミュニティの侵害の度合い

が強く、その影響は大甕大字会として一緒に様々な活動をする大甕上地区に

も及んでいる。 

大甕下地区は２０㎞圏内と圏外に分断されて、帰還の時期に違いがある

だけでなく、補償金の額についても違いがあるため、本件事故前のような地

域コミュニティを形成することは容易ではない。 

加えて、２０㎞圏内の森合地区については、長期にわたる避難のため、

基幹産業の稲作も春菊栽培も再開されておらず、その見込みさえない状況で

あり、それらを通じての交流もなくなって、人間関係が希薄化してしまって

いる。」（第２分冊１５７～１５８頁） 

カ また、同様の影響は、大甕下地区と共同の活動をすることが多い大甕上地

区のコミュニティ活動にも重大な影響を及ぼした。この点についても、最終

準備書面において述べたことを以下に再掲載しておく。 

「地域コミュニティは、住民の多くが帰還しなければ、元の姿とは異な

るものになってしまい、故郷（ふるさと）を回復したとは言い難い。そして、

そうした変質した地域コミュニティであっても、従前の地域コミュニティと

同様の機能を有するものに作り上げるには、長い年月を要するのであり、そ

のための苦労も甚大なものとならざるを得ない。 

大甕上地区の場合、隣接する大甕下地区は、１４戸の住民が福島第一原

発から２０㎞圏内にいて長期の避難を余儀なくされたことから、地域コミュ

ニティの侵害の度合いが強く、その影響は、大甕大字会として一緒に様々な
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活動をする大甕上地区にも及んでいるので、なおさらである。」（第２分冊

１３９～１４０頁） 

キ 原判決はふるさと喪失・変容慰謝料について、「避難指示区域ごとに一律

の慰謝料を認定することが、賠償の公平化の観点からしても、適切であると

考える。」（３７４～３７５頁）として、旧避難指示解除準備区域内の住民

に対しては一人１５０万円、旧緊急時避難準備区域内の住民に対しては一人

７０万円を認定している。 

しかし、これは、余りにも被害の実相から乖離した判断であり、原判決

がいう賠償の公平化に反し、不法行為法の指導理念である損害の公平な分担

の原則にも反するものである。 

原判決は、このような批判を予想してか、上記判断には「特別に考慮す

べき事情がない限り」との留保を付けているが、本件で「特別に考慮すべき

事情」を認定することはなく、賠償の公平化、ひいては損害の公平な分担の

原則にも反する結果となってしまっている。 

本件でのふるさと喪失・変容慰謝料の額を、被害の実相に見合い、賠償

の公平化、損害の公平な分担に沿った賠償額とするためには、前記エないし

カの事情を「特別に考慮すべき事情」として斟酌しなければならないのであ

る。 

   

３ 現在においても一審原告らのふるさとが変容しており、回復していないこと 

（１） 原町区全体について 

ア 一審原告らのふるさとは、大字、昭和の大合併前の旧大甕村、原町区、南

相馬市全体、と重層的になっているが、そのどのレベルにおいても、回復し

ているとは言い難いことは、控訴審において行われた現地進行協議における

現地の視察結果からも明らかである。 

イ 南相馬市全体、ないし原町区全体についていえば、それが変容しており、
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復興していないことを端的に示していたのが、道の駅南相馬である。 

 

即ち、同施設の本件事故前の利用者数は、上記のグラフのとおり、オープ

ン当初の２００７（平成１９）年の３９万人台から、本件事故の前年である

２０１０（平成２２）年には８０万人台にまで増加していた。しかし、本件

事故が起きた２０１１（平成２３）年には３９万人台まで減少し、その翌年

以降も５０万人台～６０万人台までしか回復しなかった。そればかりか、２

０１６（平成２８）年以降は、徐々に減少しており、２０１７（平成２９）

年には１６万３３００人まで減少し、その翌年以降は、概ね３０万人程度の

利用者となっている。このような減少が始まった時期は、常磐道の全面開通、

セデッテ鹿島のオープン、小高地区の避難指示解除（それに伴う市内におけ

る除染作業員の大幅減少）と時期的にちょうど重なっている。このことは、

道の駅南相馬ひいては原町区が中継地点にすぎなかったこと、２０１１（平

成２３）年～２０１６（平成２８）年以降の利用者推移が原発需要に過ぎな

かったことを意味している。これらは要するに、道の駅南相馬ひいては原町

区の観光業が本件事故によって大きく被害を受け、その爪痕は未だ色濃く残
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ったままであるということにほかならない(以上、甲Ａ３４３・６６～７１

頁)。 

ウ また、フレスコキクチ大木戸店は、本件事故後、現在に至るまで、開店を

することができずにいるが、その理由は、今も、必要な従業員の人数を確保

できないという事情が継続しているためと考えられる(甲Ａ３４３・７７～

８１頁)。 

エ 一方、ジャスモール南相馬は、本件原発事故以前に開業し、現在も営業を

継続しているが、本件事故後に顕著な個人商店の衰退がジャスモールの購買

力を支えているという側面がある(甲Ａ３４３・７４～７６頁)。 

オ 大甕下地区の林商店、島酒店は、本件事故後、顧客が減ったこと等の理由

で廃業に至っている。南相馬の市民の日常生活を支えていた、地域に根差し

た多くの個人商店は、本件事故後、廃業に至っている(甲Ａ３４３・２１～２

５頁)。従って、ジャスモールのような大型店が一部営業を行っていることを

以て、南相馬の全体的復興を意味していると単純に言う事は出来ない。 

カ さらに、南相馬市全体で、確実に、将来を担う子供たちの数が減っている。 

本件事故前の２０１０（平成２２）年５月１日時点で、南相馬市には、市

立幼稚園が１３園、私立幼稚園が５園、合計１８園の幼稚園があった。本件

原発事故のあった２０１１（平成２３）年の年内に再開することができたの

は、そのうち、６園だけであった。２０１８（平成３０）年の第一審での検

証の時には、再開できていた幼稚園は、９園であり、市立幼稚園のうち８園、

私立幼稚園のうち１園は再開できていなかった。しかし、その後も、再開さ

れた幼稚園は増えていない。立寄り場所①の太田幼稚園も、一審の検証から

３年以上経つが、再開されていない状態が続いている。その理由は、再開に

必要な幼稚園教諭が集まらないことに加え、太田地区の子供が激減している

ことが挙げられる(甲Ａ３４３・４～９頁)。 

大甕上地区では、子どもがいなくなり、住んでいる部落をよりよくしてい



130 

 

こうという取り組みの復活もできないような状態となっている。一審原告佐

藤廣は、｢原発事故前は大甕上地区には小学校から幼稚園までの子どもが３７

名いたのが、今では１０名くらいしかおらず、原発事故後に県外や郡山市や

福島市に避難して戻って来ない人がいて、７０代、８０代、一世帯２名位し

かいないところが一杯あって、これらを見るにつれ、住民が一丸となって田

園環境の素晴らしさを理解し、より良くしようという取組みが復活すること

などあり得ず、希望が永遠に失われてしまったとの思いを強くしています。

本当に残念でなりません。｣と語っている(甲Ａ３４３・１８頁)。 

江井地区でも、子どもがいなくなり、一審原告櫻井勝秀は、避難指示が解

除された後、帰還したが｢子どもたちの姿は、今のところ、見当たりません。

家の前の東側の道路は、原町第三中学への通学路になっていましたが、子ど

もたちの姿は見えません。｣と語っている(甲Ａ３４３・６３頁)。 

ク このように、南相馬市の観光業、商業は復興しているとは言えないし、就

業者の人口は回復していないし、将来を担う子供たちの数も増えていないの

であり、南相馬市が復興しているとは到底言えない。 

 

（２） 旧大甕村或いは各大字について 

ア 一審原告らの日常生活の基盤となっている旧大甕村や各大字に目を転ず

ると、小沢は、部落自体が消滅してしまったことは、これまでも何度も主張

してきた通りである。 

小沢の北に存在する小浜は、本件事故前の戸数の３割程度しか帰還してい

ない(甲Ａ３４３・５１頁)。 

江井も、本件事故前と比べて帰還していない戸数は約３７%、人口数は２

４%に上っている(甲Ａ３４３・６０～６１頁)。 

イ 旧大甕村の主産業は米作を主体とする農業であった。しかも、そこでの農

業は、そこに住む住民が自ら農業を営むというものであった。 
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しかし、大甕上地区の住民である一審原告佐藤廣は、２０㎞圏外では、住

民が自ら行う農業が一部再開されているが、同地区では本件事故前の１８戸、

約３２ha だったものが、｢２０２１(令和３)年には、水田稲作は１０戸、約

２０ha となってしまいました。しかも、食用米を生産しているのはうち３

戸、約１.２ha に過ぎず、その全てが自家用米です。それ以外は飼料米です｣

｢それは、風評被害で食用米が売れないからです｣と述べている(甲Ａ３４

３・１６〜１７頁)。 

２０km 圏内に地区の相当部分が入ってしまった大甕下地区の住民である

一審原告大内敏文及び牛来広や、２０km 圏内に地区の全部が入ってしまっ

た江井地区の住民である一審原告櫻井勝秀は、農業を再開していないことを

語っている。理由は、長引く避難で、農業を行っていない期間が長く続いた

ため、農業機械も使えなくなり、殆どの農家が耕作を行わなくなった、とい

うことにある(甲Ａ３４３・３８～３９頁、４１～４２頁、６３～６４頁)。 

また、大甕上地区及び下地区の水田の広大な面積が、これまで除染土壌の

仮置場となっていたが、返還されたとしても、土壌の回復には相当の時間と

労力を要するものであると同時に、農業機器も新たに買いそろえる必要があ

るなどするため、農家が農業を再開することには結びつかない(甲Ａ３４

３・１７～１８頁、３８～３９頁、４１～４２頁)。 

現在、大甕上地区、大甕下地区、江井地区の広大な農地の大部分は、農

業法人に耕作を任せているが(甲Ａ３４３・１７～１８頁、３８～３９頁、

４１～４２頁、６３～６４頁)、これでは農村に住む農家が農業を行うとい

う、農村の復興には全くなっていない。しかも、収穫された米は飼料米と

されているが（同上）、これは、今でも放射能汚染に対する懸念があるこ

とを物語っている。 

ウ また、これまでもたびたび主張してきたように、大甕村等における農村

の生活は、同じ部落に住む人たちが、大字ごとや大甕全体で行われる行事
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を通して、或いは日常的に顔を合わせることによって会話をし、協力し合

うこと、情報交換をし、取れた作物や山や川・海の恵みをお互いに分け合

うことによって成り立っていた。大甕下地区の中の森合地区での人間関係

について、今では同地区から引っ越してしまった一審原告門馬昭一は、｢今

は、別の場所に移転してしまい、組は抜けてしまいましたが、森合地区の

親睦組織である甚六会は脱退しておらず、地域の人との交流を続けていま

す。移転先では、近隣住民との交流が全くなく、さみしい気持ちが募り、

森合地区の人たちとの交流を続けたいと思うからです｣と語っている(甲Ａ

３４３・４４～４５頁)。このような人間関係が失われてしまっているとい

うことである。 

エ 大甕上地区・下地区の鎮守であった日祭神社では、元旦に神楽舞を行う

伝統があった。本件事故前にこの行事を復活させようと青年団 OB が努力し

ていたが、本件事故後の２０１７（平成２９）年を最後に、中止となった。

同神社で毎年元旦に氏子に配っていたお札も、本件事故後は希望者が大幅

に減った(甲Ａ３４３・１２～１４頁)。 

旧大甕村全体で行っていた運動会は現在も復活していない(甲Ａ３４

３・２３頁)。 

また、各大字で行われていた老人会や婦人会等の行事も回復していない

(甲Ａ３４３・１２頁、６３頁)。 

オ そして、旧大甕村地区では、本件事故前の主産業であった個人で行う農

業を行う人がいなくなってしまった。一審原告鈴木豊子は、｢個人で農業を

やる人はいなくなってしまいました。春菊栽培をしたり、田んぼをやった

り、野菜を育てる楽しみ、生きがいがありましたが、それがなくなってし

まって、やることがなくなってしまい、毎日テレビとにらめっこしている

状態です。……農業を通じてのコミュニケーションがなくなり、人と接す

る機会が全然ありません。道路の東側は全部春菊のビニールハウスだった
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のですが、外に出れば誰か彼かがハウスで仕事をしているので、そこに駆

け寄ってはおしゃべりしたり情報交換してコミュニケーションがありまし

た。それが一切なくなってしまったのです。｣と語っている(甲Ａ３４３・

３１頁)。 

カ さらに、旧大甕村地区では、将来に亘って、農業が復興する希望は失わ

れてしまっている。２０km 圏外の大甕上地区に住む一審原告佐藤廣は、「私

は、原審では、農協を退職した後は水田稲作に取組み、原発事故前に行わ

れていた大甕上田園フラワークラブでの活動や特別栽培米の栽培のように、

老若男女住民が一丸となって大甕上地区の田園環境の素晴らしさを理解し、

より良くしようという取組みを復活しようと考えていると述べました。し

かし、大甕上地区の水田稲作の状況、それに、原発事故前は大甕上地区に

は小学校から幼稚園までの子どもが３７名いたのが、今では１０名くらい

しかおらず、原発事故後に県外や郡山市や福島市に避難して戻って来ない

人がいて、７０代、８０代、一世帯２名位しかいないところが一杯あって、

これらを見るにつれ、住民が一丸となって田園環境の素晴らしさを理解し、

より良くしようという取組みが復活することなどあり得ず、希望が永遠に

失われてしまったとの思いを強くしています。本当に残念でなりません」

と語っている(報告書１８頁)。 

キ 旧大甕村地区は、かつては、２０㎞のラインの内外を問わず、山では山

菜やキノコ、川や海では魚介類が豊富に取れ、それらを取ることを楽しみ

にしていた人も多かった。しかし、特にキノコ類は今でも高い放射能が検

出されるなどするため、今ではそれらをとる人はいなくなった(甲Ａ３４

３・１４～１６頁、４３～４４頁、６４頁)。 

そして、農業の収穫物や、山や川・海で取れた山菜、キノコ、魚をおす

そ分けしたりしてもらったりということもすっかりなくなってしまって

いる(同上)。 
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ク このように、旧大甕村やその下の各大字における日常生活という点からい

えば、主産業の農業は復活しておらず、自然の恵みを享受する生活も回復し

ていないし、地域の行事、人間関係は、本件事故以後、失われてしまった状

態が続いている。 

（３）小括 

以上のように、一審原告らのふるさとは、原町区というレベルにおいても、

旧大甕村や各大字というレベルにおいても、変容したままであり、到底回復し

たとは言えない状態である。 

 

第３ 旧避難指示解除準備区域と旧緊急時避難準備区域とでふるさと変容に差異

はないこと 

１ はじめに 

原判決は、財産的損害の賠償がなされたことを、慰謝料の算定において斟酌で

きる、などということを述べた上、｢以上に加え、客観的な南相馬市原町区の現状

や本件原告らの居住していた地域コミュニティ、生活基盤の変容の状況を中心と

した本件に顕われた一切の事情を考慮する｣とした上で、旧避難指示解除準備区域

（小沢地区を除く）の居住者に対する故郷変容慰謝料の額を１５０万円、旧避難

指示解除準備区域に比較して地域の変容の度合いが小さいと認められる旧緊急時

避難準備区域の居住者に対する故郷変容慰謝料の額を７０万円とするという判断

を行い、上記二つの区域の間で２倍を超える金額の差を設けた（原判決３８６頁）。 

しかし、２０２２(令和４)年３月１０日に行われた現地進行協議期日の結果を

はじめ、当審における一審原告らの主張・立証を踏まえれば、上記原判決の判断

は誤りであり、上記二つの区域の間で、故郷変容慰謝料の金額に差を設けること

は相当ではない。より具体的に言えば、本件事故によって破壊され、変容させら

れた一審原告らのふるさとは、２０km のラインの内外に跨って存在し、且つ２０

km ラインの内外に亘って破壊された旧大甕村であり、大甕地区(大甕上地区・大
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甕下地区を含む)であり、大甕下地区であり、大甕下地区の中の森合地区の全体で

ある、というべきである。 

 

２ ふるさと変容の内容に関する原判決の判断の誤り 

（１）一審原告らが居住するふるさとは、２０ｋｍ線で分断されない 

一審原告らが居住するふるさとは、南相馬市原町区であり、特にその中でも、

旧大甕村に帰属する地域である。旧大甕村は、過去の歴史を踏まえて形成され

てきたコミュニティであり、この旧大甕村に帰属する地域の住民らは、大甕地

区という一つのまとまりを形成して生活をしていた。大甕地区にしても、それ

よりも広い南相馬市原町区にしても、或いはより狭い大甕地区の中にある下大

甕区にしても、さらには、その中にある森合地区にしても、２０ｋｍ線の内外

に跨って存在するのであり、本件事故によって破壊されたふるさとは、２０ｋ

ｍ線の内外に跨るそれらコミュニティの全体であり、その居住場所が２０ｋｍ

の内外であるに拘わらず、本件事故によって被ったふるさと変容損害は、同じ

ものであるということができる。 

２０ｋｍ線の内外において、侵害されたふるさとの具体的な内容については、

一審原告らの原審における最終準備書面の第２分冊・７３〜２２４頁に亘って、

詳細にかつ具体的に述べたところであるし、控訴理由書や本書面においても、

詳細に述べたところである。 

（２）原判決自身が、２０ｋｍ圏外の住民にも放射能による被ばくのおそれがあ

ると指摘している 

原判決自体、｢副今第一原発から半径２０ｋｍ以上３０ｋｍ圏内に居住して

いた原告らについても、……福島第一原発の各号機の水素爆発等を契機として、

屋内退避を指示され、南相馬市から一時退避を要請され、事実上自らの住居か

らの退去を強制され、……その後の平成２３年４月２２日以降も、緊急時避難

準備区域の指定を受けて、引き続き自主的避難を要請されるとともに、緊急時
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の避難又は屋内退避が可能な準備を行うことが求められ、特に子供、妊婦、要

介護者、入院患者等は、当該準備区域に立ち入らないようにし、同区域内の教

育施設は全て休止され、勤務等のやむを得ない用務等を果たすために当該区域

内に立ち入ることを妨げられないものの、常に避難のための立ち退き等を自力

で行うよう求められるなどして、事実上、自己の居住地にとどまることができ

ない状況下に置かれた。｣等と指摘し(原判決３４５頁)、居住地が２０ｋｍ以上

３０ｋｍ圏内に居住していた住民らについても、２０ｋｍ圏内に居住していた

住民らと同様の放射能による被ばくの恐れがあり、避難を余儀なくされる状況

にあったことを認定している。 

以下には、一審原告らのふるさとの変容状況が２０ｋｍの線の内外で異なら

ないことについて、その要点を改めて述べておく。 

（３）ふるさとの重層性 

一審原告らのふるさとについて具体的に述べる前に、まず確認しておく必要

があるのは、ふるさとというのは重層性のある観念であるということである。 

この点、環境経済学の専門家である除本理史教授は、｢地域経済学が教える

ところによれば、｢地域｣という概念は固定した範域をさすものではなく、まず

｢人間の基本的な生活圏｣があり、それを越えたより広域の地域、あるいは国境

を越えた地域間のつながりも存在するというように、重層性があることはすで

に明らかにされている。それぞれの層に機能・役割があり、それらに応じた人

びとの協力・協働などの諸関係も存在する。つまり、「地域」は境界で仕切ら

れたパズルのピースのようなものではなく、機能・役割に応じて領域が異なる

複数の層をなしているが、単一の区画をもたないからといって「地域」という

概念があやふやであるかのように述べるのは全くの誤りである｣と指摘してい

る（甲Ａ２４４）。一審原告らの主張する｢ふるさと｣は、上記の除本教授の述

べる「地域｣を根底に据えた概念である。 

一審原告らのふるさとは、南相馬市全体、原町区、原町市に合併する前の旧
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大甕村に属する地区、更には大字、というように重層的に存在するものである。 

（４）南相馬市全体及び同市原町区について 

南相馬市全体及び同市原町区のふるさと変容の状況については、本書面にお

いても前述したとおりであり、①人口水準は本件事故前の状況に回復していな

い、②人口構成は本件事故前と大きく変わり、高齢化率が増加し、女性人口や

若年者人口が大きく減少しており、子育て世代が戻っていない、③学校の機能

が回復していない、④医療環境が回復していない、⑤介護環境が劣悪になって

いる、⑥商業施設が回復していない、⑦観光産業が回復していない、⑧基幹産

業である農業が回復していない、という状況である。 

このような状況は、２０ｋｍ線の内外で変わるところがない。 

（５）大甕地区を中心にして 

大甕地区をはじめとする一審原告らの故郷では，近隣住民は隣組を作り，共

同で生活していた（佐藤廣本人調書７頁、大内敏文本人調書５頁、谷地とし子

本人調書７頁、川岸利夫本人調書４頁、櫻井勝秀本人調書６頁、佐藤妙子本人

調書５頁等）。 

また，隣組に限らず，一審原告らの居住地域では、近隣住民や家族，親戚間

で，農作物や自然からとれた魚，山菜などをおすそ分けをしあい，近くまで来

たら家によって話をして，困りごとがあれば助け合うという環境があった（谷

地とし子本人調書８頁、佐藤廣本人調書１９～２０頁等）。こうした関係を通

じて，近隣住民はお互いのことを信頼し，頼りあえる関係性があったのである。 

それから、大甕地区では、旧大甕村の１１集落がまとまって、隔年で合同の

運動会と芸能文化祭を開催しており，いずれも１０００人を超える多くの住民

が参加していて，運動会では玉入れや綱引き，仮装行列などがあり（大内敏文

本人調書１１頁），一番盛り上がるのは地区対抗リレーであった。また、大甕

地区では、同じく１１集落がまとまって、毎年７月末〜８月初旬に、大甕生涯

学習センターの敷地内において、合同の夏祭りを行っていた。この夏祭りでは、
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毎年、５００名以上の参加者があり、盆踊りや、流しそうめん、ほら貝の演奏

会等が行われていた。この運動会、文化祭や夏祭りに関する思い出については、

多くの一審原告らが証言を行っており、地域生活における重要な核となってい

たことが窺える（佐藤廣陳述書［甲 A７７］６〜７頁、佐藤廣本人調書１４，

１５頁、谷地とし子本人調書１４～１５頁、川岸利夫本人調書１３頁、大内敏

文本人調書１０頁、１２頁、甲 C２２第４号証・９〜１５頁等）。 

住民らは，地域の社寺や宗教行事を通じても結束を強めていた。大甕上地区

と下地区の日祭神社では，例祭が催されており、毎年と地域の多くの住民が参

加し、お札が配られていた（大内敏文本人調書９頁等）。 

住民らは，子育てを通じて（新妻康則本人調書２頁等）、或いは公民館等で

行われるサークル活動や趣味の活動を通じても（鈴木豊子陳述書５～７頁、小

林五月本人調書４頁等）、お互いの関係性を深めていた。 

また、大甕地区を中心とした地域の基幹産業は農業であった。農業は、それ

を営む人自身の人格形成に資するものと言うだけではなく、地域の人たちが農

業を行うために水路の整備等の共同の作業を行ったり、同じ時期に同じ地域の

人たちが田んぼや畑に出るということは、田んぼや畑が情報交換を行ったり相

互関係を深める場となっていたということである（牛来隆治調書９頁、西内功

調書４〜５頁等）。 

それから、故郷には，古くから伝わる伝統文化が継承されており，それを意

識的に維持，復活をする取り組みが続けられてきていた。前述の大甕上地区・

下地区の日祭神社には、「神楽舞」があったが、これはその一つである。この

ような伝統文化は，地域の交流を深めるとともに，隣接ないし近接する地域間

の交流を深めるものであった。そして、このような伝統文化は，意識して保存

しなければ維持することはできない。一審原告ら住民は，意識的にこのような

伝統文化を維持する取り組みを行っていた（佐藤廣本人調書９頁）。 

さらに、一審原告らが居住していた故郷は，自然豊かな地域であった。住居
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のすぐ近くに山々が広がり，川や海もあるという景観であった。故郷の自然は，

単なる景観ではない。これらの山々，川，海は，山菜，きのこ，魚介類の宝庫

でもあった。一審原告らは，日常的にこれらの山，川，海の自然の恵みを採り，

それが食卓に並んでいた。また，自然豊かな環境を生かし，農業や家庭菜園を

行い，野菜や果物を育てる家庭が多くあった（星仁本人調書７頁、唯野一美本

人調書５頁、阿部清蔵本人調書５頁、高野傳本人調書６～７頁、瀬川泰彦本人

調書９～１０頁、甲 C１９-１：村田勝彦陳述書７～８頁、甲 C２９-１：島禎子

陳述書３～４頁、斎藤文子本人調書３頁等）。 

以上のような地域生活上の相互扶助関係、文化活動、スポーツ、社寺等の宗

教行事、趣味活動、農業等の産業活動、伝統文化、自然環境等は、２０ｋｍの

線の内外を通じて、連続して存在していたものである。 

しかし、本件事故の結果、住民の帰還は十分ではなく、従前あった隣組の機

能は希薄となり、農業が復興しておらず、自然環境の回復も十分ではないこと

と相まって、農業を行う機会に顔を合わすこともなくなり、おすそ分けの習慣

も消えかかっている。住民の帰還、特に若い世代の帰還が十分ではないため、

公民館での文化活動やスポーツの復活、宗教行事や伝統行事の承継ないし復活

は困難となっている。このような事態は、２０ｋｍの線の内外に跨った状況で

あり、その線の内外で差異はない。 

（６）目の前で２０ｋｍ線の分断に直面した住民の存在 

本件で、２０ｋｍ線での分断による矛盾が端的に顕われたのが、大甕下地区

である。２０ｋｍの線は、同地区の真ん中に引かれたのであり、同地区は、一

つのまとまった部落が、そして、日常の生活を送っていたエリアが、避難指示

解除準備区域と緊急時避難準備区域に分けられてしまったのである。 

例えば、一審原告鈴木豊子一家は、大甕下地区に居住する者であるが、その

家は、僅かに２０ｋｍ線の範囲外にあった。同一審原告の一家が避難から自宅

に戻った時、自宅の目の前の道路に、２０ｋｍ圏内外を分けるバリケードが設
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置されていた。同一審原告は、「話には聞いていましたが、やはり自宅の前に

バリケードがあるのを見たときは、ショックでした。２０キロ圏内の人たちは、

いつ戻ってこられるのかなと思って、心配したことを覚えています｣と、そのバ

リケードを見たときの衝撃を述べている（鈴木豊子調書１２頁）。 

また、同一審原告の家の田は、２０ｋｍ圏内にも外にもあるし、生き甲斐を

持って作っていた春菊のハウスは、圏内にあった（同上１４〜１５頁）。そし

て、本件事故前には同じ部落に住んで、共同で同じ老人会や婦人会等の地域の

組織や行事に参加し、伝統行事に参加し、共同で農作業を行い、日常的に顔を

合わせて会話をしたりおすそ分けを行ったり、同じ地域の自然を享有してきた

人たちが、片や２０ｋｍ圏内に、片や２０ｋｍ圏外に分けられてしまったので

ある。 

しかしながら、上記の大甕下地区の地域の日常生活、様々な組織、産業が破

壊されたことは、同地区全体の破壊であって、２０ｋｍ線の内外で破壊の程度

が異なっているわけではないのである。 

同じことは、大甕下地区という狭い範囲の地区ついてだけ言えることではな

く、大甕地区(旧大甕村の範囲)、原町区、更には南相馬市全体についても言え

ることである。 

 

３ 現地進行協議期日を踏まえてさらに明らかになった故郷変容の実態 

既に述べたように、２０２２（令和４）年３月１０日に、当審における現地

進行協議期日が行われた。この現地進行協議期日での調査の結果、①一審原告

らのふるさとは変容しており、回復していないこと、②本件事故によって変容

を余儀なくされた一審原告らのふるさとは、２０km ラインを跨いで存在する地

区ないし部落の全体であること、がさらに浮き彫りになった。 

（１）一審原告らのふるさとは変容しており、回復していないこと 

このことは、第４章、第２の３項「現在においても一審原告らのふるさとが
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変容しており、回復していないこと」において述べた通りである。 

 

（２）一審原告らのふるさとの変容は２０km の内外で変わりがないこと 

ア 一審原告らの居住するふるさととは 

一審原告の殆どは、旧大甕村に居住する者である。一審原告らにとってのふ

るさととは、即ち、特に親密な人間関係を築いており、歴史的に地域に根差し

たコミュニティを築いてきたのは、特に、各大字であり、ひいては旧大甕村で

あったということができる。 

２０㎞のラインは、旧大甕村(及び旧太田村)、その中でも大甕下地区の真ん

中に引かれたものであるが、変容を余儀なくされているのは、２０km の内外に

亘って存在する旧大甕村ないし、旧大甕下地区全体であり、２０km の内側だけ

ではない。 

 

イ 大甕下地区・上地区全体が復興していないこと 

（ア）大甕上地区・下地区は一体となって、これまで、伝統行事や様々な活動

を行ってきた。その拠点の一つとなっていたのが、大甕公会堂である。大甕

公会堂は、２０km ラインの外側にあり、現在の建物は、本件原発事故後に

建てられたものである。 

旧公会堂においては、大甕上地区、下地区の行政区や大甕大字会という

合同の行政区の活動や老人会・婦人会等の活動が行われていた。 

新公会堂の建設委員には、２０㎞圏内の住民も及び圏外の住民も含まれ

ており、建設のための積立金も、２０㎞圏内の住民を含む大甕下行政区の住

民及び大甕上行政区の住民によって積み立てられてたのである(報告書１０

～１２頁)。 

（イ）そして、大甕上地区・下地区が合同で行ってきた運動会等の行事の多く

は、復活していない(報告書１２頁、２３頁)。 
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（ウ）大甕上地区と大甕下地区は、上記(ｱ)において述べたように、行政区は違

っても、緊密な関係にあった。しかし、本件事故後、大甕全体の緊密な関係

は失われてしまっている。一審原告佐藤廣は、「大甕上地区と下地区は、行

政区は違っていても、とても緊密な関係にありました」「そのような大甕上

地区と下地区の緊密な関係は、原発から２０㎞圏内にある大甕下地区の森合

地区の住民が長期間避難していた影響で、合同の活動は低下してしまいまし

た。そして、帰還者も高齢者が中心なため、その影響は今でも続いています」

と語っている（報告書１４頁）。 

（エ）また、島酒店、林商店は大甕下地区であるが、２０km 圏外にあった。両

商店は、本件事故後に廃業したが、両商店の消滅は、大甕上地区・下地区全

体の地域生活の利便性が低下したことを意味している(報告書２１～２４

頁)。 

 

ウ 大甕下地区、特にその中の森合地区全体が復興していないこと 

（ア）大甕下地区(その中でも森合地区森合地と言われる地域)の真ん中に２０

km ラインが引かれた。一審原告鈴木豊子宅の前に、そのラインを意味する

バリケードが置かれたが、同人宅は、２０km ラインの外側とされた。その

隣家は圏内であるし、バリケードが置かれた場所は、同人宅の所有する畑を

も、圏外・圏内に二分した。同人宅の道路を挟んだ向かい側には、森合地区

の人たちが作っていた春菊畑がまとまって存在しており、その畑の殆どは２

０km 圏内に入った。しかし、その畑の所有者・耕作者は、２０km 圏内の人

もいれば、圏外の人もいた。２０㎞圏外に居住している者も、春菊畑の全て

が２０km 圏内に入ってしまったため、耕作することができなくなってしま

った。一審原告大内敏文は、｢２０キロ圏内の住民も、圏外の住民も畑を所

有して、春菊畑を耕作しておりました。この畑に作業に来れば、大体誰かが

耕作をしているので、重要なコミュニケーションの場になっていました｣と
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語っている(報告書２６～３３頁)。 

（イ）一審原告鈴木豊子の家の近くにある田堤溜池は、２０km 圏外であったが、

その底泥からは１万３０００Bq/kg を超える放射能が検出されている。この

溜池の水を利用している水田も、２０km 圏外にあるが、その所有者・耕作

者も、２０km 圏内の人もいれば、圏外の人もいた。田堤溜池の水を利用す

る人たちは森合江下水利組合を作り、用水路の管理や、溜池の堤防の整備を

行っていた。同水利組合の組合員にも、２０km 圏内の人もいれば、圏外の

人もいた。一審原告大内敏文は、｢ここから見える田の所有者は、２０キロ

圏内の方も、圏外の方も、両方、含まれています。大甕下地区の半数以上が

農家で、田畑を所有し、ほとんどが稲作を行っていました。長引く避難で、

農業を行っていない期間が長く続いたため、ほとんどの農家は耕作を行わな

くなりました｣と語っている(報告書３８～４０頁)。 

また、稲作農業を行うためには、用水路を設置し、維持することが必須

である。森合地区には３つの水利組合があった。田堤溜池の水を利用する田

堤江下水利組合もその一つである。しかし、この水路は、本件事故後は全く

利用されていない。一審原告大内敏文は、「森合江下水利組合の水路は、農

業法人は使用の要求もしておらず、使用権を認めておりませんので、農業法

人は、水の使用が不要な大豆、麦などを耕作しています。また、個人でこの

水路を利用して田を耕作している人もいないので、結果として、この水路の

利用者はいない状況です。この水利組合では、事故前は、４月と８月ころに

年２回行われていた草刈りは夏に１回だけ行うだけになってしまいました。

４月の草刈りの後に行っていた花見も行われていませんし、堀払いも行われ

なくなってしまいました」と語っている(報告書３９～４０頁)。 

そして、農地を耕作することがなくなり、地区内に居住する人も減った

ため、良好な農地がイノシシに荒らされるということも頻繁になった。現地

進行協議期日においては、一審原告鈴木豊子宅の前の田が、イノシシに掘り
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返された様子が見られた。一審原告大内敏文は、「目の前の土地に、掘り返

したような跡があるのは、イノシシが掘り返した跡です（写真４－６）。事

故後イノシシが増え、駆除もしていないため、このような被害が増えました。

本件事故前は、このような被害はなかったものです」と語っている(報告書

３４頁)。なお、イノシシに農地があらされるということは、２０㎞圏外に

おいても同様である。大甕上地区に住む一審原告佐藤廣は、「山林の近くに

ある田畑には、原発事故前はいなかったイノシシが出没して作物を食い荒ら

して収穫できない状況になっています」と語っている(報告書１８頁)。 

（ウ）森合地区の人たちは、本件原発事故前は、同じ部落の人たちで、森合公

会堂という公共の場所・交流の場所を持ち、勝軍地蔵尊を祀るなどして、或

いは、前述したような農業を通じたコミュニケーション、収穫物等のおすそ

分け等を通した親密な人間関係を築いてきた。このような関係は、２０km

圏内と圏外とで特に分けられていたわけではない。本件事故によって失われ

た地域における農業や地域生活の崩壊は、２０km 圏の内外によって全く変

わりがない。 

森合公会堂も勝軍地蔵尊も、同地蔵尊の下にある森の里公園も、２０km

圏内に入ってしまい、圏外に居住する者も利用することができなくなった。

森合公会堂は、本件事故後に、２０km 圏内に入ってしまって地震による被

害を修理することもできなかったため、取り壊されてしまった。 

そして、本件事故後、２０km 圏の内外で、その住民に対する取扱いは、

不当に分けられてしまった。一審原告牛来広は、｢事故前の大甕地区は、２

０キロ圏内、圏外を問わず、農業や、宴会などで交流をしていました。それ

にもかかわらず、この隣り合わせの家でまったく精神的損害の額や財物賠償

の額について、大きな差が生じてしまっています。しかし、それらは、事故

前の大甕地区のコミュニティの実情を理解したものとはいえないと思いま

す｣と語っている(報告書３５～３７頁)。 
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エ 太田地区全体が復興していないこと 

なお、２０km のラインは、太田地区の中も通っている。太田地区の子供たち

の数が増えていないのは、２０km ラインの内外を通した現実である(報告書４～

５頁)。 

 

オ 小括 

以上の通り、本件事故によって破壊され、変容させられた一審原告らのふるさ

とは、２０km のラインの内外に跨って存在し、且つ２０km ラインの内外に亘っ

て破壊された旧大甕村であり、大甕地区(大甕上地区・大甕下地区を含む)であり、

大甕下地区であり、大甕下地区の中の森合地区の全体である、というべきである。 

従って、少なくとも、これらの地区の内部においては、ふるさと変容に関する

損害は、２０㎞の内外に亘って差異はない。 

 

（３）現地進行協議期日のまとめ 

以上から、本件現地進行協議期日において、①一審原告らのふるさとは変容

しており、回復していないこと、②本件事故によって変容を余儀なくされた一

審原告らのふるさとは２０km ラインを跨ぐ地区ないし部落全体であるという

べきであること、が明らかになったものということができる。 

 

４ 地図から分かる一審原告らのふるさと 

甲Ａ３６３は、｢大甕地区行政区割図｣であり、一審原告らの主な居住地である

大甕地区の、各大字の境界線や地域が分かるように描かれたものである。甲Ａ３

６４は、大甕地区及びその周辺地区の大字、小字の区域が示された地図に、２０

ｋｍのラインを引いたものである。そして、甲Ａ３６５は、｢大甕地区字界図・

原発２０ｋｍ同心円・旧避難指示区域 重ね図｣である。緑色に塗られた部分が
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避難指示が出された場所である。これらの地図を併せてみると、２０ｋｍのライ

ンは、東から順に、小浜、雫、大甕下、髙、鶴谷の各大字を通っていることが分

かる。このうち、小浜、雫、大甕下は旧大甕村であり、髙、鶴谷は旧太田村であ

る。また、大甕下地区の中でも、特に森合地区の中央を２０ｋｍラインが横断し

ている。そして、大甕下地区、高地区は、特に人家が集まっている場所を２０ｋ

ｍのラインが通過している。なお、甲Ａ３６５を見ると、２０ｋｍ圏内外に跨っ

ている小字の中には、２０ｋｍ圏外に住んでいる者も含めて、小字全体が避難指

示の対象として、国が認めた場所もあることが分かる（大甕下地区の田堤、雫地

区の袖原、小浜地区の狐沢等）。国自体が、小字の地域としての一体性を認識し

ていたということである。 

このように、２０ｋｍのラインは、一審原告らが日常生活を行う上でのコミュ

ニティを構成していた森合地区、同地区を含む行政区としての大甕下地区、大字

としての大甕地区、旧大甕村を完全に分断してしまっていることが分かる。 

一審原告らが日常生活を送っていたコミュニティは、そして、自らのアイデン

ティティの基礎となっているふるさととは、このように２０ｋｍのラインで分断

された森合地区、同地区を含む行政区としての大甕下地区、大字としての大甕地

区、旧大甕村である。そして、現地進行協議期日においても明らかになったよう

に、これらの地区が分断されてしまった結果、地区全体で行っていた様々な行事

や、農地や用水路の整備を含む農業経営や、日常的に顔を合わせた交流を行う生

活等、このふるさとで行われていたさまざまなことが、２０ｋｍ圏内だけではな

く、地区全体として崩壊してしまったのである。 

従って、本件事故によって変容を余儀なくされた一審原告らのふるさととは、

２０ｋｍラインの内外に跨って存在する、森合地区、同地区を含む行政区として

の大甕下地区、大字としての大甕地区、旧大甕村であるというべきである。 
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５ まとめ 

以上から、本件事故によって破壊され、変容させられた一審原告らのふるさと

は、２０km のラインの内外に跨って存在し、且つ２０km ラインの内外に亘って

破壊された地域の全体であるというべきである。具体的に言えば、それは、一審

原告らの居住する旧大甕村であり、大甕地区(大甕上地区・大甕下地区を含む)で

あり、大甕下地区であり、大甕下地区の中の森合地区の全体である。 

少なくとも、これらの地区内に居住する一審原告らの間で、故郷変容慰謝料の

金額に差を設ける理由はない。 
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第５章 ふるさと喪失・変表慰謝料（各論） 

第１ 小沢地区の故郷喪失変容損害が認められるべきであること 

１ 原判決の認定 

（１）原判決３７３頁以下を要約すれば、小沢地区の喪失の原因は、津波および

その後の災害危険区域への指定であり、福島第一原発の爆発事故（以下「本

件事故」）は影響していない。従ってその損害を控訴人東電に求める事はで

きないという事になる。 

（２）その結果、原告のうち小沢地区に居住していた谷地とし子（原告番号８－

２）の一家６人、山下清意（原告番号９－１）の一家２人について、原判決

は故郷喪失、変容を原因とする請求を棄却した。 

（３）しかし、この認定は、①原審に於ける原告の主張、証拠を検討する事なく、

②基本的な常識に反し、③先行判決の判断および④実際の災害危険区域指定

経過を無視し、⑤我が国の基本的法制度を理解していない重大な事実誤認で

ある。 

 

２ 事実誤認の内容 

（１）原審に於ける主張 

原告の最終準備書面第２分冊の１９１頁は、全戸避難の直接的原因は「福島

第一原子力発電所から１８㎞の距離に位置しており、再び本件事故と同様の事

態に至ることを恐れ」た結果である事が明記されている。 

（２）原審に於ける証拠 

ア 原告谷地は、甲Ｃ８第１号証の１５頁に於いて 

「小沢地区は、本件事故前には４９戸がありました、このうち４７戸が津

波の被害を受けました。津波被害を受けなかった家屋は２戸のみでした。 

小沢地区は、福島第一原子力発電所から１８㎞の距離に位置しており、本

件事故と同様の事態に至ることを恐れ、全戸避難となりました。」 
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と記載する。 

イ 原告山下は、甲Ｃ９第１号証の１５頁に於いて 

「小沢地区は、福島第一原発から１５㎞の距離にあることから、早い時期

から『帰還は無理』とされていたため、私は、退職金や被告からの慰謝

料の外に、借入れをして現在地に家も新築せざるを得ませんでした。」 

と記載する。 

ウ 原告谷地とし子は法廷に於いて 

「問 小沢には、もう未練はなかったんですか。 

答 もう戻りたかったんですけど、みんなが、うちを決めたっていうこと

と、もう帰れない所っていうことであきらめて、新しく土地を求めた

っていうことです。」（同人尋問調書３２頁） 

と陳述する。 

エ 原告山下清意は法廷に於いて 

「問 小沢に帰らないという決断はいつしたのですか。 

答 １４日かな。３月１４日。」 

「問 今、東電は廃炉作業は順調だという話をしていますけど、廃炉になっ

たら戻ってもいいかなという思いはありますか。 

答 ありません。」（同人陳述書５頁） 

と陳述する。 

「３月１４日」というのは、午前１１時１分３号機が水素爆発をして、

その状況がテレビで生中継された日時であり、その後、その場面には繰

り返し報道され、原告らに大きなショックを与えた日時であった。 

即ち、原告山下はこの映像を見て、小沢への帰還を断念しているのであ

る。 
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３ 常識的な判断 

（１）控訴人らの小沢地区に対する強い想い 

ア 原告谷地は甲Ｃ８第１号証の１６頁に 

「地域全体に包まれて生活していたという実感のあった小沢地区と異なり、

ここ（現住所）では何事かあったとしても、私の独力で切り抜けなければな

らないのだという思いをヒシヒシと感じます。 

と記載する。 

イ 原告山下は甲Ｃ９第１号証の１１頁に 

「本件事故前には、私達が、充実感を覚え、ストレスなど感じることなく、

誇りを持って生活していた、住民の絆が強い小沢地区の地域コミュニティは

喪失してしまったのです。」 

同１７頁に 

アレヤコレヤ小沢地区の事を想い出すとキリがありません。その度になん

ともいえない懐かしさと悲しみが心をふさぐのです。 

私は、本件事故前は、２合くらいの晩酌でしたが、本件事故後は酒量が増

え、３合から４合くらいの日本酒ないし焼酎を呑むようになってしまいまし

た。 

私としては、①失った生活への郷愁 ②母への追憶 ③今後の生活の心配

（新築資金の借財）④孫の被曝の心配、等々から、ついつい酒量が増えてい

るのが現状です。 

『小沢地区のことを考えると体にグーッとくる、淋さ』がどうしようもな

い」のです。」 

と記載する。 

ウ 原告谷地、原告山下ともに原審法廷に於いて、甲Ｃ８第１号証、甲Ｃ９第

１号証と同じ内容の陳述を各々している。 

（２）これだけ強く小沢地区への愛着を有する人々が、仮に原発事故がなく事故
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による立入規制、放射能汚染に対する恐怖がなく、津波による被害のみであ

ったならば、直ちに小沢地区での自宅再建に着手したであろう事は常識的に

判断できる事である。 

 

４ 災害危険区域への指定の手順 

（１）甲Ａ２５８号証は、令和２年１２月２日付けの南相馬市作成の「災害危険

区域設定の経過説明」書である。 

その冒頭１頁に市から提案し、（住民の）意見を集約した旨が記載されて

いる。その２頁に於いても同様な記載が存在する。 

特に５頁では地区（住民）全員の同意が必要な事を明記している。 

（２）すなわち、災害危険区域への指定には、小沢地区の全住民の同意書の提出

が必要であったのである。 

（３）原発事故当時の市長であった櫻井勝延元南相馬市長も、令和４年３月１０

日に行われた現地進行協議期日の立ち寄り場所９番小沢集落センターに於い

て「災害危険区域の指定の運用については、市町村に相当な裁量が与えられ

ていた。事故当時の南相馬市では住民意志の尊重を最優先にした」旨を指示

説明している。 

（４）小沢地区の全住民は、小沢地区は福島第一原発から１８㎞の距離にあり、

①深刻な放射能被害が存在し、②そのために立入禁止区域に指定され、③何

時帰還できるか全く見通しがつかなかった事から、災害危険区域への指定に

同意したのである。 

（５）正に、原発事故がなければ、住民が同意する訳がなく、災害危険区域への

指定もあり得なかったのである。 

 

５ 建築基準法３９条の解釈 

（１）建築基準法３９条は「地方公共団体は条例で…災害危険区域と指定するこ
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とができる」と規定する。 

（２）同法の解釈として「住民の意向の把握」が必要要件とされている。（甲Ａ

２５９号証４枚目） 

（３）言うまでもなく、日本国憲法２９条は私的財産権を保障する。即ち、２９

条は、国民の基本的人権として私有財産を保障している。従ってその制約の

ためには権利主体者の同意が必要である事、最終的に同意が得られないとし

ても最低限その意向確認が必要である事は、我が国の法体系の基本的骨格で

ある。 

 

６ 先行判例 

福島第一原発事故により、避難区域内の住民が避難を余儀なくされ、被控訴人

を相手に避難慰謝料及びふるさと喪失慰謝料を求めて提訴した事案としては、福

島地方裁判所いわき支部において出された、いわゆる第一陣訴訟判決（平成２４

年（ワ）第２１３号等）及び、同事件の控訴審判決（仙台高裁平成３０年（ネ）

第１６４号）がある。 

同事件においても、小沢地区に居住していた原告谷地ら及び原告山下らと同様

に、津波によって居住していた地域が根こそぎ壊滅してしまった地域に居住して

いた原告が存在した。 

しかし、これらの原告らについても、他の原告と同様に故郷喪失慰謝料が認定

されている。 

このように、一陣判決及びその控訴審判決においては、津波による被害があっ

てもなお、故郷喪失損害を認定している。それは、上記のような原発被害の実態

を認定したものに他ならない。 

 

７ まとめ 

原判決は、①原審に於ける原告主張および書証を無視し、原告らの陳述に耳を
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傾ける事もなく、②基本的な社会常識に欠け、③災害危険区域の指定手順および

先行判決を無視し、④日本国憲法の基本的理解を誤っている等々の重大な誤りを

犯している。 

 

第２ 一審原告高野剛の避難慰謝料が認めれるべきであること 

１ ２０１１年３月～８月半ば 

高野剛は、南相馬市の自宅に家族と暮らしていたが、２０１１年３月１１日は、

偶々有給休暇を使い，富谷町（現・富谷市）にある交際相手の家まで車で行き，

交際相手と一緒に名取のイオンモールに行っていたが、津波の情報が入るや、急

いで交際相手の家に引き返した。 

実家や勤務先などとは連絡が取れなくなり、道路も麻痺して、動けない状態だ

ったため、そのまま交際相手の実家に身を寄せた。 

数日後、やっと家族や勤務先と電話が通じたが、家族はバラバラに避難してお

り、勤務先も閉鎖されていたため、富谷に留まることになった。 

４月下旬（ゴールデンウイークの前）、南相馬市大町にある祖母の妹の家（当

の妹は避難中）に寝泊まりさせてもらい、再開した勤務先に通った。 

ゴールデンウイークの間に，避難先の飯坂温泉に行き，震災以来初めて家族と

対面した。ゴールデンウイークの後，兄も私がいる大町の家にやってきた。 

同年６月１８日頃から８月半ばまでのおよそ２カ月間は，西町（県の借り上げ

住宅）で，家族と一緒に生活した。 

２ 同年８月半ば～現在 

８月のお盆前にそれまでの勤務先を退職し、富谷の交際相手の家に住んで、就

職活動をした。最初の就職先でも、次の就職先でも、嫌がらせを受け、短期間で

退職した。福島出身だといじめられるのか、と精神的にまいってしまい、３カ月

くらい就職活動さえできなくなった。 

翌２０１２年６月に現在の勤務先に就職し、やっと落ち着いて働けるようにな
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ったため、同年８月に入籍した。 

しかし、およそ１年半経ったところで、妻から一方的に離婚を切り出された。 

勤務先は変えず、住まいを移って、現在に至っている。 

震災がなければ、南相馬市内で今も家族と暮らしていたはずである。 

 

第３ 一審原告鈴木務及び熊井ゆりかの避難慰謝料が認められるべきであること 

１ 原判決の判示 

 原判決は、一審原告鈴木務（原告番号４５－３）について、２０１１（平成２

３）年５月の福井県の転居は異動を理由とするものであり、それ以降の生活を本

件事故による避難と評価することは困難であるため、避難慰謝料の終期は同月と

評価するのが相当と判断した。また、一審原告鈴木務の娘である一審原告熊井ゆ

りか（原告番号４５－５）について、２０１１（平成２３）年５月１日の仙台市

への転居は大学通学を理由とするものであり、それ以降の生活を本件事故による

避難と評価するのは困難であるため、避難慰謝料の終期は同年４月とするのが相

当であると判断した。 

２ 両名の避難が継続していたと評価すべきこと 

 （１）一審原告鈴木務について 

ア 一審原告鈴木務は、２０１１（平成２３）年３月１５日に山形県西置賜郡飯

豊町の少年自然の家に避難してから、厨房機器製造企業であるタニコー株式会

社（以下「タニコー」という。）の南相馬市鹿島区の工場に勤務しながら、本

来の勤務先である南相馬市小高区の小高工場が原発事故のために閉鎖になった

ため、生産に必要とされる部品等の移動作業をしていた。当初は少年自然の家

から通っていたが、片道約２時間かかる通勤が大変だったため、一人で同年４

月の中頃に大甕の自宅に戻った。同月２２日に、福島第一原子力発電所から半

径２０キロメートル圏内は警戒区域とされ、立ち入ることができなくなり、小

高区の小高工場も警戒区域内にあり、いつ再開できるかさえもわからなくなっ
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てしまった。 

 イ 本件事故後、タニコーの福島県にある工場の従業員は全国各地に避難してい

たが、その安否確認を行ったところ、西の方へ避難している従業員が多いこと

が判明した。一審原告鈴木務は、西への避難を余儀なくされている従業員の受

け皿とするために、西の方に避難している従業員と福島から追加人材を送りこ

んで作れる製品がないかを検討し、はじめは１５人程度で福島県の人材だけで

製品を作るための部署を立ち上げた。福井県にタニコーの子会社である株式会

社タニコーテック（以下「タニコーテック」という。）の本社があり、同県内

に工場が３つあったが、多く（５６名）の人材を受け入れるキャパシティーが

ないといわれ、追加の生産部署については設備、作業場所の確保が出来ずテッ

ク工場内では受け入れてもらえなかった。そのため、福井大野第１工場のとな

りにある偶然潰れたフットサル場の跡地をタニコーテックが借り入れ、そこを

作業場とすることになった。福島県の工場から部品、加工材料等を供給しても

らい福井県の作業場で製品の生産を始めたが、部品、加工材料供給に輸送に時

間が掛かり東地区（福島工場は東地区がメイン）の受注量に現状対応できず、

材料加工設備を福島県の工場から福井県まで移動してでも生産をしないと受注

には対応できず、福井県の作業場に加工設備移動を行い生産するしかなかった。

一からの立ち上げのため、大変苦労したがが、避難している従業員のためにも、

やらざるを得ないことであった。一審原告鈴木務は、福井県に行ってからも、

家族が心配で、１か月に１回は自動車で（片道９時間）福井県から南相馬市の

自宅や名取市まで戻って様子を確認していた。 

   ２０１２（平成２４）年８月に小高区の避難指示解除準備が始まり、小高工

場再開の為に一審原告鈴木務は南相馬市に帰郷した。 

ウ このように、一審原告鈴木務は普通のサラリーマンが転勤するように会社か

ら指示されて福井県に行ったのではなく、本件事故後の影響で福島県からの避

難を余儀なくされたタニコーの同僚達の受け入れ先が見つかり、受け皿を作る
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ために奔走し、そのためにやむを得ず福井県に行ったのである。それはいうま

でもなく本件事故の影響によるものであり、その苦労は多大であり、多くの避

難者と異ならないものだった。この事故が無ければ、一審原告鈴木務がタニコ

ーテックで就業することはなかった（甲Ｃ４５－６）。 

よって、一審原告鈴木務が福井に行ったのは本件事故を原因とすることから、

それ以降の生活についても、本件事故による避難と評価すべきである。 

 （２）一審原告熊井ゆりかについて 

ア ２０１１（平成２３）年４月２２日に福島第一原子力発電所から半径２０キ

ロ圏内への立ち入りができなくなり、一審原告鈴木らの自宅は半径２０キロ圏

内と圏外の境界にあったため、自宅の目の前にはバリケードが設置された。当

時、一審原告鈴木務は自宅に戻っていたため、その光景を目の当たりにしたが、

バリケードの設置された光景は異常であり、強い衝撃を受けた。そして、連日

報道される目に見えない放射能汚染への恐怖に加え、当時の南相馬市原町区は

多くの人が避難を継続していて、店も開いておらず、人がいない状況で、とて

も若い娘達を生活させられるような状態ではないと考えた。自宅の目の前の半

径２０キロ圏内が危険だとして物々しいバリケードが設置されて立ち入りを禁

じられているのに、ほぼ同じ場所にある私の自宅が安全である保証などどこに

もなかったのである。そのため、一審原告鈴木務は娘達をすぐに別の場所に避

難させなければならないと考えた。 

イ そのころ、一審原告熊井ゆりかが大学に通うための移動手段であった常磐線

も不通となり、名取市まで行くことができなくなっていた。本件事故の影響も

あり、常磐線がいつ再開されるかもわからない状態であった。そこで、一審原

告鈴木務は一審原告熊井ゆりかを大学に近い名取市に避難させ、そこから大学

に通わせることにした。原判決にあるような、単に、大学に通学させることだ

けを目的に名取市に転居させたわけではない。自宅の周囲が前述の状態だった

からこそ、２０１１（平成２３）年４月２３日に山形の避難所より自宅には戻
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さず一審原告熊井ゆりかを名取市に借りたアパートへ避難させ、その後すぐに、

妻の一審原告鈴木みゆき（原告番号４５－４）と三女の一審原告鈴木摩耶（原

告番号４５－７）も名取市に避難させたのである。なお、一審原告鈴木豊子の

陳述書では、長女や三女が山形から名取市に行く前に一旦南相馬市の自宅に戻

ったとあるが、これは間違いで、実際には南相馬市の自宅を経由せずに山形か

ら直接名取市に避難している。おそらく荷物を取りに名取市から日帰りで何度

か南相馬市の自宅に戻ったのを勘違いしていると思われる。 

 ウ このように、一審原告熊井ゆりかが名取市に行った理由は、単に大学に通う

ためということではなく、むしろ、主たる目的は南相馬市の自宅からの避難に

あった。避難先を名取市とした理由が、大学に通いやすいからということであ

る。南相馬市からの避難として、一審原告鈴木みゆきと一審原告鈴木摩耶も同

じアパートに避難している（甲Ｃ４５－６）。 

よって、一審原告熊井ゆりかの名取市への転居も本件事故を原因とすること

から、それ以降の生活についても、本件事故による避難と評価すべきである。 

３ 小括 

  以上のとおり、一審原告鈴木務については、本件事故を始期とし、福井県から

南相馬市の実家に戻った時を終期とする期間についての避難慰謝料が認められ

なければならず、一審原告熊井ゆりかについても、本件事故を始期とし、名取市

から南相馬市の実家に戻ったときを終期とする期間についての避難慰謝料が認

められなければならない。 
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第６章 後藤意見書を踏まえた主張 

第１ これまでの主張の概要 

１ はじめに 

   １審原告らは、これまで、証拠として、令和４年１月２６日の期日におい

て、後藤政志氏の意見書（甲Ａ３３６、以下「甲Ａ３３６号証の意見書」と

いう。）及び補充意見書（甲Ａ３３７、以下「甲Ａ３３７号証の補充意見書」

という。）を、これらの意見書に基づいて同月１９日付け準備書面７（以下

「原告準備書面７」という、）及び同準備書面８（以下「原告準備書面８」

という。）を、同年６月１４日の期日において、後藤政志氏の補足の意見書

（甲Ａ３５３号、以下「甲Ａ３５３号証の補足意見書」という。）及び当該

意見書に基づいて同月７日付けの準備書面（１１）（以下「原告準備書面（１

１）」という。）を、それぞれ提出した。 

これに対し、１審被告からは、同月１４日の期日において原告準備書面７

及び原告準備書面８に対する反論として、同月６日付け１審被告控訴審準備

書面７（以下「被告準備書面７」という。）が提出された。 

以下、１審原告らは、これまでの主張の概要として、原告準備書面７、原

告準備書面８、原告準備書面（１１）における主張の要旨を説明した上で、

次項（第２）において、被告準備書面７に対する再反論を行う。 

 

 ２ 原告準備書面７における主張の要旨 

 （１）はじめに 

    ２０２１（令和３）年３月５日、原子力規制庁は、本件原発事故に関し

て、「東京電力福島第一原子力発電所事故の調査・分析に係る中間取りま

とめ」－２０１９年９月から２０２１年３月までの検討－」（以下「中間

取りまとめ」という）を発表したが、この「中間取りまとめ」により、以

下の二つの事実が新たに明らかになった。 
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具体的には、第１に、１号機、２号機共用排気管内のベント排管が共用

排気管の筒頭部まで達することなく、共用排気管基部までしか達していな

かったとの事実であり、第２に ２号機、３号機の原子炉建屋上部にある

シールドプラグの下面に、７０ＰＢｑものセシウム１３７が存在している

との事実である。 

そのうち、第１の事実は、被告の設計思想の杜撰さを象徴するもので、

被告の悪質性を示すものであり、第２の事実は、今後のデブリ等の取り出

し作業に伴い、放射性物質が飛散されるリスクを考慮すると、今後も長期

にわたり、周辺住民にとっては重大な脅威となり続けることから、原告ら

のふるさと喪失の事実を示すものである（以上、原告準備書面７・５頁、

甲Ａ３３６・４～６頁）。 

以下、第１の事実及び第２の事実について概略を論述する。 

（２） 第１の事実について（『中間取りまとめ』にみられる福島第一原発のシ

ビアアクシデント対策の構造上の問題点） 

ア 本件原発事故における水素爆発の発生機序について 

まず、本件原発事故における水素爆発の発生機序として。（１）空気作動弁

のフェイルオープンになり水素や放射性物質を含む気体が逆流したこと（特に

１号機）、（２）非常用ガス処理系（以下「ＳＧＴＳ」という。）との系統分

離がなされておらず、バルブが耐圧ベント時の電源喪失により開いたので、Ｓ

ＧＴＳ下流側から水素や放射性物質を含む気体が逆流したこと。（３）水素が

格納容器ベントしたときにＳＧＴＳに逆流し、さらに常用換気空調系を通して

排気ダクトから原子炉建屋内に逆流したこと、（４）１号機、２号機のベント

排管が廃棄等の基部に直接接続されていたことで、ベント排管から流れ出た水

素が排気筒下部の広い空間に放出されたときに、それまで周囲に少なかった酸

素が水素と一気に混ざったことで水素爆発したことが考えられ、さらに、（５）

水素の漏洩が水素爆発に寄与している（原告準備書面７・５～１３頁、甲Ａ３
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３６・１０頁、同・１４～１５頁、同・２４～２９頁）。 

イ 福島第一原発の構造上の問題点 

    次に、福島第一原発の構造上の問題店として、（１）グラビティダ

ンパの取り扱いも号機ごとにバラバラなど設計に統一性や首尾一貫性がない

こと、（２）ラプチャーディスクが機能しなかったこと、（３）耐圧ベントラ

インの系統構成が脆弱であったこと、（４）被告自身も福島第一原発において

設計の不十分さがあったことや１号機から４号機の構造において水素排出が

完全な方法では出なかったことを認めていることが挙げられる（原告準備書面

７・１４～１８頁、甲Ａ３３６・１４～１７頁、同・２７～２９頁）。 

ウ １審被告の設計思想の問題 

さらに、１審被告の設計思想の問題として、（１）日本のシビアアクシデン

ト対策が発生しがたいとして事業者の自主基準としたこと（被告と原子力規制

のもたれあい）、（２）福島第一原発でのシビアアクシデント対策が付加設計

であってトータル設計になっていないこと、（３）シビアアクシデント対策が

「設計基準事故」と「シビアアクシデント（過酷事故）」のダブルスタンダー

ドになっていることが、挙げられる。 

のみならず、本件原発事故前に２の構造上の問題点を指摘されて修正する機

会が与えられていたにもかかわらず１審被告がこれを放置している（原告準備

書面７・１８～２４頁、甲Ａ３３６・１８～２２頁、同・２９頁）。 

エ まとめ 

    以上のように、１審被告は、本件原発事故前に、福島第一原発の構

造上の問題点を指摘されて修正する機会が与えられていた。にもかかわらず、

被告がこれを放置した結果、本件原発事故が引き起こされたのである。被告の

このような放置、怠慢は、引き起こされた結果の甚大さからみても、決して許

されるべきものではなく、被告の悪質性を示すものである（原告準備書面７・

２４～２５頁）。 
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（３）第２の事実について（福島第一原発における放射性物質拡散のリスク） 

ア 原子炉建屋上部のシールドプラグで高濃度の放射性物質が発見されたこ

と 

既に述べたように、２０２１年３月５日原子力規制委員会が公表した本件原

発事故の「中間取りまとめ」において、格納容器の真上のシールドプラグ下面

の多量の放射性物質が存在することが指摘された。非常に高線量の放射性物質

は、本件原発事故で気体として放出されたとされる総量１５ＰＢｑ（推定値）

比べても非常に大きな値で、様々な技術的な検討をしてはいるものの、汚染の

全体像を把握できていないことは明らかである。これは、住民にとって大きな

脅威である（以上、原告準備書面７・２５～２６頁、甲Ａ２２６・３３頁）。   

イ 現時点での福島第一原発の汚染状況 

現時点での福島第一原発の汚染状況としては、（１）使用済核燃料を除く放

射性物質（主としてセシウム１３７）の総量と状況、（２）使用済核燃料の置

かれている状況、さらに、（３）事故から１０年以上経つにもかかわらず、敷

地内外の核種放出の挙動がいまだに特定されない状況が挙げられる。 

そして、これらの汚染状況から、本件原発事故から１０年以上経過した現時

点においても、福島第一原発には多量の放射性物質が放置されていることが明

確になっている。そして、そのうち、特に、原子炉建屋上部のシールドプラグ

の下面に、本件原発事故後１０年たって、はじめて今まで想定しなかった７０

ＰＢｑレベル（本件原発事故で外部に放出されたと推定される１２ＰＢｑの６

倍弱もの放射性物質が発見されたが、原子炉建屋の上部にそのような大量の放

射性物質が存在することで、外部に拡散するリスクも拡散した場合のリスクも、

格段に高いものとなっている、しかも、福島第一原発敷地内外における核種放

出の挙動すら、いまだ特定されていない状況にある（原告準備書面７・２７～

３０頁、甲Ａ３３６・３４頁、同・３６頁、同・４３頁）。 

ウ １審被告の対応 
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   １審被告の対応について見ると。（１）燃料取り出し工事の概要とス

ケジュールからは、今後に被告が実施する予定の燃料取り出し工事は、長期間

継続することが確実である。 

また、（２）使用済み核燃料のみならずデブリの取り出しも予定しているが、

（３）新設する大型カバーと放射性物質飛散対策としては、１号機の使用済燃

料の取出しの前準備として、１審被告は、オペフロ床遮蔽、大型カバー床遮蔽、

衝立遮蔽、換気設備、ダスト放射線モニタ等の設置工事を行うとしていて、被

換気設備とダスト放射線モニタを設置するとしている（原告準備書面７・３０

～３２頁、甲Ａ３３６・３７～３８頁）。 

エ 放射性物質が飛散するリスク 

   ところが、（１）地震や本件原発事故によって建屋が脆弱化しており、

（２）ガレキ撤去の際の溶解作業のときに金属粒子が周辺に飛び散るリスクが

あること、（３）重機によるコンクリート解体作業と人手によるコンクリート

はつり作業のときに飛散するリスクがあることが明らかになっている。さらに、

（４）使用済み核燃料の存在が脅威であること、（５）デブリ取り出しが非常

に困難である一方で、その際に汚染拡大のリスクがあることも明らかになって

いる（原告準備書面７・３２～３５頁、甲Ａ３３６・３８～４２頁）。 

オ まとめ 

以上のように、福島第一原発の１号機から４号機の格納容器、シールドプラ

グはもちろん、敷地内においては、依然としていついかなる状況によって周辺

地域の高濃度の放射性物質をまき散らして汚染を再発させるかわからない状

況が継続して存在している。以上のように、福島第一原発の１号機から４号機

の格納容器、シールドプラグはもちろん、敷地内においては、依然としていつ

いかなる状況によって周辺地域の高濃度の放射性物質をまき散らして汚染を

再発させるかわからない状況が継続して存在している（原告準備書面７・３５

～３６頁）。 



163 

 

 

３ 原告準備書面８における主張の概略 

（１）はじめに 

原告準備書面８及び甲Ａ３３７号証の補充意見書においては、「中間とりま

とめ」の記載から離れ、１審被告が福島第一原発設置以来の諸々の事蹟により、

１審被告には原発を管理、運営する誠実さが決定的に欠落していることを、以

下の諸点を指摘して論証する。概略を述べる。 

（２）当時ヨーロッパで設置が進んでいたフィルターベント装置の研究をしてい

たにも拘わらず、東電の自主的な判断でフィルターベント装置を設置しな

かったこと 

後藤政志氏が東芝に入社した１９８９年当時、ヨーロッパでは米国スリーマ

イル原発事故の反省と旧ソ連のチェルノブイリ原発事故の影響から、フィルタ

ーベントが開発され次々と設置されるようになった。ところが、１審被告は、

当時ヨーロッパで設置が進んでいたフィルターベント装置の研究をしていた

にも拘わらず、東電の自主的な判断でフィルターベント装置を設置しなかった。

このことは、１審被告がシビアアクシデント対策の重要性を甘く見ていた証拠

であり、１審被告に福島事故における放射能放出の被害を増大させた重大な責

任があることを意味する（原告準備書面８・４～８頁、甲Ａ３３７・２～７頁）。 

（３）２０年にわたって１審被告がデータ改ざんを繰り返していたこと 

１審被告は、再循環系配管や炉心シュラウドなどの主要な機器や配管に亀裂

が発生していたことを隠していたことを２００２年に認めた。その後の調査で、

非常用発電機や緊急炉心冷却系（ＥＣＣＳ）や種々の安全装置の検査結果を改

ざん・捏造してきた事を２００７年に公表した。これらの欠陥隠しやデータ改

ざんを２０年もの長きに渡って行ってきた。これらの欠陥隠しやデータ改ざん

を２０年もの長きに渡って実施してきた１審被告の責任は極めて重い（原告準

備書面８・８～１４頁、甲Ａ３３７・６～１１頁）。 
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（４）福島第二原子力発電所（以下「福島第二原発」）原発３号機の再循環ポン

プ破壊事故 

１９８９年１月１日に、１審被告は、福島第二原発３号機において、運転中、

再循環ポンプの異常な振動を発見したにも関わらず、が出力を下げただけでプ

ラントを止めなかった。そのためポンプが破損し大事故になった（原告準備書

面８・１４～１８頁、甲Ａ３３７・１１～１５頁）。 

（５）２００７年柏崎刈羽原発の中越沖地震による被害後、耐震性の見直しをお

ろそかにし、同時に津波の問題をまじめに追及する姿勢を欠いていたこと 

（６）津波の長期予測が出された時期に、津波の予測データの信ぴょう性が不確

定なことを理由に、対策を怠ったこと 

（７）海洋投棄に際しての放出水の成分についての虚偽報告をしたこと 

アルプス（多核種除去設備。トリチウムを除く放射性核種を除去できる設備）

処理水の処理方法を巡って、政府の「多核種除去設備等処理水に関する小委員

会」で議論をしている時に、被告は、「トリチウム以外のものは何とかできて

いる。」と説明したが、トリチウム以外の核種について、被告は情報を委員に

は隠しており、委員会で検討されていない。トリチウム水に代表される、放射

性物質の実情を１審被告は意図的に隠してきた（原告準備書面８・３０～３１

頁、甲Ａ３３７・２６～２７頁）。 

（８）１審被告の発表した福島第一原発の原子炉建屋の事故後の耐震性を１０

０％とする事は信用できないこと 

（９）地震計と地震動データの取得に対する１審被告の対応の無責任さ 

１審被告は、２００４年新潟県中越地震の際にも、落雷によるトラブルに起

因して、１号機のデータがとれなかったとされている。一方で、建屋について

はたくさんデータが残っており、地盤についても最大加速度は残っていると主

張している。余震のデータも残っていると主張しているが、被告本社と交渉し

たその場で明らかにするよう求めたが拒否されている。地震による実プラント
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データを、何回となく失ってしまいそれを悪びれることもなく“問題ない”な

どと言うような被告に、果たしてまともに耐震強度評価ができるのだろうか、

疑問である（原告準備書面８・３３～３４頁、甲Ａ３３７・２８～２９頁）。 

（１０）まとめ 

以上のように、１審被告は、２０００年代のデータ改ざん問題を筆頭に、何

十年も隠していた制御棒引き抜き事故かくし、２０２０年以降の柏崎刈羽原発

における一連のセキュリティーに係る違反の数々、トリチウム汚染水に含まれ

ていた高濃度の核種のデータの意図的開示拒否等々、数えきれないほどのデー

タ隠し、改ざんをやってきた。 

また、他方で、福島第二原発３号機のように多くの危険な兆候を無視して再

循環ポンプの運転を続け、炉心に金属片が入る極めて危険な事故を起こしてい

る。耐震設計や耐津波に関しても、原子力プラントの安全を確保する姿勢に欠

け、実機の地震計測データの度重なるデータ喪失など、どれをとっても、１審

被告は、原子力プラントを運転する誠実さを全面的に欠落していると言わざる

を得ない（原告準備書面８・３４頁、甲Ａ３３７・２９～３０頁）。 

 

４ 原告準備書面（１１）における主張の概略 

（１）はじめに 

甲Ａ３３６号証の意見書は、２０２１年３月に規制庁が公表した「中間とり

まとめ」を主たる根拠としてまとめたものであるが、同月以降、２０２２年５

月現在までに、１審被告は、福島第一原子力発電所の工事に関する数々のトラ

ブルと、福島地区における地震の発生とそれに伴う損傷や異常、および、１審

被告の管轄下における柏崎刈羽原子力発電所での不祥事が多発した。 

原告準備書面（１１）及び甲Ａ３５３号証の補足意見書は、この１年間に起

きたそうした様々な事例から、１審被告が本件原発事故の修復と地震対策や工

事のトラブル対策を十分実施できていないこと、それによる福島地区における
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放射性物質の拡散、被ばくのリスクが非常に高くなっていることを明らかにす

る目的で作成したものである（原告準備書面（１１）・４頁、甲Ａ３５３・３

頁）。 

以下、その概略を述べる。 

（２）本件原発事故について 

本件原発事故について、本件原発事故後に、設計上のミスなどから、シール

ドプラグの１～３号機で合計約７０PBq ものセシウム１３７の存在の他に、屋

外の排管でも数時間で致死傷達する程の高線量の部位があることが判明した

ことを述べて、耐圧ベントラインの高線量の汚染の状況について説明する。 

次いで、配管撤去作業が中断していることや、事故から１１年経った今現在

においても、トラブルの連続で廃炉計画は全く見通しが立たないこと、具体的

には、凍土壁の劣化により流入する地下水を防ぐことが難しいこと、政府や１

審被告が流入する地下水をそのままにして、タンクに貯蔵してきた「トリチウ

ム汚染水」を海洋に放出しようとしていることを指摘し、外界でトリチウムが

拡散品ようにする具体策がある中で、なぜ漁業関係者や地元の人の反対意見を

押し切ってまで、大量に貯めてあるトリチウム汚染水（処理水）を海洋に放出

しようとしているのか理解に苦しむとする。 

さらに、 汚染水の浄化設備でフィルターに穴が開いていたことが判明した

が、当初の設計上の問題を１審被告が放置していたこと、１審被告が放射性廃

棄物を計画地外に放置していること、１審被告自らも廃炉計画の破綻を認めて

いることをそれぞれ指摘したうえで、福島第１原発の廃炉計画が実現の見込み

が立っていないことを具体的に指摘する（原告準備書面（１１）・４～１４頁、

甲Ａ３５３・３～１３頁）。 

（３）福島第１原子力発電所の放射線量と被曝のリスクについて 

福島第１原子力発電所の放射線量と被曝のリスクについては、見かけ上がれ

きが撤去された中でも発電所の周囲が深刻に汚染された状況であることを指
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摘する。具体的には、２０２２年２月から３月にかけての敷地内で高放射線量

が計測された状況、５時間半で被ばく線量は約４４マイクロシーベルトにも及

ぶこと、特に１、２号機排気筒根本では、屋外で最も線量が高かったことを指

摘する（原告準備書面（１１）・１５～１９頁、甲Ａ３５３・１３～１８頁）。 

（４）福島第１原発における地震の影響と地震による損傷のリスクについて 

また、福島第１原発における地震の影響と地震による損傷のリスクについて

も言及する。具体的には、２０２２年３月１６日に発生した福島県沖地震によ

る各原発の、特に福島第一原発の被害状況を述べ、１審被告の柏崎刈羽発電所

に耐震強度の重要な欠陥があること、杭基礎は設計想定以下の地震で破壊する

ことがあることを指摘し、さらに、同じく柏崎刈羽原発で、原発敷地内の未点

検くいが１８００本超も存在することを指摘し、これらの事実から福島第一原

発でも、同様に地震の影響により損傷するリスクがあることを指摘する（原告

準備書面（１１）・２０～２９頁、甲Ａ３５３・１８～２６頁）。 

（５）福島第一原発に影響を与える地震の発生について 

さらに、福島第一原発に影響を与える地震の発生について、２０２２年３月

１６日以降、地震動が活発化しているため、今後、福島台地原発に影響を与え

る地震が発生して、廃炉作業に与える影響が懸念されることを指摘する（原告

準備書面（１１）・２９～３０頁、甲Ａ３５３・２６～２７頁）。 

（６）柏崎刈羽原発で、安全上最重な機器のトラブル対策に２か月もかかった理

由について 

柏崎刈羽原発で、安全上最重な機器のトラブル対策に２か月もかかった理由

について、非常用ディーゼル発電機が故障し起動できなかったことを指摘し、

柏崎刈羽原発や福島第一原発で様々なトラブルや不適切な工事、度重なる失敗

があったことについて、１審被告の技術的な問題と事業者としての能力不足を

指摘して、１審被告が現時点で原子力発電所を運転する上での適格性を欠いて

いるとする（原告準備書面（１１）・３０～３２頁、甲Ａ３５３・２８～２９
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頁）。               

（７）１審被告のテロ対策不備と原子力事業者としての姿勢は極めて重大な問題

があること 

１審被告のテロ対策不備と原子力事業者としての姿勢は極めて重大な問題

があることについては、具体的には、１審被告には原発を運転する資格がない

もうひとつの理由として、テロ対策が不備であることを指摘し、このような無

防備の状態で、原発へのテロ行為がなされると再び重大事故が発生するリスク

が高いとする（原告準備書面（１１）・３２～３４頁、甲Ａ３５３・３０頁）。 

（８）まとめ 

その上で、最後に、１審被告らが進めようとしている福島第一原発の廃炉作

業全体の工程に無理があり、これからも長期にわたって続く除染や解体工事に

おける想定外の放射性物質の漏洩、拡散のリスクが極めて高いとする（原告準

備書面（１１）・３４頁、甲Ａ３５３・３１頁）。 

 

第２ 被告準備書面７に対する再反論 

１ 被告準備書面７における１審被告の主張 

   被告準備書面７は、原告準備書面７及び原告準備書面９（甲Ａ３３６号証

の意見書及び甲Ａ３３７号証の補充意見書）に対する反論として、後藤政志

氏が、「中間とりまとめ」を根拠に本件原発のシビアアクシデント対策に１

審被告の著しい悪質性を示すような構造上の欠陥があったとか、本件原発の

廃炉作業について、１審原告らの放射能被ばくに対する合理的懸念を基礎づ

けるほどの放射性物質の拡散リスクが存在する等と指摘していることは、い

ずれも事実と異なって誤りであり、同氏の意見に基づいて、本件原発のシビ

アアクシデント対策に１審原告らの慰謝料増額を基礎づける程度の悪質性が

あったとか、本件原発の廃炉作業の状況によって１審原告らに対する客観的

な法益侵害が継続しているかという１審原告らの主張は、いずれも失当であ
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ると主張する。 

   以下，１審原告らの再反論を詳論する。 

 

２ はじめに 

１審被告は，被告準備書面７において、「原告側証人後藤政志が原子力規制

庁の「東京電力福島第一原子力発電所事故の調査 分析に係る中間取りまとめー

２０１９年９月から２０２１年３月までの検討－」（甲Ａ３３３,以下「中間取

りまとめ」という。）を踏まえて提出した甲Ａ３３６号証の意見書と，その後

に提出した甲Ａ３３７号証の補充意見書に基づき，①本件原発のシビアアクシ

デント対策に構造上の間題があり，かかる事実は１審被告の悪質性を示す，②

本件原発の廃炉作業時に放射性物質が拡散するリスクがあり，かかる事実は１

審原告らが被ばくによる健康不安を感じることの客観的合理性を基礎付ける」

との主張に対して反論した。本意見書は、被告準備書面７に対し再反論するも

のである（甲Ａ３６６・４頁）。 

 

３ シビアアクシデント対策に構造上の問題があったとの指摘について 

（１）ベント配管に構造上の欠陥があったとの主張について 

ア 水素が逆流しやすい構造になっていたとの指摘について 

水素の逆流に関しては、設計上いくつかの段階があり、相互に関連があるも

のの、重要性が異なると考えられる。まず第１点目は、本件原発において耐圧

ベント配管が、過酷事故時（重大事故時）のような緊急事態において、格納容

器内の気体や蒸気等を排気する最も確実な方法は、他の系統とは接続せず、独

立の配管にすることである。なぜかというと、耐圧ベントラインの設計圧は、

格納容器の設計圧の２倍であり、さらに原子炉建屋内の非常用ガス処理系配管

（ＳＥＴＳ配管）や換気空調系と接続されていると、当然系統間の仕切弁が必

要になり、仕切り弁に今回発生したようなエラー（電源喪失）が起き想定外の
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弁の開閉があると、仕切弁が開いてしまい本来分離すべき系統がつながってし

まうことになる。 

また、逆に本仕切弁を開かねばならない時に、仕切弁に故障が生じると仕切

弁が作動せず、本来働くべき系統が想定通り機能しなくなる。つまり、系統分

離はできるだけ、完全に別系統にして系統間の相互作用が生じないようにする

ことが最も信頼性が高い。 

１審被告の「本件原発においてベント配管（耐圧強化ベントライン）が非常

用ガス処理系配管(ＳＧＴＳ配管）を一部経由していたことは事実であり，それ

自体は少なくとも本件事故前は特に問題のある設計とはされていない。」（被

告準備書面７・３頁・下４行目）との主張は、「前半のベント配管がＳＧＴＳ

配管を一部経由していた」ことは事実であることを認めている。しかし、後段

の「本件事故前は特に問題のある設計とはなされていない」という主張は問題

である。本稿の前段で述べたように、そもそもベント配管がＳＥＴＳ系配管を

一部経由していたこと、つまり系統構成が分離できていなかったことが、水素

の逆流を生じた原因である。 

技術的には「本件事故前は問題のある設計ということに気が付かなかったこ

と」が原因であるから、１審被告はその過ちを勝手に「特に問題のある設計と

はされていない」などという主調は自己の設計責任を無視した極めて無責任な

発言である。「問題のある設計とはされていない」などという主張は、設計と

いう行為の主体が存在せず、あたかも自動的に設計がされたかのような発言で

看過しがたい。そもそも、当時は設計上の問題となっていなかった、等という

ことを設計した側が発言することは、事故の発生を防ごうとする姿勢に欠けて

いると見なさざるを得ない。 

１審被告は、「一方、本件原発１号機や２号機でベントガスがＳＧＴＳ配管

を通じて建屋に逆流した可能性があることについては、中間とりまとめでも指

摘されているとおりである。」（被告準備書面７・３頁、下１行目から p４頁・
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２行目）というが、この説は、「（水素爆発を回避する意味もある）格納容器

ベントをしたら、水素が原子炉建屋内に逆流し水素爆発を助長した」ことが、

極めて重たい事実である。 

安全設計上は、安全装置が故障や人為的ミスで作動できないことが問題であ

り、そのために安全装置の多重化、多様化を進めることが望ましい。しかし、

様々な要因が関係したと推測されるが、単に安全装置が作動しなかったことよ

り、安全装置が水素爆発発を助長する方向に動いたことが非常に重要な問題で

ある。これは、前段で述べたように、系統分離ができていなかったこと、系統

間に設置したＳＥＴＳ系の出口弁が、電源喪失でフェイルオープンしてしまっ

たことが本質的な問題である。 

１審被告は、それ以降①ＳＥＴＳ系は、「非常時でも原子炉建屋内の空気を

浄化処理する必要があるため、ラインが閉じることのないよう出口弁は開（フ

ェイルオープン）となる設計としている。②一方、ベントを行う際にＳＧＴＳ

配管の出口弁を全閉し、耐圧バウンダリを構成した状態でベントするため、Ｓ

ＧＴＳ出口側からベントガスが逆流することはない。③また、ＳＧＴＳ出口弁

は、電源喪失でも圧縮空気ボンベによる圧縮空気で全閉可能な設計としている。

しかしながら、⓸本件事故時には本件津波により全電源が喪失し、過酷な状況

のもとで事故対応を余儀なくされ、ＳＧＴＳ配管の出口弁を阻止できないまま

ベントを実施したため，当該配管を通じてベントガスが建屋に逆流したと考え

られる。 

もっとも，⑤ １号機のＳＧＴＳ配管には，出口弁とは別に空気作動ダンパが

設置されており，それによって一定程度逆流防止効果が期待できたと考えられ

る。」と、事故の経緯を①から⑤に分けて説明しているが、その意味を考えて

みる（以上①～⑤は筆者）。 

１審被告は、ＳＧＴＳの機能として、出口弁が閉じないようにフェイルオー

プンとなる設計になっているが、②同じ出口弁が、ベントを行う際には全閉し、
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耐圧バウンダリを構成した状態でベントするからＳＧＴＳ出口側からベントガ

スが逆流することはない、としている。 

しかし、実際にはベントをする際に、ＳＧＴＳ配管の出口弁が全閉にならず、

電源喪失によるフェイルオープンで開いてしまい、水素の逆流が起こった。 

③でＳＧＴＳ出口弁は、圧縮空気で全閉可能な設計になっているとしている

が、実際には⓸津波で電源喪失し、ＳＧＴＳ配管の出口弁を閉じることができ

ないまま、ベントをしたので、当該配管を通じて建屋に逆流した。 

この①から⓸までの経緯を見ると、設計上はＳＧＴＳと耐圧ベント系の目的

と系統構成から両者の境界にあるＳＧＴＳ出口弁が、開くか閉じるか条件よっ

て異なり、たった一つの系統エラー（例えば電源喪失によるフェールオープン）

が、耐圧ベントラインのバウンダリ構成を破ってしまう仕組みになっている。

つまり、２つの系統が接続している境界のバルブは、安全機能を果たしていな

いことになり、本来、別系統にしなければならないところ系統分離に失敗して

いる、と考えられる。 

設計上、想定する機能が、当該機器の故障があっただけで、全く逆に働くこ

とが、そもそも設計上おかしいことである（以上甲Ａ３６６・４～６頁）。 

イ 空気作動ダンパとグラビティダンパに関する主張の誤り 

１審被告は、ＳＧＴＳ配管を通じてベントガスが建屋に逆流したと考えられ

る、とした上で「もっとも、１号機のＳＧＴＳ配管には、出口弁とは別に空気

作動ダンパが設置されており、それによって一定程度逆流防止効果が期待でき

たと考えられる。」（被告準備書面７・４頁・下５～７行目）と主張している。 

その上で、後藤氏が言う、１号機と２号機の空気作動ダンパとグラビティダ

ンパの有無が水素の逆流に関係していたのでないかという指摘に対して、被告

は「そもそも空気作動ダンパもグラビティダンパもそれ自体はベント時の逆流

を防ぐことを直接の目的として設備ではない。」（被告準備書面７・５頁・１

～２行目）などと、設計上の目的ではないとしつつ、他方では「一定程度逆流
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防止効果が期待できたと考えられる」（被告準備書面７・４頁・下３行目）と

しており、矛盾した主張をしている。 

このことは、そもそも設計上は耐圧ベントは建設当初はなかったもので、１

９９０年代以降に過酷事故対策として、設置されたもので、当初より設置され

ていたＳＧＴＳとは、設計圧が違うし系統分離に失敗すれば、空気作動ダンパ

等で逆流を防げるようにはなっていないことは確かである。しかし、他方で設

計上の想定ではないが、空気作動ダンパ等があるかないかで、発生した逆流の

程度は異なってくることも事実であろう。 

逆流に関して言えば、耐圧ベントとＳＧＴＳ系統の間にあるバルブの隔離機

能が第一であるが、次の要因、つまり設計では意図していなくても、目的外で

あっても、実際に機能するものは使うという過酷事故対策の考え方からすれば、

空気作動ダンパやグラビティダンパも多少の役割を果たすものということで指

摘したものである。 

しかし、１号機から４号機まで空気作動ダンパやグラビティダンパの有無が

ばらばらなのは、何か理由があるのか初期の設計を確認するよう指摘してきた。

１号機及び２号機の耐圧ベントラインが、スタック下部までしかつながってい

なかった事例と同様、空気作動ダンパやグラビティダンパがどのような設計思

想でつくられているのか依然として不明なままである。 

１審被告は、空気作動ダンパやグラビティダンパの号機毎の違いについて、

「ベントを実施する際にはＳＧＴＳ出口弁を全閉として耐圧バウンダリを構成

することが想定されており、空気作動ダンパもグラビティダンパも、それ自体

はＳＧＴＳ配管からベント配管への逆流阻止を直接の目的とした設備ではな

い」（被告準備書面７・５頁・下５行目～２行目）というだけで、設計の統一

性や首尾一貫性がないことには変わりがない。 

「４号機ではいずれのダンパも設置していないが、上記（１）で述べたとお

り基本的に運転する系列から待機している系列に排気ガスが流れ込むことはな
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いため、逆流防止用ダンパは設置不要と判断されて設置されていない（乙Ｂ１

８）」とか、２号機の空気作動ダンパは逆流防止用というより流量調整の役目

があり、３，４号機では、上記の表には記載のないバタフライ弁がこれと同じ

役目を果たしている。」などと、号機毎にまちまちの設計になっているが、「設

計の統一性や首尾一貫性がない」ことを示しているだけである。 

まして、一旦系統間のバルブが故障あるいは誤操作等で開いてはいけない時

に開いてしまったり、逆に開かなければいけない時に、故障等で開かなかった

りすることの対策が全くなされていなかったことは、「設計で想定していなか

ったこと現実に起きているので、本系統の仕組みは、全体として『設計想定不

適切』あるいは『設計ミス』であることを１審被告自ら説明しているように見

える。 

原子力発電所の安全上の最も基本的問題であり、新規性基準においても解決

できていない問題がある。『設計想定不適切』や『設計ミス』は、これからも

事故の原因になり得る、解決できていない課題である（以上甲Ａ３６６・６～

７頁）。 

ウ ベントラインの系統構成が脆弱であったとの指摘について 

（ア） ベントラインの構成に時間がかかりすぎているとの指摘について 

１審被告は、後藤の「本件原発１号機でベントを実施するのに８時間近く

もかかっており，全く信頼性がないことがよく分かるなどと指摘する」こと

に対して、以下のように反論している。 

「本来ベントラインの構成に必要な弁の操作は中央制御で行うことがで

きるが、本件事故時には本件原発１号機では全電源を喪失したため，中央操

作室での操作が出来ず，建屋内に浸水し真っ暗闇の中，現場での過酷な作業

に時間を要したものである。」（被告準備書面７・６頁・１０～１３行目）

としているが、何十回も起こった事故でたまたまそうなったわけではなく、

たった一回の事故で全電源が喪失し、中央操作室から操作ができず、建屋内



175 

 

および建屋外の周囲の環境も困難な状況になったことは、原発のもつ特性に

よる。 

つまり原発は、電源喪失が致命的になること、長時間にわたって冷却する

必要があることが必要で、少しでも冷却が遅れると、炉心溶融等がはじまり、

さらに格納容器の圧力・温度も上昇し、格納容器ベントのように、設計上想

定していない過酷事故対策として非常手段を取らざるを得なくなるなど、放

置すると奈落の底に落ちるように、大規模な事故に至る特性を持っているか

ら、原発の事故収束は難しいのである。そのような厳しい環境に至る特性が

あることから、理由の如何を問わず、ベント開始までに長時間かかったこと

が、正にベントライン系統構成の脆弱性を表していると言える。 

１審被告は、３月１２日６時５０分の経済産業大臣のベント実施命令の話

（被告準備書面７・６頁・１４行目）から、ベント操作に係る作業の中断や

様々な困難および空気作動弁の操作の遅れ、中央制御室での操作や、モニタ

リングポスト付近の放射線量の上昇、同日１４時３０分におけるドライウェ

ル圧力低下（被告準備書面７・７頁・１１行目まで）など、事故進展におけ

るベント操作の困難さを逐一掲げているが、すべて電源喪失後の炉心冷却失

敗と並行して起きた格納容器ベントに係る過酷事故時に必然的な事故進展の

結果であり、当時（１９９０年代後半以降）過酷事故対策の目玉として設置

された「耐圧ベント」の基本的な仕組みが脆弱だったことを示しているだけ

である。 

電源喪失や、環境条件の変化や機器の不具合やバルブ操作の失敗など、も

ろもろのことが、「耐圧ベント」の失敗につながっており、被告の主張は、

自らの設計想定が不十分だったことを棚に上げて、「それらの周囲の条件が

想定外だったので、環境が悪かっただけで、設計に間違いはない、とでも言

わんばかりの話である。 

設計上その仕組みの中に、重大な欠陥があるのに事前に問題点が分かって
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いないという、致命的な欠陥を示しており、しかもそのことを全く顧みるこ

とをしない。被告の主張はどれも、自ら設計通りにいかなかったことつまり、

愚痴を言っているに等しい。そのことが、ベントラインの脆弱性を示してお

り、事故の事実をもって十分な事実は確かであることが証明されている（以

上甲Ａ３６６・７～８頁）。 

（イ）ラプチャーディスクの作動圧に間題があったとの指摘について 

１審被告は、「ラプチャーディスクは弁の操作（電動，手動）による誤開

放を防ぐために設けられており，その作動圧もシビアアクシデント時を想定

して手順書で定められているものであり，それ自体は少なくとも本件事故前

に問題とされたことはない。」（被告準備書面７・７頁・１７行目～）など

と主張している。 

その後も各号機のベントラインの構成やその指示に言及しているが、①福

島事故で格納容器ベントがうまくいかなかったこと（うまくいったことを事

例として挙げても、他でうまくいかなかったことがあれば、うまくいかなか

ったことの原因を調べ、対策をとる必要がある）、②一見単純な格納容器ベ

ントも、格納容器やＳＧＴＳ等の設計とラプチャーディスクの関係でどこが

問題であったかを考えないと、ただ、建前としての設計の条件を説明しただ

けでは、全く事故の現実にせまることができない。１審被告の主張は、事故

原因調査や事故対策の見直しの観点から、意味不明の主張になっており反論

にもなっていない。 

以下後藤氏が小さな技術系の研究会誌（現代技術史研究会「技術史研究 No

８７、２０２０．２」）の「福島事故に関する技術課題と原発の設計上の矛

盾」（７６～７８頁）にて発表した格納容器耐圧ベントラインのベント開始

圧力とラプチャーディスク作動圧力の関係より、その仕組みと問題点を、少

し長い引用になるが説明する（以上甲Ａ３６６・８～９頁）。 
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（ウ）格納容器耐圧ベントおよびラプチャーディスクの設定圧力の問題 

「こうして、格納容器ベントをつけることを決めたが、実際の運用は事業

者の自主的判断にゆだねられたため、耐圧ベントにするが、フィルターベン

トの設置は電力会社の反対で設置されなかった。また、シビアアクシデント

対策は、努力目標のような位置づけで、実効性が問われるようなものではな

かった。それでもシビアアクシデント対策は、どのような事態になっても、

格納容器を守るということが共通了解になった。私自身は、東芝で一貰して

やってきたことは、「格納容器の耐性評価・耐震評価研究」で、その意味で

は福島第一原発事故に技術面で深く関わってきた。特に、耐性評価について

は、要素毎に解析と試験を繰り返し、それらをまとめる形で、評価線図を作

ったが、厳密には格納容器の型式毎に代表的なプラントを選定し評価したも

ので、個別プラントの違いは必ずしも考慮されていない。」（同研究会誌７

６頁・下１０～下１行目） 

 

厳密に言うと、後藤氏はＢＷＲ型プラントの格納容器の耐性評価（どこま

でもつか）を型式毎に評価をしたが、ベント開始圧の設定やラプチャーディ

スクの設定圧などを具体的に決める作業は、後の担当の人が実施した。そう

した背景の下で、格納容器の設計に係る重要な意味をもつ本件について説明
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する。 

「図２に格納容器ベントラインの模式図を示す。格納容器から出た配管に

ベント弁（実際には ２個並列に設置）を設け、ベント開始圧力 Ps でバルブ

を開く。排気塔入り口に設けたラプチャーディスク（ＲＤ）の作動圧力をＰ

ｒとすると、Ｐｓ<Ｐｒではベントはできず、Ｐｓ>Ｐｒになってはじめてベ

ントが可能になる。ラプチャーディスクの作動圧力Ｐｒは、設計圧力以上で

２Ｐｄ以下にしているが、格納容器から放射性物質を外部に出すことは、で

きる限り避けたいことである。もしかするともう少しベントを遅らせれば、

自然に圧力が下がりベントをしないですむかもしれないとも考えると、設計

上の立場からはできるだけベントを遅らせる、つまりラプチャーディスクの

作動圧力（設定圧力）は２Ｐｄに極力近くまで高い圧力に設定したい。ベン

ト開始圧力とラプチャーディスク作動圧力の関係を図３に示す。（同研究会

誌７７頁・１～１１行目） 

 

「実際には、ベントの作業は簡単ではなく、原子炉の状態も関係するため、
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相当低い圧力でベントの必要が生じる（こともある；筆者追記）。（事故前

には低い圧力でベントする必要があることは分からなった）。そうしたこと

から、圧力限界の２Ｐｄ近くではなく設計圧力Ｐｄ程度、できればＰｄ以下

に設定することが、格納容器ベントの運用操作上望まれる。・・・しかし、

他方で格納容器がもつ安全性の最後の障壁としては、格納容器ベントライン

のバルブが誤って漏れた場合には、放射性物資を周囲にまき散らすことにな

るわけで、少なくともラプチャーディスクの設定圧をＰｄ以下に下げること

は格納容器の設計基準に反するからしたくない。水素爆発を避けるために、

格納容器の早期ベントを提案されているが、ベントすることが放射性物質を

まき散らすことであるから本来避けるべきである。他方、格納容器からの水

素漏洩防止は困難なことから確実な水素爆発対策は困難と考える。 

たとえ、必要悪（格納容器の過圧破損を防ぐため）であっても、フランジ

部からの水素の漏洩を考えると格納容器ベントをしても水素爆発を免れる保

証はない。 

他方で、福島事故では暗いことやバルブ操作が手動では困難だったこと、

放射線量が高かったこともあり、たった２つのバルブを開けるのに８時間も

かかった。２号機ではベントそのものがうまくいかなかったとされている。

様々な要因が重なっていたと思われるが、重要な点は格納容器圧力が設計圧

力以下でもベントしたい状況があったが、・・・ラプチャーディスクが邪魔

してベントができなかったことである。つまり、ベント開始圧、ラプチャー

ディスクの設定圧等も、想定する事故によって大きく状況が異なる上に、そ

れぞれに誤差があるので、どちらをどれだけ上げるのかあるいは下げるのか

安全設計上の問題が解決されていない。 

圧力の低いところでベントするということは、どこまで許されるのかとい

う格納容器の設計の根幹にかかわる問題である。低い圧力で早くベントでき

るようにするべきとの考え方は、炉心損傷していない放射性物質があまり出
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ていない状態での格納容器ベントであれば、ひとつの考え方としてあり得る。

しかし、私はこのように、炉心損傷前だから早期ベントを許すとした設計思

想の転換は、事故時に想定外の事態が生じ、炉心損傷していることに気づか

ず、ベントしてしまう可能性を高める。 

そもそも、安全弁すらなかった格納容器にベントをつけ、さらに安易な形

でベントを可能なようにしていくことは、もはや格納容器の存在価値である

「安全の最後の砦」をその基本思想において無意味にすることになる。ここ

に、原発の安全性に関する基本的な矛盾を見る。」（同研究会誌７７頁・下

４行目～，同７８頁・１～２３行目） 

なお、ラプチャーディスクは、一度開けると元にもどらない不可逆な弁な

ので、過酷事故（重大事故）時にはそのことを充分配慮して設定する必要が

ある。 

以上、技術的な内容からみて、１審被告の「ラプチャーディスクは弁の操

作（電動，手動）による誤開放を防ぐために設けられており，その作動圧も

シビアアクシデント時を想定して手順書で定められているものであり，それ

自体は少なくとも本件事故前に問題とされたことはない。」（同７頁・下７

～４行目）との認識が原発をつくり運用する立場の事業者として、無責任で

あるとのそしりを免れない（以上甲Ａ３６６・９～１１頁）。 

 

エ ベント配管が排気筒の基部に直接接続されていたとの指摘について 

後藤氏の「本件原発１号機及び２号機のベント配管が排気筒の基部に直接接

続されていたことで，ベント配管から流れ出た水素が排気筒下部の広い空間に

放出されたときに，それまで周囲に少なかった酸素が水素と一気に混ざって水

素爆発する可能性があり，同所で大規模な水素爆発が起これば，高さ１２０m

ある排気筒が根元から倒壊し，大量の放射性物質をばらまいた可能性が高い極

めて危険な設計になっていたと指摘する」主張は、「水素爆発が発生した」と
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主張しているわけではなく、「水素爆発を起こし得る危険な設計」であること

を言っている。そもそも、なぜベント配管が排気筒の基部に直接接続されてい

たか、その設計上の考え方が分からないということを問題にしている。 

いくら昔のことと言っても、原発の設計において号機による違いがあった時

に、その設計意図が判らない、また、それでもやむを得ないとすることが許さ

れるのか。被告は、「排気筒の設計についてはプラントが建設された年代によ

って異なり，昭和４０年代に本件原発１,   ２号機の排気筒がどのような設計

思想で設計されたかは確認できないが、・・・・排気筒基部での水素爆発が現

実に発生したわけではなく，中間取りまとめで問題とされているのもあくまで

排気筒下部で高い汚染が生じたことである。」（同８頁・下１行目～，同９頁・

４行目）などと結果のみをしかも配管に高い汚染があったことなど、関係ない

といった態度である。 

実際には、（大規模な）水素爆発は起きなかったと推測されるが、それは結

果であって、先に述べたように技術的には爆発が起こってもおかしくなかった

こと、また、実際のベント配管の高濃度の汚染が、ベント配管撤去工事のトラ

ブルで工事が止まり、何カ月も放置される事態になった原因は、いい加減な設

計によって発生したのではないのか。 

実際に事故の進展は、結果としてひとつの進展しか起きないが、事故の進展

に伴って、次々と直面する様々なイベント、例えば水素爆発や水素以外の可燃

性物質の爆発や火災等が起こる可能性があったならば、特にもし生じたら事故

の進展が決定的に変わるような事象に関しては、あらゆる角度から事故進展を

抑え込む対策を検討する必要がある。丁度、将棋や囲碁で結果は一つだが、途

中で膨大な数の枝分かれが生じ、それをすべて読み込むことが勝利につながる

が、事故原因調査や対策は、そうした先を読む作業に似ている。 

爆発等の重大な事故が起こらなかったから良いとする態度は、極めて安易な

姿勢であり、事故進展の中でも破局的な事故に進展する可能性のある事象は徹
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底的に防ぐ姿勢がなければ、重大事故等を防ぐことはできない。そのような姿

勢では、原子力発電事業者としての適格性が疑われることになる。原子力規制

委員会の更田委員長（当時）の指摘も、水素爆発の発生可能性を懸念しての発

言と思われる。「特に水素爆発という直接的な話まではしていない。」などと、

更田委員長の水素爆発に対する懸念をはぐらかす被告の姿勢は、安全性の議論

に反する看過しがたい態度である（以上甲Ａ３６６・１１～１２頁）。 

オ 自主的判断でフィルターベント装置を導入しなかったとの指摘について 

被告は、「米国では，マークⅠ型の格納容器をもつＢＷＲプラント，及び 一

部のマークⅡ型格納容器をもつＢＷＲプラントにおいて，米国の原子力規制委

員会（ＮＲＣ）が１９８９年（平成元年）に発出したＧｅｎｅｒｉｃ Ｌｅｔ

ｔｅｒ８９１６に基づき， 日本と同様の耐圧強化ベントを採用している。」（同

９頁・下１０～７行目）として、「かかる耐圧強化ベントは，欧州の原子力発

電所で採用しているフィルターベントと同様の効果を狙ったもの であり，圧力

抑制室にある水を通してベントガスを大気中に放出することで，スクラビング

効果により粒子状の放射性物質放出を１ ０００分の１程度に減少する。」（同

９頁同・下７～４行目）などと、「フィルターベント」と「ウェットウェル（耐

圧）ベントを同等なものと見なしているが、それは明らかに間違っている（以

上甲Ａ３６６・１２～１３頁）。 

カ 格納容器の圧力抑制機能の説明 

ＢＷＲ型格納容器の圧力抑制プールは、図４に示すように、冷却材喪失事故

の時に、高圧になったドライウェルからベント管を通してプール水中に蒸気が

流れ込み圧力抑制機能が働き、格納容器内の圧力上昇を抑える仕組みになって

いる。この時、プール水中で蒸気が凝縮（蒸気が冷やされて体積が小さくなる）

すると同時に、水フィルターが働き、放射性物質が水中に溶け込み、気中の放

射能が減少するよう設計（設計当初より）されている（図５参照）。 

圧力抑制プールが設計通り機能すれば、フィルターベントと同様な働きをす
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るが、冷却水の供給が難しくなりプール水面が大きく下がったり、地震による

水面動揺（スロッシングという）で蒸気をプール水中に導くダウンカマの出口

が、水面上に露出したり、そこまでいかなくても、十分な深さが確保できなく

なると、蒸気が水面に直接出てしまい、プール水による圧力抑制機能および放

射性物質の除去機能は低下あるいは機能しなくなる（以上甲Ａ３６６・１３頁）。 

 

 

キ 耐圧ベントは「ウェットウェルベント」と「ドライウェルベント」があ     

る 

他方で、過酷事故時に、格納容器の過圧破損を防ぐために設置された、格納

容器耐圧ベントは、圧力抑制室からベントする「ウェットウェルベント」とド

ライウェルから水を介さずに出す「ドライウェルベント」の２つの異なるベン

ト機能を付けた。この「ウェットウェルベント」は、圧力抑制プールの凝縮機

能が働けば確かに、一定の放射性物質の低減ができるが、圧力抑制機能が失わ

れると、水フィルターは効かなくなる。また、ウェットウェルベント用のバル

ブが故障しても同様に、放射性物質の除去ができなくなる（以上甲Ａ３６６・

１３～１４頁）。 
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 ウェットウェルベントに失敗すると直接放射能を外界に出すドライウェル

ベントをせざるを得なくなる 

そうなると、やむを得ず、格納容器の気中部からベントする「ドライウェル

（耐圧）ベント」になる。スクラビング効果で放射性物質を１０００分の一に

するなどと、圧力抑制機能が健全であることを前提に楽観的な評価をしている

が、福島事故で分かったように、「耐圧ベントラインは、ウェットウェルベン

ト（圧力抑制プール水をくぐってベントする）と、ドライウェルベント（原子

炉の入った格納容器本体から直接ベントする）の２つのラインがあり、前者を

優先して使うが、圧力抑制プールが機能しないあるいは故障等で使用できない

場合には、後者のドライウェルより直接放射性物質を放出することになる。」

すでに、２０２１年１１月３０日付後藤意見書の（７）・１５頁・２３行目に

て述べている。以降、同１５頁、・２７行目以降に、「事実として福島第一１

号機、３号機はウェットウェルベントを中心に格納容器ベントを苦労の末、何

とか実施をしたが、・・・１号機ではたった２つの弁を開けるのに８時間近く

もかかっており、３号機も簡単にはベントができなかった。２号機にいたって

は、ウェットウェルベントもドライウェルベントも実施したが両方ともベント

に失敗した」ことを説明している（以上甲Ａ３６６・１４頁）。 

ケ いつも耐圧ベントシステムが機能するとは限らない 

つまり、ウェットウェル（耐圧）ベントは、フィルターベントと同等どころ

か、事故の状況により機能喪失して、結果としてドライウェルベントになるた

め、放射性物質の放出はフィルターベントが働いた時の１０００倍になってし

まう。フィルターベントは、そうした格納容器の機能喪失をも考慮した上でも

使える（つもり）もので、それ故にヨーロッパでは、推奨してきた。米国を持

ち出して、フィルターベントを不要などということは、米国ばかり見て、技術

の本質的な特性を考えない見方である。そもそも、ヨーロッパでは、狭い土地

に各国の原発は乱立しており、万一の炉心溶融事故にたいしても、できるだけ
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確実な方法であるとして、フィルターベントを、１９８０年代に設置してきた。

米国がフィルターベントを不要としてきたことの背景には、米国は国土が広く、

面積を考えると相対的に、事故時の被害のリスクが小さい。日本は、カルフォ

ルニア州と同程度の面積しかなく、事故の被害の深刻さは、米国よりヨーロッ

パの事情に近いとみるべきであろう（以上甲Ａ３６６・ 頁）。 

コ 米国２００１年同時多発テロ対策「Ｂ.５.ｂ」から学ばなかったに日本 

原子力安全については、冷静に評価する姿勢がないといけない。なお、２０

０１年の同時多発テロの時にも、米国が素早い対応をし「Ｂ.５.ｂ（米国の原

子力規制委員会（ＮＲＣ）が原子力施設に対する攻撃の可能性」に備えた特別

の対策を各原発に義務づける命令を出した。のちに「Ｂ.５.ｂ」と呼ばれるよ

うになり、原子力業界の知恵を取り込みながら進化していったもの。日本の原

発はそうした動きから取り残され、それが福島第一原発事故の拡大の原因とな

ったとされた。米国から「Ｂ.５.ｂ」の情報が入っていたにも関わらず検討す

らしなかったのが、日本の原発の安全に対する姿勢である。米国は、フィルタ

ーベントなどについて独自の考え方をする部分もあるが、安全性を高める努力

は続けてきている。少なくとも、日本のように理屈を盾に問題を先送りするよ

うな姿勢はない。米国の理屈を展開することより、実際の対策を優先させる積

極的な姿勢は学ぶべきであろう。（以上甲Ａ３６６・１４～１５頁） 

（２）水素漏洩について十分な対策が講じられていなかったとの指摘について 

ア 格納容器貫通部の耐圧、耐熱温度は耐熱限界でほぼ決まる。しかし、後藤

氏は、その温度を問題にしているのではない。 

１審被告は「後藤政志氏は，ベント配管の問題だけでなく，格納容器貫通部

は高温高圧で漏洩する部分が多数あり，そのことは従来から実験結果等で分か

っていたにもかかわらず，設計段階から漏洩防止対策が十分になされていなか

ったと指摘する（甲Ａ３３６・２３～２７頁）。 

しかしながら，後藤政志氏のいう実験結果とは，意見書でも一部引用されて
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いる，当時株式会社東芝に在籍していた後藤政志氏も参加して行われた平成５

年の実験２を指すと解されるところ，当該検証はシビアアクシデント時に格納

容器が高温になった場合を想定してフランジガスケットのシリコンゴムの高圧 

高温下における耐久性を検証したものである。」として、当該研究に後藤が加

わっていたもので、「検証結果として，ガスケットのシリコンゴムは格納容器

設計圧力の約５倍（２０kgf/cm２約２０気圧）の高圧下であっても２２  ５℃

まで十分なシール性能を有するとされており，当該検証からはガスケットのシ

リコンゴムが十分な耐性を持っていることが確認されており，かかる検証結果

から，後藤政志氏がいうような水素漏洩を十分に予見し得たとの結論は導かれ

ない。」としているが、この研究からわかることは、ガスケット等の耐性限界

だけで、事故時の温度や圧力が分からなければ、「十分な耐性を有する」とは

言えないことになる。また、被告はシリコンゴムの高圧下の特性と高温下の特

性の違いをきちんと理解していない（以上甲Ａ３６６・１５頁）。 

イ ガスケットの漏えい限界温度等、当該論文の内容を否定しているわけでは

なく、実際の事故の時の評価が２００℃に収まるとは言えないことを指摘

しているもの 

同論文に関連する表現として「以上のデータから、温度とリーク開始圧力の

関係をプロットすると図３－５１～５４が得られる。図より、マクロに見ると

ガスケットのリークは、１．９６ＭｐＡ（２０ｋｇ/ｃｍ２)以下の圧力ではほ

とんど圧力に依存せず、温度で決まることがわかる。後述するＮＵＰＥＣの『放

射性物質捕集特性試験』でもほぼ同様な結果が得られている。」つまり、ガス

ケット等はシリコンゴムのような有機シール材でできているので、圧力による

強度にはほとんど依存せず、温度条件で決まること。 

また、約２２５℃という温度がガスケットの温度の上限界であるということ

は、事故が起きた時の実機のトップヘッドの局所的な温度が、２２５℃以下で

あれば当該部分からの漏えいは避けられるはずである。しかるに、福島事故で
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は、格納容器の上部フランジガスケット部の温度のデータは正確には分かって

いないものの、１号機においては、３００℃あるいはそれ以上の温度（４００℃

を超えたとの見解もある）になっていた可能性が極めて高い。過酷事故時の（想

定）最高温度は２００℃とされているが、それは当該ガスケット材料の温度限

界２２５℃以下だからこの温度以下なら漏れない温度として設定した値で、事

故時（正確には過酷事故時）に冷却する目標値として決めた温度にすぎない。

実際の事故での温度は２００℃に収まる保証など何もない。あくまで、冷却能

力を検討する上での目標値であり、故障や人為的なミスがあれば、２００℃を

超えることは、自明である（以上甲Ａ３６６・１５～１６頁）。 

ウ 過酷事故時の格納容器内の局所的温度は２００℃をはるかに超える 

解析上、格納容器内の最高温度は、設計条件で１７１℃、過酷事故（重大事

故）で２００℃以下になるべきとされているが、実際の格納容器内の温度は、

平均温度より上部は相当高温になり、下部は比較的低温度になると推測される

が、格納容器内をひとつの温度で代表させた解析を行うと、局所的には、２０

０℃をはるか超えることが予測される。 

福島事故では、過酷事故時に想定される温度２００℃よりはるかに高い温度

に達したから、ガスケットなどの格納容器貫通部から大量の放射性物質と水素

が建屋にもれたことは工学的に見てほぼ間違いない。そうでなければ、最高使

用圧力の２倍程度の圧力になっても、それほどの漏えいになることは考えにく

く、核燃料デブリが格納容器内に出てきた後で、上部フランジ部やデブリ周辺

の温度は２００℃をはるかに超えたため、大量の水素が格納容器から建屋へ流

出したものと推測される。被告は「仮に後藤政志氏のいうように当該検証結果

から水素漏洩の可能性が予測できたというのであれば，当該検証には後藤政志

氏も参加しているのであるから， １審被告に対しそうした事項も検証結果とし

て当然に指摘して然るべきところ」などと主張するが、（水素の問題を除いて）

ガスケットの漏えい限界温度等、当該論文の内容を否定しているわけではなく、
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実際の事故の時の評価が２００℃に収まるとは言えないことを指摘しているも

のである。むしろ、未だに格納容器内の温度データは分かっていないのが実情

であり、そうした意味で水素漏えいに関する評価はできていないことを認識さ

れたい（以上甲Ａ３６６・１６頁）。 

エ 後藤氏は福島事故以前に原発事故特に格納容器ベントの問題を指摘した 

１０数年から２０年近い前に、事故時の温度の解析などは、後藤氏は担当外

で直接関わっていなかったため、当時論文にはしていない。今から考えると、

企業としては所掌外であっても、解析に関する批判は厳しく指摘しておくべき

だったと思うが、企業内でそうした批判はとても出せる状況ではかった。実際

に、原発メーカー内でも、技術者の間でも、過酷事故に関するフランクな発言

などできる環境になっていなかった。１審被告はむしろ、そのことを反省すべ

きである。 

後藤氏は、原子力発電の技術的な問題は、外部の研究会等で検討してきてお

り、２０１０年１０月の段階で、「徹底検証２１世紀の全技術」（現代技術史

研究会編、藤原書店刊、２０１０年１０月）の原子力発電の「取り返しのつか

ない事故の危険性」の項で、「・・・原子力発電プラントの安全上の本質的問

題は、どんなに細心の注意を払って設計・製造・運転しても、巨大事故に進展

する可能性を完全には排除できないことにある。事故論の観点から、原子力発

電は社会的に受容することができない技術であるというのが、われわれの結論

である。「２２３頁」」と原子力発電技術の危険性を厳しく指摘している（な

お、著者・柴田宏行は後藤のペンネーム）（以上甲Ａ３６６・１６～１７頁）。 

オ 過酷事故における究極の選択 

第１５章の事故の項で、事故はどのようにして起きるか、を論じ、原発事故

の項では、「３．過酷事故の際になされる究極の選択」として、「チャイナシ

ンドローム（炉心溶融後、冷却ができないと、溶融デブリがコンクリートを侵

食し地球の裏側まで達するというブラックジョークだが、程度の問題はあるに
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せよ、物理現象としてはあり得る）か水蒸気爆発（炉心溶融後デブリを冷却す

るために、水を入れるとデブリと水が接触して起こる水蒸気の爆発）かー究極

の選択その１」と並んで、「格納容器ベントをいつ開くか―究極の選択その２」

を論じている。「格納容器は事故時に放射性物質を外部へ放出させないための

容器である。しかし、事故の進展に伴い、格納容器内の圧力・温度が設計条件

を超えてそのまま上昇すると、格納容器が爆発してしまう。そこで、炉心溶融

時に格納容器内の圧力を逃がすために、“格納容器ベント（耐圧ベントと同意）”

せざるを得なくなることがある（以上甲Ａ３６６・１７頁）。 

カ 格納容器ベントは「格納容器の自殺」を意味する 

“格納容器ベント”は普通の安全弁とは違い、大量の放射性物質を外部に出

すことになるので、“格納容器の自殺”を意味する。運転員は格納容器ベント

をいつするかということが究極の選択になる。なぜなら、そのタイミングは、

格納容器の設計条件を超えた終局強度に依存しており、爆発を恐れて早く“格

納容器ベント”すると、周囲に放射性物質を撒き散らすし、遅れると格納容器

自体が爆発してしまう。どちらも地獄である。」（「徹底検証 ２１世紀の全

技術」３６８頁・上段左３行目～下段右５行目）と述べている（以上甲Ａ３６

６・１７頁）。 

キ 被告はフィルターベント導入をしなかった 

設計レベルを超えて、最高使用圧力の２倍とか、最高使用温度２００℃に、

事故による格納容器の状態を確実に抑え込める保証など全くない。（「同３６

８頁」池田諭（筆者のもうひとつのペンネーム））このように、後藤政志は原

発の危険性に関しては、事故以前から警告を発してきた。「事故以前に格納容

器が高温、高圧になることなど想定できなかった」としているが、それは全く

誤りであり、そうした危険性を正面から考えてこなかった被告や関係する技術

陣の怠慢であり、事故の想定外の状況を考慮しない、安全性を正面からみよう

としない態度の問題であり、正に福島事故そのものの問題でもある。事故にお
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ける個別的な技術評価に関して、１審被告は、フィルターベントを導入せずに

事故被害を拡大させた反省など微塵も見せずに、後藤も事故前には指摘してこ

なかったなどと、福島事故の当事者としての反省がない態度には驚きを隠せな

い（以上甲Ａ３６６・１７～１８頁）。 

ク 福島事故を起こしてしまった原子力関係者としての責任は事故のプロセ

スを明らかにすること 

後藤氏は、事故を起こしてしまった（福島事故当時すでに現役を退いていた

が）責任から免れるものではないと考え、福島事故について分かる範囲で積極

的な発言を繰り返しているが、それはすべて、福島事故を再び起こしてはいけ

ないと心から願うからであり、逃げるつもりなど毛頭ない。しかしながら、１

審被告は福島事故から見えてくる反省と教訓をほかへ押し付けることにやっき

になっているようにしか見ない。被告が、後藤の責任を問題にして主張するこ

とは、ある意味勝手ではあるが、それで自己の責任を免れるわけではない。む

しろ、福島事故の当事者責任は１審被告にあることを、改めて強調しておきた

い（以上甲Ａ３６６・１８頁）。 

ケ ガスケットの耐熱限界を超えたことが福島事故の重大な教訓 

そもそも、過酷事故対策は、温度２００℃、圧力２Ｐｄ２（Ｐｄは最高使用

圧力）を目標に冷却することを目的にしていたが、格納容器耐圧ベントを設置

したことは、温度２００℃、圧力２Ｐｄを超えることがあり得るから対策をし

てきたわけで、もし、フランジのガスケット温度が２２５℃を超えないのであ

れば、耐圧ベントなど不要であったはずである。後藤の主張は、ガスケットの

高温限界２２５℃が間違っていると主張しているわけではなく、実際の事故の

時の圧力や温度が、限界を超えることを指摘しているだけである。「１審被告

は本件事故前に後藤政志氏からそのような指摘を一切受けていない。」などと、

言うこと自体福島事故の反省が全く見られず、原子力事業者としての自覚がな

いことの表れであり、看過しがたい。 
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また，後藤政志氏は本件原発で水素対策が全く採られていなかったかのよう

に主張するが，「１被告は本件原発において格納容器の不活性化（窒素ガス封

入），可燃性ガス濃度制御系（ＦＣＳ）を導入しており，それらの装置によっ

てシビアアクシデント時でも水素制御の効果が期待できると評価されていたも

のである。」という点も、そうした対策をしているから、事故は防げる（はず

だ）という全く根拠のない安全神話にすぎない（以上甲Ａ３６６・１８頁）。 

コ 水素爆発対策は、後手に回ってきた 

それらは形式的には対策をしているが、事故の規模によっては、ＦＣＳの性

能以上に水素ガスが発生したり、故障やミス等のエラーが発生して水素対策が

機能喪失を起こし、仕組みとしてそうした装置が確実に機能するようになって

いないから、「うまくいけば事故は収まるが、故障等により機能しないことも

ある」ことを前提にしている。それでは、確実な水素爆発対策にはなっていな

い。福島事故のような大規模な事故を防ぐとはできない。 

なお、具体的には、①格納容器の不活性化（窒素ガス封入）」は一定の有効

性はあるが、格納容器ベントを繰り返していると、酸素が格納容器の中に逆流

してきて、水素爆発を起こすことが懸念される。②「可燃性ガス濃度制御系（Ｆ

ＣＳ）を導入」しており、とあるが、これは設計基準事故を対象とした水素処

理能力が小さいもので、シビアアクシデント時にほとんど役立たない（以上甲

Ａ３６６・１８～１９頁）。 

サ 静的触媒式水素再結合装置（ＰＡＲ）も水素の発生量に比べて処理能力が

足りない 

現在のシビアアクシデント対策では、さらに静的触媒式水素再結合装置（Ｐ

ＡＲという）を設置しようとしている。ＦＣＳでは不十分なことを被告自ら認

めている。もっとも、そのＰＡＲですら、水素爆発を防ぐには圧倒的に水素の

処理能力が足りない。ＰＡＲ１台で、０，２５ｋｇ／１基／時間程度であり、

４０台ＰＡＲを設置しても、１時間に１０ｋｇしか処理できないが、実際にシ
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ビアアクシデント時に発生する水素量は、数百ｋｇから千ｋｇ以上に達すると

考えられるから、長時間かけて水素処理をしようとしても、格納容器から建屋

にもれた水素が爆発する危険性は極めて高い。すでに述べたように、格納容器

ベントを続けていると、やがて格納容器内でも水素爆発が発生することが想定

される（以上甲Ａ３６６・１９頁）。 

シ 現在も水素爆発対策は実質的な対策になっていない 

したがって、１審被告が「それらの装置によってシビアアクシデント時でも

水素制御の効果が期待できると評価されていたものである。」との評価がいか

に根拠のないものであることが、分かる。不活性化にも限界があること、ＦＣ

Ｓは圧倒的に能力不足であること、原子炉建屋内は酸素があり、着火源となり

得る電気品その他の機器があるため、水素爆発はどこにも起こり得ることが問

題である。１審被告の主張は当を得ていない（以上甲Ａ３６６・１９頁）。 

（３）シビアアクシデント対策が不十分であったとの指摘について 

ア シビアアクシデントは工学的には起こりえないとした安全神話が事故の

遠因 

１審被告の主張は、「原告が主張する、シビアアクシデント対策が、設計論

でいう「付加設計」に終始し、抜本的な対策を行わなかった」との指摘に対し

て正面から答えていない。 

１審被告は、「１審被告を含む原子力事業者は原子力規制機関の規制・監視

を受けつつ、各種指針類を踏まえ、各時点における最新の知見を取り入れなが

ら本件原発の安全対策を構築・実施していたものであり、設備面・運用面の両

面から最新の知見を反映し、原子力災害リスクの低減に取り組んできた。」と

主張し、さらに「当時の原子力安全委員会や共通問題懇談会のシビアアクシデ

ントへの取組について定期安全レビュー（PSR）を実施し、アクシデントマネー

ジメント対策として、例えば耐圧強化ベントを導入するなど、安全性向上に不

断の努力を重ねているものである。」として、「昭和６１年前後の資源エネル
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ギー庁の担当官も、１審被告がアクシデントマネージメント整備において積極

的に動いたことを本件事故後に指摘している（以上、乙Ｂ１８・福島原子力事

故調査報告書３９頁以下）。」としている。 

しかしながら、１審原告は、甲Ａ３３６号証の意見書・２０頁・３行目～２

１頁・９行目で、すでに述べたことを繰り返すと、「日本におけるシビアアク

シデント対策は、①異常の発生防止、②異常の拡大防止と事故への発展の防止、

及び③放射性物質の異常な防止、といういわゆる多重防護の思想に基づき厳格

な安全確保対策を行うことによって十分確保されている。」と前向きな姿勢を

しつつ、他方で「これらの諸対策によってシビアアクシデン卜は工学的には現

実に起こるとは考えられないほど発生の可能性は十分小さいものとなっており、

原子炉施設のリスク は十分低くなっていると判断される。アクシデントマネジ

メントの整備はこの低いリスクを一層低減するものとして位置付けられる（下

線筆者）。」などと、あたかも日本の原発は工学的に十分リスク（発生頻度）

が小さいと断定してしまっている（以上甲Ａ３６６・１９～２０頁）。 

イ １審被告は原発の大規模事故の被害の規模を過小評価している 

規制する側がこのような姿勢であれば、事業者側も自ずと厳格な形で①から

③のシビアアクシデント対策を本気で取り組むことにならないことは、明らか

である。炉心損傷確率が小さいとして、自然現象への取組やシビアアクシデン

トに対する抜本的な対策をしなかった。原子力における事故のリスクは、他の

産業とは比べものにならないほど非常に被害の大きいこと、しかしその発生す

る確率はある程度小さいことが特徴である。 

リスクの大きさは、被害の規模とその発生する確率の積で評価することが多

いが、福島事故の反省のひとつが、めったに起きない大規模な自然現象や大規

模な事故は、起こるものとして対策をすることでしか防げないことである（以

上甲Ａ３６６・２０頁）。 
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ウ 事故の発生頻度が小さいとしても、発生した時の事故の被害規模は小さく

なるわけではない 

発生頻度が小さいことは、起きないわけではなく起こりにくいだけであり、

事故の被害の規模が小さくなるわけではない。原子力では、例え発生確率が小

さくても、国の存亡に関わる大規模な事故が発生するとした場合、発生確率は

ひとまずおいて、事故の被害の規模だけで判断すべきである。 

発生確率が小さい場合にも、非常に規模の大きな大事故が起きると、その瞬

間発生確率は１.０になる。想定外に起こることを無視してはいけないというこ

とが、福島事故の重要な教訓である。原子力事故の事業者に求められる極めて

厳しい責任は、２０２２年７月１３日東京地裁の東京電力株主代表訴訟の判決

で明らかにされた。 

シビアアクシデントというものは、機器の故障や電源喪失に対して対策をす

るもので、地震や津波が起因事象であっても、事故を収束できるようになって

いなければならなかった。しかも日本は、世界でも地震や津波が懸念される環

境であるから、自然現象を甘くみることは、原子力安全にとって致命的であっ

た。そのことは福島事故が起きたこと、その後の各事故調報告書でも明らかに

なっている（以上甲Ａ３６６・２０～２１頁）。 

エ シビアアクシデント対策は小手先の「付加設計」であり対策として有効で

はない―また「想定外」などという姿勢は安全神話そのものであるー 

その上で、既設に述べたように、福島第一原発でのシビアアクシデント対策

が小手先の付加設計でありシステム全体を見直した「ト―タル設計」になって

いないことが問題であった。その「トータル設計」とは、大規模なシステムを

設計する上では、安全設計上、避けて通れない重要な視点であることを改めて

述べておく、そして、さらにその上でシビアアクシデント対策が、「設計基準

事故」と「シビアアクシデント（過酷事故）のダブルスタンダード（二重基準）

になっていたことが事故の収束を困難にしていることを指摘している。」（後



195 

 

藤意見書２０２２年１月１５日付、p.２１～p.２２）。原発事故で、「想定外」

という言い訳はもはや通用しない。むしろ、「想定外」を持ち出すこと自体が、

安全神話そのものであることを忘れてはならない（以上甲Ａ３６６・２１頁）。 

オ １審被告は自らつくった安全神話に縛られた事故を防ぐことができなか

った 

このように見てくると、１審被告がシビアアクシデントに対する姿勢や、発

生確率が小さいことを理由に過酷事故は発生しないという安全神話を自らつく

り、その安全神話に縛られて、地震や津波の発生が予見されていたにも関わら

ず、想定外の自然現象として対策を怠った。自然現象だけでなく、その後の様々

な事故対策が機能せず、事故収束に失敗した経緯を見ると、その原因が、シビ

アアクシデント対策が実効性のないものになっていたこと、シビアアクシデン

トは起こらないものと、信じていたため、有効な対策がされなかったとみなせ

る（以上甲Ａ３６６・２１頁）。 

カ 大規模な事故を防ぐ手立てをしなかったことは、「未必の故意」と見なさ

れる 

地震や津波および事故の発生確率ばかり考慮して、大規模な事故を防ぐ手立

てをしなかったことは、単なるミスということではなく、「未必の故意」とも

言うべき極めて重大な責任がある。プラント建設時の設計思想さえ分からない

（格納容器耐圧ベントや非常用ガス処理系との仕切り弁の構成や、ダンパの配

置の関係および、スタックへのベント配管の接続など）状態で、その後にシビ

アアクシデント対策が有効にできるはずがない。福島事故において、耐圧ベン

ト系や格納容器からの漏えいなど、水素爆発対策との関係もきちんとできてい

ない。そうした極めて大きい、不確定なリスクがあることを、改めて確認した

（以上甲Ａ３６６・２１頁）。 

（４）小括 

原子力発電の安全性に関して、論じてきたが、その根底には、自然現象も人
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為的なハード、ソフトを含む仕組みのもつ様々な不確定性あるいはばらつきと

いったものが背景にある。その上で、発生確率のばらつきは客観的に存在する

が、安全性を判断する上では、想定される値（例えば地震の大きさや津波の高

さなど）が安全側になるよう、つまり想定より大きくなるよう種々の条件を想

定しなければ、安全を担保できないという、当たり前のことを判断の基準にす

る必要がある。 

なぜなら、想定した地震の規模が、小さい方にはずれても問題ないが、大き

い方にずれた場合には、取り返しがつかない大規模事故になる蓋然性が極めて

高いという事実があるからである。 

１審被告の自然現象や事故の想定の仕方は、できるだけ、対策が容易なよう

に、小さめにする傾向、つまり非安全側に想定する傾向にある。安全性の原則

から見ると、安全性上重要な、極めて稀であるが想定以上の外力条件に対して、

安全機能が喪失することがないようにつくり込むことが求められている。その

ためには、疑わしい場合には、予防原則に沿って、安全側になるよう想定する

ことが、重要である。 

また、１審被告は福島第一原子力発電所の設計の実態と設計思想に関して、

明確な説明ができていない。科学的、技術的視点から、「当時の設計思想は分

からない」などとする姿勢は、原子力発電事業者として、その技術的資格が果

たしてあると言えるのか、疑わしい（以上甲Ａ３６６・２２頁）。 

４ 廃炉作業に伴う放射性物質拡散リスクの指摘について 

（１）総論 

１審被告の主張は、ロードマップによる手順と初期の頃作業の形式的な成果

を示すだけで、実際に行った上で次々と生じたトラブルや、凍土壁に見られる

ような失敗とその影響、新たに発見された高濃度の汚染や想定外のデブリの状

況など、その発見により、それまで分からなかった新たな放射性物質拡散のリ

スクに対して正面から評価をしていない（以上甲Ａ３６６・２２頁）。 
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（２）具体的な被告の主張に対する反論 

１審原告が主張する廃炉作業に伴う放射性物質拡散リスクについて、１被告

は「被告準備書面７」１４頁・１０～１４行目において、「本件原発の廃炉に

向けた作業は，以下に述べるように様々な知見と研究を総動員し，官民一体と

なって進められてきているものであり，後藤政志氏が指摘するような懸念につ

いても，周辺住民等に対する十分な安全性を確保した上で，周辺自治体や住民

に対する情報提供も行いながら作業が進められている。」と主張している。そ

して、以降内容として被告が主張していることは、事故後原子力安全 保安院

が策定した「中長期ロードマップ」に沿って進めており（被告準備書面７・１

６頁）、その後もロードマップの見直しや原子力規制委員会の定める「特定原

子力施設」に指定し（被告準備書面７・１７頁１行目）、当該特定原子力施設

全体のリスクの低減及び最適化を図り，敷地内外の安全を図るために措置を講

ずべき事項，具体的には本件原発１－４号機については廃炉に拘けたプロセス

の安全性の確保，溶融した燃料の取出し  保管を含む廃炉措置をできるだけ早

期に完了すること等の指示に対して、「実施計画」をとりまとめ、平成２４年

１ ２月７日に原子力規制庁に提出した（平成２５年８月１４日に認可決定さ

れており，以下「本件実施計画」という）。「本件実施計画では，発電所周辺

の一般公衆及び放射線業務従事者の線量を低減すべく，放射線防護措置を定め

ている。これ以降，原子力規制庁が主催する「特定原子力施設監視  評価検討

会」において，外部の専門家 有識者も交え，廃止措置の進捗状況の確認，課

題への対応検討を行いながら進められており，こうした検討会の資料や会議映

像，議事録は全て原子力規制庁のホームページで公開されている。」 （被告

準備書面７・１７頁・９～１５行目）などと主張している。 

１審被告は、さらに下記のような主張をしてきている。 

「平成２３年４月１７日，菅内閣総理大臣（当時）の指示に基づき，本件事



198 

 

故の収束を計画的に進めるため，「福島第一原子力発電所  事故収束に向

けた道筋」を公表した。当該「道筋」では，「原子炉および使用済燃料プ

ールの安定的冷却状態を確立し，放射性物質の放出を抑制することで，避

難されている方々のご帰宅の実現および国民が安心して生活できるよう

全力で取り組むこと」を基本的考え方とし，事故収束までのステップを２

段階に分けてそれぞれ以下の目標を設定した。 

１ステップ１|（達成時期：公表後３か月程度）  

放射線量が着実に減少傾向となっている 

１ステップ２|（達成時期：ステップ１完了後３－６か月程度） 

放射性物質の放出が管理され，放射線量が大幅に抑えられている」（被告準

備書面７・１４頁・下５行目～１５頁・６行目）。 

以下、これに対し反論する（以上甲Ａ３６６・２２～２３頁）。 

ア 凍土壁の失敗で地下水の流入を抑えられず、循環冷却システムの稼働トリ

チウム汚染水がたまり続けていること 

現実には「平成２３年６月には，冷却を続けることにより溜まり続ける高濃

度の放射能汚染水から放射性物質などを除去して注水に再利用する循環注水冷

却システムの稼働が開始されたが、循環注水冷却には、地下水の流入が激しく、

一日当たり約４５０トン程度の処理水がタンクに溜まり続け，２０２２年７月

の段階でも、トリチウム汚染水は一日あたり約１５０トン以上も汚染水が発生

し、約１３０万トンもの汚染水が溜まってしまっている。「同（平成２３）年

７月１９日には，モニタリングポスト等が示す放射線量や本件原発における放

射性物質の放出量が十分に減少するようになったことから，原子力災害対策本

部は，ステップ１の目標達成とステップ２への移行を確認した。」（被告準備

書面７・１５頁・９～１２行目）などとしているが、現実には、地下水の流入

を防ぐ凍土壁（建屋周辺の土中に設けた電気を使って凍らせた壁。すでに寿命

も来ており、機能しなくなってきている）が温度上昇して地下水の流入を止め
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ることは、益々困難になっている（以上甲Ａ３６６・２３～２４頁）。 

イ 漁業関係者との約束を反故にして、汚染水の海洋放出をしようとしている

こと 

地下水が原子炉建屋内の核燃料デブリを冷却するために使われ、原発から汚

染水の形で放射性物質の放出量が増え続けている事実をどのように説明するつ

もりか？すでに１３０万トンものトリチウム汚染水（処理水）がタンク内にた

まっており、来年度２０２３年にも、トリチウム汚染水（実際には、トリチウ

ム以外の核種も含まれている）を、水で薄めて海洋放出するとしている。 

しかも、漁業関係者や地元の反対を押し切って実施しようとしているもので、

なぜそこまで急ぐ必要があるか、理解に苦しむ（以上甲Ａ３６６・２４頁）。 

ウ 核燃料デブリの取出しは現状凍結するべきである 

また、「その後，平成２３年１２月１６日には，原子炉圧力容器の底部の温

度が概ね１００℃以下になり，環境への放射性物質の放出が大幅に抑えられる

に至ったことから，原子力災害対策本部は，ステップ２の完了と本件原発が冷

温停止状態に達したことを確認した。」（被告準備書面７・１５頁・１３～１

６行目）と成果を強調しているが、現実にはその後下記のように進展してきて

おり、福島事故は、とても事故が収束したなどと言える状況にはない。平成２

３年１２月１６日「原子炉圧力容器の底部の温度が概ね１００℃以下になり，

環境への放射性物質の放出が大幅に抑えられるに至った」（被告準備書面７・

１５頁・１３行目）とか、「ステップ２の完了と本件原発が冷温停止状態に達

したことを確認した。」（被告準備書面７・１５頁・１５行目）などと事故直

後の状況を断片的に伝えている。 

しかし、現実には格納容器内に、ロボットを入れて調査をしているものの、

格納容器内のデブリの状態は、未だに全貌すらつかめず、撤去の方法など全く

見えてこない。 

現状をみると、技術的に困難なデブリ取出しにこだわり、被告自ら廃炉工程
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への道を閉ざしているように見える。 

実際の福島第一原子力発電所の状況は、すでに述べた凍土壁の失敗や、２０

２１年原子力規制委員会の福島原子力発電所の事故原因に係る「中間取りまと

め」で主張したように、事故から１０年以上たった現在も、原子炉建屋上部の

シールドプラグの極めて危険（核燃料デブリに匹敵するレベルの汚染）な汚染

状況や、高濃度な放射性物質による汚染が見つかったが未だにどのようにして

撤去するか、方針も出されておらず廃炉工事に決定的な遅れが想定される。に

もかかわらず、１審被告はそうした様々なトラブルや失敗などにより廃炉ロー

ドマップからどんどん乖離している事実を見ようとしていない（以上甲Ａ３６

６・２４頁）。 

エ １審被告は耐圧ベントラインの汚染配管の撤去工事すらまともにできて

いない  

さらに、格納容器耐圧ベントラインの汚染配管の線量は、毎時３シーベルト

と数時間被曝しただけで死亡するレベルで、近づくことさえ困難な配管撤去工

事は、途中で配管の切断ができなくなり、２０２２年２月２４日の工事開始以

降トラブルの連続で約２カ月中断していた。その後５月下旬に工事を再開した

が、また配管切断作業ができなくなり再度中止している（５月２７日現在、東

京新聞）。つまり、１審被告が主張する「中長期ロードマップにおける、敷地

境界線量の目標値（１ｍｓｖ／年）を平成２７年３月時点で達成し，その後も

これを維持している（乙Ａ３３５・２～５頁，乙Ａ３３６・８頁，Ａ３３７)」。

などという初期の状態とは、全く異なった状況になっており、それらの高線量

の撤去工事の問題は、今も続いている。 

通常、あまり汚染が激しくない口径約３０センチメートルの配管をクレーン

等で支えながらカッターで数メートル毎に切断し、撤去する工事など、数日で

できる工事である。高線量であることによる工事の難しさがあるとしても、切

断しているカッターが、当該配管に食い込み動かなくなることなど、工事内容
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から見て極初歩的な作業であり、なぜ、カッターが動かなくなってしまったか、

プロの仕事とは思えない失態である（以上甲Ａ３６６・２４～２５頁）。 

オ １審被告は配管の切断撤去作業を行う技術的能力があるか疑わしい 

こうした配管金属材料の撤去作業がはじめてで、しかもカッターの切断面の

両面の間隔が開く方向（つまりカッターを上から入れる場合、自重で配管が上

に凸になり、配管上部に引張応力が発生するような状態になるよう吊り上げな

ければカッターが食い込んでしまうことは工学的には自明である）に配管の変

形を制御しながら工事をしなければならない。そうした、大型の金属の切断作

業などにおける常識や経験がないとしか思えない現場工事の状況では、この先

もろもろの撤去工事にどれだけ時間がかかるかすら見通しが立たない（以上甲

Ａ３６６・２５頁）。 

カ 高濃度に汚染されたシールドプラグの撤去は全く見通しすら立たない 

そして、さらに高濃度に汚染したシールドプラグの問題や使用済燃料の搬出

のためのガレキ撤去工事など、まともに工事を進められる状況にないことが危

惧される。 

福島事故から１１年以上たつが、被告は、格納容器内のデブリの状況把握が

できないままデブリ取出しにこだわり、地下水流入の対策を放置しつつ、汚染

水処理の対策の失敗を漁業関係者は住民におしつけ、新たな高濃度汚染箇所の

発見などによる、放射性物質の拡散リスクについて、十分な配慮義務があるに

も関わらず、きちんと対策をしようとしていない。それどころか、本来やるべ

き周辺住民に対する情報提供などと真っ向から反することが行われている（以

上甲Ａ３６６・２５頁）。 

（３）廃炉作業に伴う放射性物質拡散リスクの指摘についてのまとめ 

このように見てくると、被告が主張する「安定的な冷温停止状態の維持」（被

告準備書面７・１４頁（１））や「本件原発の廃止措置に向けた取り組み」（被

告準備書面７／１５頁（２））など、実態とはそぐわない表面的な進捗報告に
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すぎないことが分かる。 

後藤氏がいままで主張してきた、「①「中間とりまとめ」において、格納容

器の真上のシールドプラグ下面の多量の放射性物質が存在することが指摘さ

れたこと、②本件原発に合計約３７００体もの使用済燃料が保管されているこ

と、③敷地内外の核種放出の挙動が未だに特定されていないこと、④燃料取出

しやがれき撤去、コンクリー解体の際に放射性物質の大気中への飛散リスクが

伴うこと、⑤本件地震や本件事故によって建屋が脆弱化している可能性がある

ので、これらのことは、住民にとって大きな脅威になりうる。」という主張に

対して、１審被告の「しかしながら、本件原発の廃炉に向けた作業は、以下に

述べるような様々な知見と研究を総動員し、官民一体となって進められている

のであり、後藤政志氏が指摘するような懸念についても、周辺住民等に対する

十分な安全性を確保した上で、周辺自体体に対する情報提供も行いながら作業

が進められている。」（被告準備書面７・１４頁・１０～１４行目）は、現実

を反映していないという意味で失当である（以上甲Ａ３６６・２５～２６頁）。 

（４）福島第一原発１号機の格納容器内のデブリによる新たな破壊がみつかる 

ア １号機原子炉圧力容器ペデスタル耐震強度に懸念－未だに分からない損

傷の全貌― 

２０２２年５月２３日に公表された１号機原子炉格納容器内の原子炉圧力容

器ペデスタル開口部のコンクリートの欠損したむき出しの鉄筋の水中映像を図

６に示す。この映像は、原子炉圧力容器を支える鉄筋コンクリート（正確には

鋼板とコンクリートおよび鉄筋により構成されているＳＣ構造の可能性もあ

る。）構造の内側の壁の部分を示しており、原子炉圧力容器下部から落下した

高温の核燃料デブリが、接触しコンクリートを侵食したものと推測される。 

しかしながら、コンクリートの融点は１２００℃程度、鉄鋼材料の融点は１

５００℃弱程度と言われているので、コンクリートが完全に浸食されて、鉄筋

だけがそのまま残ったことが、どうして起きたかがよく分かっていない。鉄鋼
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材料の方が３００℃程度融点高いので１２００～１５００℃程度のデブリが接

触したことで、コンクリートだけが浸食され完全になくなったが、鉄筋が残っ

たと考えることもできないこともないが、果たして本当か疑わしい（以上甲Ａ

３６６・２６頁）。 

 

図６ １号機ペデスタルの水中写真（日テレ NEWS、２０２２年５月２５日） 

 

イ 高温のデブリでコンクリート表面で爆裂破壊が起きった可能性 

もともとデブリの温度は、２７００℃内外と考えられており、周囲へ放熱し

て、１５００℃以下までたまたま温度が下がってそうなった可能性もあるが、

もう一つのありそうなシナリオは、高温のデブリがコンクリートに接触すると

浸食される前に、コンクリート内の水分が膨張して、爆裂破壊（コンクリート

が高温にさらされると表面爆発的に剥がれる現象）を起こしてコンクリートの

表面が剥がれ落ちる現象が起きたのではないかと推測する。一度爆裂破壊を起

こすと、コンクリートが剥がれ落ちて、新たにできたコンクリート表面がデブ

リと接触し、また爆裂を起こしてコンクリートが浸食されていったのではない

か。今までは、単純にデブリがコンクリートを連続的に浸食していったと見ら

れていたが、むしろ、爆裂を繰り返して浸食が進むと考える方が説明がつくよ
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うに考える（以上甲Ａ３６６・２７頁）。 

ウ デブリによる浸食や破壊のメカニズムは検討課題 

高温におけるコンクリートの爆裂破壊は、土木系あるいは建築系の学会でも

報告があるが、溶融金属と接触した時の爆発破壊を含めた挙動は分かっていな

い。なお、土木学会の論文等によると、高強度のコンクリートの方が高温にお

ける強度低下は激しいとされており、原子力発電所の炉心溶融事故の挙動の解

明は分かっていないことを指摘しておく。 

その上で、デブリによるコンクリートの浸食のメカニズムとして今後、検討

対象になるであろう。 

さて、そうした背景があることを前提に、原子力規制委員会の更田豊志委員

長は、メルトダウンした１号機で、原子炉を支えるコンクリートの壁が壊れて

いる可能性が分かったことに対し、地震が発生した際の危険性に懸念を示した。

（２０２２年５月２５日・日テレ NEWS）。更田委員長は「大きな地震に襲われ

たときに、（耐震性の）評価通りにもってくれるのかっていうのは懸念事項と

してあります」と表現した。 

事故から１１年以上たった今になって原子炉を支えるペデスタルの構造がこ

れほど大きく、コンクリートが全く見当たらないほどの壊れ方をしている事実

が判明したことが、福島事故の被害状況と実態と地震他によるさらなる損壊に

よる放射性物質の拡散のリスクが無視できないことを示している。さらに、更

田委員長は「悪いことが起きたら、ペデスタルの支持力がことのほか落ちてい

たらどうなるか、しっかり考えておく必要がある」と「ペデスタル」の損傷状

態の把握と耐震性の劣化に懸念を示した（以上甲Ａ３６６・２７～２８頁）。 

エ 炉心溶融の結果としてデブリによる構造損傷の問題は解明されていない 

つまり、この映像は一部であり、どこまで子の損傷が広がっているのか全貌

が分からない上での評価となるため、通常の耐震性評価よりも、はるかにリス

クの高い評価であることが懸念される。したがって，被告が主張する「本件原
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発に由来する放射線によって１審原告らを含む周辺地域の住民に対する健康リ

スクを生じさせる状況にはなく」などということは、福島の実情を反映した正

しい認識ではない（以上甲Ａ３６６・２８頁）。 

（５）小括 

１審被告は、福島第一原発の事故収束や廃炉へ向けたロードマップに対して、

実績を提示して、廃炉工程が順調に進んでおり、様々な知見と研究を総動員し，

官民一体となって進められてきているものであり，後藤政志氏が指摘するよう

な懸念についても，周辺住民等に対する十分な安全性を確保した上で，周辺自

治体や住民に対する情報提供も行いながら作業が進められている、などと主張

する。 

また、平成２５年２月８日には，燃料デブリ取り出し等に向けた研究開発体

制の強化を図るとともに，現場の作業と研究開発の進捗管理を一体的に進めて

いく体制を構築することを目的として，原子力災害対策本部に「東京電力福島

第一原子力発電所廃炉対策推進会議」（その後，同年９月３日に「廃炉 汚染水

対策関係閣僚等会議」に統合）が設置され、中長期ロードマップと本件実施計

画に基づき，様々な知見と研究を総動員し官民一体となって進められてきてお

り，中長期ロードマップについては，その進捗状況を踏まえて平成２５年６月

２７日に第２回，平成２７年６月１２日に第３回，平成２９年９月２６日に第

４回，令和元年１２月２７日に第５回と段階的に改訂されてきている（令和元

年１２月２７日改訂版につき乙Ａ３３４）。 

また。「東京電力福島第一原子力発電所の中期的リスクの低減目標マップ」

を策定し，廃炉作業の進捗状況の確認や各種対策の安全性等を評価している、

などとことさら成果を強調している。さらに、中長期ロードマップにおける敷

地境界線量の目標値（１ｍＳｖ／年）を平成２７年３月時点で達成し，その後

もこれを維持しているから、本件原発に由来する放射線によって１審原告らを

含む周辺地域の住民に対する健康リスクを生じさせる状況にはなく，本件原発
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の廃炉措置に係るこれまでの事情それ自体は，１審原告らの個人的法益を侵害

する態様のものではない、結論づけている。 

しかしながら、本第３の１から３で述べたように、被告が主張するロードマ

ップ通りに進んでいないことは明らかであり、特に、２０２１年３月の「中間

とりまとめ」以降次々と明らかになってきた、汚染の状況と、その対策の困難

な様子を考慮すると、とても廃炉工程が順調にいっているなどということは言

えないことが分かる。現状では、これからも取出しが困難なデブリの存在、汚

染水の増加と海洋放出の計画、シールドプラグの高濃度な汚染物質の撤去、同

じく高線量の耐圧ベント配管工事の行方、使用済み燃料取出しへ向けた、ガレ

キの撤去等、そして今年５月末に明らかになった、１号機原子炉圧力容器ペデ

スタルの異常な欠損等、見通しが立たない、そして今まで以上にガレキ撤去作

業などが困難になってきており、中長期ロードマップは基本的に見直さざるを

得ない状況になっている。これに対して筆者は、甲Ａ３３６号証の意見書、甲

Ａ３３７号証の補充意見書、甲Ａ３５３号証の補足意見書、甲Ａ３６６号証の

意見書で述べてきたように、１審被告の主張する「本件原発に由来する放射線

によって１審原告らを含む周辺地域の住民に対する健康リスクを生じさせる状

況にはなく，本件原発の廃炉措置に係るこれまでの事情それ自体は，１審原告

らの個人的法益を侵害する態様のものではない。」との主張は、廃炉作業とし

て実現できていない「計画の内容を羅列した」だけで、福島事故の現状のリス

クを反映していないことから、失当である（以上甲Ａ３６６・２８～２９頁）。 

５ まとめ 

甲Ａ３６６号証の意見書は、被告準備書面７に対する反論として書いたもので

ある。しかしながら、被告の主張に対する反論は、甲Ａ３３６号証の意見書、甲

Ａ３３７号証の補充意見書、甲Ａ３５３号証の補足意見書等ですでに述べており、

繰り返しになる部分もあるが、誤解されていることも考えられるので、多少の重

複もあることを覚悟の上で、問題の経緯が分かるようにまとめた。原子力発電所
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の事故は、簡単に廃炉を目指せると考えることが、いかに無理があるか、その陰

に周辺住民（実際には作業員も含まれる）が放射物質にさらされる可能性がある

こと、あるいは地震や津波、技術的な事故等により、状況によって被曝するリス

クがこれからもずっと続くことを忘れてはいけないと考える（以上甲Ａ３６６・

２９頁）。 

 

第３ 南相馬市の住民意向調査の結果と甲Ａ３３６、同３３７、同３５３(後藤政

志氏作成の意見書)の整合性 

１ 住民意向調査 

（１）令和４年３月復興庁、福島県、南相馬市の３者の連名で、南相馬市住民意

向調査報告書（甲Ａ３６７号証）が発表されている。 

同報告書は、令和元年度と令和３年度の調査結果を併記している。 

（２）その１０頁「南相馬市への帰還意向」の設問では、令和３年度に於いて南

相馬市民のうち８.７％が「まだ判断がつかない」と回答している。 

（３）その１３頁は、１０頁において「南相馬市への帰還について、まだ判断つ

かない」と回答した８.７%の人々を対象として「南相馬市への帰還を判断す

るために必要なこと」を質問している。これに対する回答（複数回答可）は、

以下の通りである。 

ア 原子力発電所の安全性に関する情報（廃炉作業の状況） 

    令和元年度 ３１.８% 

    令和３年度 ３６.０% 

イ 放射線量の低下の見通し、除染成果の状況 

    令和元年度 ２２.６% 

    令和３年度 ２９.０% 

上記の回答は、「南相馬市への帰還を判断するために必要なこと」との設

問に対する１９の回答のうち、アが４番目、イが６番目と高順位の回答とな
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っている。 

（４）その１４頁は、１０頁に於いて「南相馬市への帰還について『まだ判断が

つかない（８.７％）』および『戻らないと決めている（１１.９％）』」と

回答した人々（計２０.６％）を対象として「南相馬市への帰還について『ま

だ判断がつかない』『帰還しない』理由」を質問している。 

その回答の（原発、健康不安に関するもの）の項目に於ける回答状況は以

下の通りである。 

ア 原子力発電所の安全性（廃炉作業の難航）に不安がある。 

    令和元年度 ３８.０％ 

    令和３年度 ３７.５％ 

イ 放射線量の低下、除染の効果に不安があるから 

    令和元年度 ２４.１％ 

    令和３年度 ２６.４％ 

上記回答は、南相馬市への帰還について「まだ判断がつかない、帰還しな

い理由（原発、健康不安に関わるもの）」の設問に対する５回答のうち、ア

が１番目、イが２番目と高順位の回答となっている。 

（５）以上の通り、南相馬市への帰還について「判断がつかない」ないし「帰還

しない」理由のなかで、廃炉作業への不安および放射線量低下の見通しへの

不安が、南相馬市民に根強く存在している事は明らかである。 

（６）廃炉作業への不安および放射線量低下の見通しへの不安は、単に（令和３

年度調査の）南相馬市に「戻らないと決めている」（１１.９％）、「まだ判

断がつかない」（８.７％・合計２０.６%）の人々にのみ固有のものではない。 

既に「南相馬市に戻っている人」「戻りたいと考えている人」も含めて、

全ての南相馬市民がその程度の差はあれ、心中に有している不安であると言

って過言ではない。 
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２ 甲Ａ３３６、同３３７、同３５３号証 

これらの各甲号証は、いずれも前記南相馬市民の不安が合理的な根拠に基づく

ものである事を明白にしている。 

 （１）甲Ａ３３３は、令和３年３月末に原子力規制庁自らが発表した事故後１

０年を経過した福島第１原子力発電所（以下「第１原発」）の現状について

の中間取りまとめ（以下「とりまとめ」）である。この中で、原告らは以下

２点に注目した。 

第１は１号機、２号機のベント配管が、１号機、２号機共用排気筒の筒頂

部まで設置される事なく、共用排気筒の基部で切断されていた点（１、２号

機以外の日本中の全ての原発のベント配管は排気筒の筒頂部まで設置されて

いる）。 

第２は２号機、３号機の原子炉建屋のコンクリート製上蓋（以下「シール

ドプラグ」）から７京㏃という高濃度のセシウム１３７が発見された事であ

る。 

ア 第１の点につき、令和３年３月３日参議院予算委員会に於いて、福島瑞

穂議員の質問に答え、当時の被告東京電力ホールディングス株式会社（以

下「東電」）の社長であった小早川智明は、以下の趣旨を答弁する（甲

Ａ３３５号証） 

「何故、１号機、２号機についてベント用配管が共用排気筒基部まで

しか設置されていなかったのか（設置が４０年以上前のことであり）当

時の設計思想をいくら調べても分からないのです」 

この答弁は、東電には原発の管理、修繕、運営の能力が決定的に欠落

している事を端的に示している。 

即ち、原発は存続する限り修繕、撤廃、新設を繰り返す運命にある。 

従って、当該設備が如何なる設計思想のもとに設計、設置されたもの

であるかは、何年たっても原発が存続する限り、その設計思想が明らか
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になるように管理されていなければならない。 

そのような管理体制の欠落した状態では、正確な修繕、安全な撤廃、

必要な新設は不可能であり、永年に亘り原発の管理、運営を安定して継

続する事は不可能である。 

たかだか４０年余りの経過により、設計思想（しかも、他の日本中の

原発に存在しないベント配管の途中切断という重大事由について）が不

明になるという事は、東電に於ける原発の管理、運営能力の欠落を明示

するものに外ならない。 

イ 第２の点につき、本来鋼鉄製の格納容器内に存在するはずのセシウム１

３７が格納容器外のコンクリート製のシールドプラグに付着している事

自体、住民にとっては重大な不安要素である。 

因みに７京㏃は、２０１１年３月１１日時に東日本全体に降り注いだ

セシウム１３７の２３.４倍に相当する量と計算される。 

原子炉建屋はコンクリート製であり、２０１１年の地震、津波により

その耐震性は相当に低下していると判断されるのに加え、２０１１年以

後１１年以上に亘り、全く補修の手が加えられていない、 

最近の相次ぐ福島県沖の大規模地震の都度、多くの周辺住民が「原発

は大丈夫か」との思いを抱く状況にある。 

 （２）甲Ａ３３６は、後藤政志氏作成にかかる意見書であり、「中間取りまと

め」から判断される①東電のシビアアクシデント対策は極めて不安定なもの

であり、②シールドプラグから発見された７京㏃の除去は極めて困難である

事を明確にしている。 

 （３）甲Ａ３３７は、第１原発設置以来、永年に亘る東電が行ってきた事故隠

し、虚偽報告、対応の懈怠等の検討である。 

この内容のみをもってしても、東電には原発管理能力および原発運営に必

須である企業としての誠実さが決定的に欠落している事は明らかである。 
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（４）甲Ａ３５３は、とりまとめ発表から１年間に於ける東電の廃炉作業の内容

とその評価である。 

結論から言うと、この１年間の東電の廃炉作業は何の進展もなかった。基

本的な作業に失敗する一方で、逆に凍土壁の溶解の進展、汚染水の増大、原

子炉建屋の老朽化など、周辺住民への不安要素は増大する一方である。 

３ まとめ 

住民意向調査に明示され、また、南相馬市民の多くが有していると推測される

廃炉作業の難航への不安、放射線量の低下および除染効果への不安は、前記２で

指摘された極めて具体的事象により、実証されている。 

裁判所においては、前記２に於いて指摘した具体的事象を軽視する事なく、前

記１の住民意向調査に示された結果およびその背景の存在する南相馬市民の不

安に充分に配慮した判決を下されたい。 

 

以上 

 


